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平成２０年第３回西予市議会定例会会期日程表 

 

会期９月１７日（水）～９月２６日（金）    （会期１０日間） 
 

月  日 曜日 日   程 備  考 

 ９月１７日 水 本会議（開会） ・理事者提案説明 

 ９月１８日 木 本 会 議 
・一般質問 

・質疑、委員会付託 

 ９月１９日 金 常任委員会  

 ９月２０日 土 休   会  

 ９月２１日 日 休   会  

 ９月２２日 月 常任委員会  

 ９月２３日 火 休   会  

 ９月２４日 水 常任委員会  

 ９月２５日 木 休   会  

 ９月２６日 金 本会議（閉会） 
・委員長報告 

・質疑・討論・採決 
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       平成２０年第３回西予市議会定例会会議録（第１号） 

 

１．招 集 年 月 日 平成２０年９月１７日 

１．招 集 の 場 所 西予市議会議場 

１．開     会 平成２０年９月１７日 

          午前１０時００分 

１．散     会 平成２０年９月１７日 

          午後 ３時１８分 

１．出 席 議 員        

    １番  兵 頭   竜 

    ２番  二 宮 一 朗 

    ３番  兵 頭   学 

    ４番  明 智 祥 勝 

    ５番  井 上   勲 

    ６番  小 野 正 昭 

    ７番  松 山   清 

    ８番  宇都宮 明 宏 

    ９番  松 島 義 幸 

   １０番  元 親 孝 志 

   １１番  嶋 川 武 文 

   １２番  沖 野 健 三 

   １３番  森 川 一 義 

   １４番  藤 井 朝 廣 

   １５番  浅 野 忠 昭 

   １６番  岡 山 清 秋 

   １７番  酒 井 宇之吉 

   １８番  兵 頭   勇 

   １９番  山 本 昭 義 

   ２０番  梅 川 光 俊 

   ２１番  菊 地 ミスギ 

   ２２番  大 竹 忠 盛 

   ２３番  二 宮   元 

   ２４番  坂 本 隆 重 

１．欠 席 議 員 

    な  し 

１．会議録署名議員 

    ５番  井 上   勲 

    ６番  小 野 正 昭 

１．地方自治法第１２１条により 

説明のため出席した者の職氏名 

   市     長  三 好 幹 二 

   副  市  長  別 宮   靜 

   教  育  長  森   英 二 

   公営企業部長  九 鬼 則 夫 

   会 計 管 理 者  角 藤 和 幸 

 

   総務企画部長  清 水 忠 夫 

   産業建設部長  安 藤 芳 夫 

   生活福祉部長  炭 倉 貞 明 

   教 育 部 長  森   精 一 

   明浜総合支所長  高 岡 和 廣 

   野村総合支所長  西 田 光 和 

   城川総合支所長  清 水 享 司 

   三瓶総合支所長  芝   則 重 

   消防本部消防長  中 野 竹 夫 

   総 務 課 長  上 甲 憲 章 

   財 政 課 長  河 野 敏 雅 

   監 査 委 員  正 司 哲 浩 

１．本会議に職務のため出席した者の職氏名 

   事 務 局 長  岩 本 明 定 

   議 事 係 長  井 上 千 浪 

１．議 事 日 程  別紙のとおり 

１．会議に付した事件  別紙のとおり 

１．会 議 の 経 過  別紙のとおり 

        

 

      議  事  日  程 

 

 １ 会議録署名議員の指名 

  （５番 井上 勲、６番 小野正昭） 

 ２ 会期の決定 

  （９月１７日～９月２６日 １０日間） 

 ３ 議会報告第１号 各委員会の視察研修報告 

           について 

 ４ 承認第  ５号 専決処分第５号の承認を 

           求めることについて（西 

           予市国民健康保険税条例 

           の一部を改正する条例制 

           定について） 

   承認第  ６号 専決処分第６号の承認を 

           求めることについて（地 

           方自治法の一部を改正す 

           る法律の施行に伴う関係 

           条例の整備に関する条例 

           制定について） 

 ５ 議案第１０１号 愛媛地方税滞納整理機構 

           規約の一部変更について 

   議案第１０２号 愛媛県市町総合事務組合 

           規約の一部変更について 
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 ６ 議案第１０３号 西予市認可地縁団体印鑑 

           条例の一部を改正する条 

           例制定について 

   議案第１０４号 西予市公益法人等への職 

           員の派遣等に関する条例 

           の一部を改正する条例制 

           定について 

   議案第１０５号 西予市立学校及び幼稚園 

           設置条例の一部を改正す 

           る条例制定について 

   議案第１０６号 西予市立学校給食センタ 

           ー及び学校給食調理場条 

           例の一部を改正する条例 

           制定について 

   議案第１０７号 西予市中小企業振興資金 

           融資条例の一部を改正す 

           る条例制定について 

   議案第１０８号 西予市みかめ海の駅条例 

           の一部を改正する条例制 

           定について 

 ７ 議案第１０９号 辺地に係る公共的施設総 

           合整備計画の策定につい 

           て 

 ８ 議案第１１０号 平成２０年度西予市一般 

           会計補正予算（第２号） 

 ９ 議案第１１１号 平成２０年度西予市育英 

           会奨学資金貸付特別会計 

           補正予算（第１号） 

   議案第１１２号 平成２０年度西予市住宅 

           新築資金等貸付事業特別 

           会計補正予算（第１号） 

   議案第１１３号 平成２０年度西予市国民 

           健康保険特別会計補正予 

           算（第２号） 

   議案第１１４号 平成２０年度西予市老人 

           保健特別会計補正予算 

           （第２号） 

   議案第１１５号 平成２０年度西予市後期 

           高齢者医療特別会計補正 

           予算（第２号） 

   議案第１１６号 平成２０年度西予市介護 

           保険特別会計補正予算 

           （第２号） 

   議案第１１７号 平成２０年度西予市農業 

           集落排水事業特別会計補 

           正予算（第２号） 

   議案第１１８号 平成２０年度西予市公共 

           下水道事業特別会計補正 

           予算（第２号） 

   議案第１１９号 平成２０年度西予市簡易 

           水道事業特別会計補正予 

           算（第２号） 

   議案第１２０号 平成２０年度西予市上水 

           道事業会計補正予算（第 

           ２号） 

１０ 認定第  １号 平成１９年度西予市一般 

           会計歳入歳出決算の認定 

           について 

１１ 認定第  ２号 平成１９年度西予市授産 

           場特別会計歳入歳出決算 

           の認定について 

   認定第  ３号 平成１９年度西予市住宅 

           新築資金等貸付事業特別 

           会計歳入歳出決算の認定 

           について 

   認定第  ４号 平成１９年度西予市育英 

           会奨学資金貸付特別会計 

           歳入歳出決算の認定につ 

           いて 

   認定第  ５号 平成１９年度西予市国民 

           健康保険特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第  ６号 平成１９年度西予市老人 

           保健特別会計歳入歳出決 

           算の認定について 

   認定第  ７号 平成１９年度西予市介護 

           保険特別会計歳入歳出決 

           算の認定について 

   認定第  ８号 平成１９年度西予市港湾 

           整備事業特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第  ９号 平成１９年度西予市簡易 

           水道事業特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第 １０号 平成１９年度西予市農業 

           集落排水事業特別会計歳 

           入歳出決算の認定につい 

           て 

   認定第 １１号 平成１９年度西予市公共 

           下水道事業特別会計歳入 



 

－3－ 

           歳出決算の認定について 

   認定第 １２号 平成１９年度西予市上水 

           道事業会計決算の認定に 

           ついて 

   認定第 １３号 平成１９年度西予市病院 

           事業会計決算の認定につ 

           いて 

   認定第 １４号 平成１９年度西予市野村 

           介護老人保健施設事業会 

           計決算の認定について 

１２ 報告第  ５号 平成１９年度健全化判断 

           比率の報告について 

   報告第  ６号 平成１９年度資金不足比 

           率の報告について 

   報告第  ７号 財団法人宇和町住宅協会 

           の経営状況について 

   報告第  ８号 西予市土地開発公社の経 

           営状況について 

   報告第  ９号 株式会社野村町地域振興 

           センターの経営状況につ 

           いて 

   報告第 １０号 株式会社エフシーの経営 

           状況について 

   報告第 １１号 株式会社城川開発公社の 

           経営状況について 

   報告第 １２号 株式会社どんぶり館の経 

           営状況について 

   報告第 １３号 あけはまシーサイドサン 

           パーク株式会社の経営状 

           況について 

   報告第 １４号 株式会社グリーンヒルの 

           経営状況について 

   報告第 １５号 財団法人宇和文化会館の 

           経営状況について 

   報告第 １６号 有限会社宇和オービーシ 

           ステムの経営状況につい 

           て 

   報告第 １７号 西予ＣＡＴＶ（株）の経 

           営状況について 

 

本日の会議に付した事件 

 １ 会議録署名議員の指名 

 ２ 会期の決定 

 ３ 議会報告第１号 各委員会の視察研修報告 

           について 

 ４ 承認第  ５号 専決処分第５号の承認を 

           求めることについて（西 

           予市国民健康保険税条例 

           の一部を改正する条例制 

           定について） 

   承認第  ６号 専決処分第６号の承認を 

           求めることについて（地 

           方自治法の一部を改正す 

           る法律の施行に伴う関係 

           条例の整備に関する条例 

           制定について） 

 ５ 議案第１０１号 愛媛地方税滞納整理機構 

           規約の一部変更について 

   議案第１０２号 愛媛県市町総合事務組合 

           規約の一部変更について 

 ６ 議案第１０３号 西予市認可地縁団体印鑑 

           条例の一部を改正する条 

           例制定について 

   議案第１０４号 西予市公益法人等への職 

           員の派遣等に関する条例 

           の一部を改正する条例制 

           定について 

   議案第１０５号 西予市立学校及び幼稚園 

           設置条例の一部を改正す 

           る条例制定について 

   議案第１０６号 西予市立学校給食センタ 

           ー及び学校給食調理場条 

           例の一部を改正する条例 

           制定について 

   議案第１０７号 西予市中小企業振興資金 

           融資条例の一部を改正す 

           る条例制定について 

   議案第１０８号 西予市みかめ海の駅条例 

           の一部を改正する条例制 

           定について 

 ７ 議案第１０９号 辺地に係る公共的施設総 

           合整備計画の策定につい 

           て 

 ８ 議案第１１０号 平成２０年度西予市一般 

           会計補正予算（第２号） 

 ９ 議案第１１１号 平成２０年度西予市育英 

           会奨学資金貸付特別会計 

           補正予算（第１号） 

   議案第１１２号 平成２０年度西予市住宅 

           新築資金等貸付事業特別 
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           会計補正予算（第１号） 

   議案第１１３号 平成２０年度西予市国民 

           健康保険特別会計補正予 

           算（第２号） 

   議案第１１４号 平成２０年度西予市老人 

           保健特別会計補正予算 

           （第２号） 

   議案第１１５号 平成２０年度西予市後期 

           高齢者医療特別会計補正 

           予算（第２号） 

   議案第１１６号 平成２０年度西予市介護 

           保険特別会計補正予算 

           （第２号） 

   議案第１１７号 平成２０年度西予市農業 

           集落排水事業特別会計補 

           正予算（第２号） 

   議案第１１８号 平成２０年度西予市公共 

           下水道事業特別会計補正 

           予算（第２号） 

   議案第１１９号 平成２０年度西予市簡易 

           水道事業特別会計補正予 

           算（第２号） 

   議案第１２０号 平成２０年度西予市上水 

           道事業会計補正予算（第 

           ２号） 

１０ 認定第  １号 平成１９年度西予市一般 

           会計歳入歳出決算の認定 

           について 

１１ 認定第  ２号 平成１９年度西予市授産 

           場特別会計歳入歳出決算 

           の認定について 

   認定第  ３号 平成１９年度西予市住宅 

           新築資金等貸付事業特別 

           会計歳入歳出決算の認定 

           について 

   認定第  ４号 平成１９年度西予市育英 

           会奨学資金貸付特別会計 

           歳入歳出決算の認定につ 

           いて 

   認定第  ５号 平成１９年度西予市国民 

           健康保険特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第  ６号 平成１９年度西予市老人 

           保健特別会計歳入歳出決 

           算の認定について 

   認定第  ７号 平成１９年度西予市介護 

           保険特別会計歳入歳出決 

           算の認定について 

   認定第  ８号 平成１９年度西予市港湾 

           整備事業特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第  ９号 平成１９年度西予市簡易 

           水道事業特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第 １０号 平成１９年度西予市農業 

           集落排水事業特別会計歳 

           入歳出決算の認定につい 

           て 

   認定第 １１号 平成１９年度西予市公共 

           下水道事業特別会計歳入 

           歳出決算の認定について 

   認定第 １２号 平成１９年度西予市上水 

           道事業会計決算の認定に 

           ついて 

   認定第 １３号 平成１９年度西予市病院 

           事業会計決算の認定につ 

           いて 

   認定第 １４号 平成１９年度西予市野村 

           介護老人保健施設事業会 

           計決算の認定について 

１２ 報告第  ５号 平成１９年度健全化判断 

           比率の報告について 

   報告第  ６号 平成１９年度資金不足比 

           率の報告について 

   報告第  ７号 財団法人宇和町住宅協会 

           の経営状況について 

   報告第  ８号 西予市土地開発公社の経 

           営状況について 

   報告第  ９号 株式会社野村町地域振興 

           センターの経営状況につ 

           いて 

   報告第 １０号 株式会社エフシーの経営 

           状況について 

   報告第 １１号 株式会社城川開発公社の 

           経営状況について 

   報告第 １２号 株式会社どんぶり館の経 

           営状況について 

   報告第 １３号 あけはまシーサイドサン 

           パーク株式会社の経営状 

           況について 
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   報告第 １４号 株式会社グリーンヒルの 

           経営状況について 

   報告第 １５号 財団法人宇和文化会館の 

           経営状況について 

   報告第 １６号 有限会社宇和オービーシ 

           ステムの経営状況につい 

           て 

   報告第 １７号 西予ＣＡＴＶ（株）の経 

           営状況について 

 

  開会 午前１０時００分 

○議長 ただいまの出席議員は２４名でありま

す。これより平成２０年第３回西予市議会定例会

を開会いたします。 

 三好市長より議会招集のあいさつがあります。 

 三好市長。 

 

○三好市長 皆さん、どうもおはようございま

す。 

 平成２０年第３回西予市議会定例会の開会に当

たり、一言ごあいさつを申し上げます。 

 ことしの夏の暑さは例年にない猛暑が続き、記

録ずくめの異常な年でありましたが、９月の声を

聞き、やっと朝夕はしのぎやすくなってまいりま

したきょうこのごろでございます。そのような

中、本日は議員の皆様におかれましては、公私と

もご多忙のところ、万障繰り合わせの上、ご出席

いただき、まことにありがとうございました。 

 さて、９月１日の夜、福田首相が突然辞任を発

表されました。１年前の安倍首相の突然の辞任と

いい、国民の側からは政治の不信の何物でもあり

ません。世界経済の不安要素の高まりの中で日本

経済も減速懸念があり、早急に緊急対策を打ち出

す必要がある時期に、政治的空白は国民に説明で

きるのでしょうか。一刻も早く政治空白を解消

し、国民生活を重視する政治の実行を強く望むも

のであります。 

 ところで、合併以来の大型事業であります新庁

舎建設事業につきましては、市民の皆様や議員各

位のお知恵を拝借しながら進めさせていただいて

おりますが、おかげをもちまして、このほど基本

設計もまとまりつつある状況となり、大きく前進

をしているところでございます。今後のスケジュ

ールといたしましては、ご案内のとおり、平成２

０年１０月から翌年１月末にかけて実施設計を行

い、そして２１年５月をめどに中央公民館の解体

工事に着手し、さらに解体工事終了後の８月から

新庁舎本工事の入札公告を実施する計画でござい

ます。 

 また、業務開始は、出納閉鎖期間の繁忙期の平

成２３年６月が望ましいものと判断をしておりま

して、現在このスケジュールをもとに鋭意作業に

取り組んでいるところでございます。どうか今後

とも市民の新たなまちづくりの拠点として、安全

で快適な人に優しい庁舎を目指してまいりますの

で、ご理解、ご協力のほど賜りますようお願いを

申し上げます。 

 ここで話を一変させていただきますが、先般

「あいさつの町野村の皆様へ」というお礼のメー

ルを松山在住の方からいただきました。私はこの

お礼状を読ませていただくうちに、自分自身が褒

められているように心が躍り、大変うれしく思い

ました。 

 そこで、このようなすばらしいことは、ぜひ全

市民の皆様にもお伝えしなければならないと思い

ましたので、本日ここに原文を紹介させていただ

きます。 

 ８月２３日、これ土曜日でございます。２４日

日曜日、野村運動公園で開催された野村サッカー

大会にご招待をいただきまことにありがとうござ

いました。天候と主催者の方々の手際よくかつ誠

意のこもった大会運営に恵まれ、楽しく過ごさせ

ていただきました。何よりも印象的で感銘しまし

たのが、会場やその周辺で出会った地元野村町の

皆さんが、例外なくおはようございますとか、こ

んにちはとあいさつをくださったことです。試合

が終了して帰路に着こうとしたとき、大会スタッ

フの方々が忙しく作業をされているのにもかかわ

らず、お疲れさまでしたと声をかけていただきま

した。昔の日本では当たり前であったはずのあい

さつが、今は忘れ去られていますが、野村町には

残っていました。豊かな海、山、里が特徴である

西予市でいらっしゃいますが、何よりも人が何と

豊かな町なんでしょう。試合は残念な結果でした

が、野村町の皆さんの温かいあいさつのおかげで

とても充実感のあるひとときとなりました。 

 余談ですが、１日目の試合終了後、明浜地区の

はま湯に立ち寄り、汗を流した後、日向飯定食や

さつま定食を堪能しました。浴場からの絶景と目

の前に広がるきれいな海、そして食文化に感動し
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ました。本当に心が豊かになった２日間でした。

ありがとうございました。西予市の皆さんの今後

のますますのご健康とご繁栄を心からお祈り申し

上げますと、このような丁寧なるお言葉をいただ

いております。私は本当に心の底からうれしさが

こみ上げると同時に、改めまして西予市民の人の

豊かさのすばらしさ、人を歓迎する温かさを感じ

た次第であります。人との触れ合いは、まずあい

さつからと言われますが、まさにこれを実感した

出来事でありました。今後ともこのような出来事

が当たり前となり、本市を訪れた方々が気持ちよ

く過ごし、いい思い出をつくっていただけるよう

な、そのような町になりますことを祈念してやみ

ません。 

 さて、本定例会におきましては、議員の皆様か

らの一般質問をお受けするとともに、専決処分の

承認２件、一部事務組合規約の改正２件、条例改

正の６件、辺地に係る公共的施設総合整備計画の

策定１件、補正予算１１件、決算認定１４件、報

告１３件につきましてご審議をお願い申し上げる

ものでございます。 

 諸議案の提案理由につきましては、上程の際に

ご説明いたしますので、何とぞ慎重にご審議をい

ただき、それぞれ決定、ご承認をいただきますよ

うお願い申し上げまして、簡単でございますが、

招集のごあいさつとさせていただきます。よろし

くお願いいたします。 

 

○議長 次に、前定例会以降における諸般の報告

は、お手元に配付のとおりでありますので、お目

通しを願いたいと思います。 

 これより本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付してあるとお

りであります。 

  （日程１） 

○議長 まず、日程第１、会議録署名議員の指名

を行います。 

 今回の会議録署名議員に５番井上勲君、６番小

野正昭君の両名を指名いたします。 

  （日程２） 

○議長 次に、日程第２、会期の決定を議題とい

たします。 

 お諮りいたします。 

 今回の会期は、本日から９月２６日までの１０

日間といたしたいと思います。これにご異議あり

ませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認めます。よって、今回の

会期は、本日から９月２６日までの１０日間と決

定いたしました。 

  （日程３） 

○議長 次に、日程第３、議会報告第１号「各委

員会の視察研修報告について」を議題といたしま

す。 

 第２回定例会の議決に基づき実施いたしました

各委員会の視察研修結果について、各委員長の報

告を求めます。 

 まず、議会運営委員長二宮元君。 

 

○二宮元議会運営委員長 それでは、西予市議会

運営委員会視察研修報告を申し上げます。 

 百聞は一見にしかずという格言がありますが、

私たち議会運営委員会では、去る７月３１日と８

月１日の２日間にわたり、市議会基本条例を全国

に先駆けてつくり、開かれた市民のための一歩先

を行く三重県伊賀市議会の視察研修を行いまし

た。参加者は委員全員と局長を含め１１名であり

ます。 

 伊賀市は、京都・奈良・伊勢を結ぶ街道を有

し、交通の要衝として、また伊勢神宮の参宮者の

宿場町として栄えており、歴史・文化の薫る観光

地でもあります。 

 ３１日正午、暑いさなか伊賀市庁舎に到着し、

まず目に飛び込んできたのは大きな宣伝幕であ

り、「閑かさや岩にしみ入る蝉の声」の名句であ

ります。伊賀市は俳聖松尾芭蕉の生誕の地であ

り、納得の中、議会事務局長の出迎えを受け、研

修となりました。庁舎のすぐ山手には、伊賀忍者

博物館があり、観光客の絶えない大変にぎわう有

名な観光スポットでもあります。 

 伊賀市議会基本条例は、伊賀市の自治基本条例

でうたわれている議会の役割と責任の具体化を目

指し、制定に向けての議論が始まり、平成１８年

５月に議会のあり方検討委員会が設置され協議を

続けながら、平成１９年１月答申案について、章

別に修正、削除を重ねながら最終的に１０章２３

条にまとめ、平成１９年２月に伊賀市議会基本条

例が可決されました。 

 本条例の特徴として、１、市民との意見交換の

場となる議会報告会の設置、２、市民にわかりや
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すい議会、議論の明確化のために、議場では一問

一答の対面方式を取り入れて、公正で市民により

開かれた議会を目指し、常任、特別委員会の活動

の一環としても各地域に出向き、出前講座の設置

など市民本位の活動を積極的に取り組んでいると

のことであります。 

 なお、全国初の市議会基本条例を制定しての活

動は、他の市議会からでも大いに注目を集めてお

りまして、各地より視察研修も大変多いとのこと

であります。 

 伊賀市も平成１６年合併して、西予市と同じス

タートでありますが、ただ人口４万５，０００人

の西予市に対し、伊賀市は１市３町２村が合併し

て、人口１０万１，９００人であり、議員数も３

４名と多く、若者の働く企業も観光資源も豊富

で、自主財源が一般会計の４６％もあり、名勝、

旧跡も多く、健全運営がなされております。この

ように時代が変わり、人が変わっても、先人から

受け継がれた歴史的な遺産は、伊賀市にとって

も、市民にとっても大変恵まれた有益な環境にな

っており、これといった企業もなく、観光資源も

少なく、第１次産業に頼るしかない西予市とは大

きな格差があることを実感をいたした次第であり

ますが、伊賀市議会のように、進んだ前向きの取

り組みには、学ぶべき点がたくさんあったと、こ

のように参考になったという研修であったとこの

ように思っております。 

 以上、簡単ですが、議会運営委員会の視察研修

報告といたします。 

 平成２０年９月１７日、議会運営委員長二宮

元。 

 

○議長 次に、総務常任委員長宇都宮明宏君。 

 

○宇都宮明宏総務常任委員長 総務常任委員会の

視察研修報告をさせていただきます。 

 当総務常任委員会では、７月１４日から１６日

にかけて、来年度末で執行する過疎地域自立促進

特別措置法の今後の見通しや限界集落対策、そし

て小学校再編問題等の調査研究のために、総務省

並びに岐阜県高山市、岐阜市への行政視察を行い

ました。 

 まず、総務省で、過疎地域の実情と過疎法の動

向並びに今後の課題を調査しました。 

 過疎地域の平均と全国平均の諸数値を比較する

と、高齢化率は、過疎地域が３０．２％に対し全

国が２０．１％、耕地１０アール当たりの生産農

業所得では６万１，０００円と８万１，０００

円、また水道普及率では９０．４％と９７％、そ

して１万人当たりの医師数では、過疎地域が１

３．７５人に対し全国が２０．０９と依然として

著しい格差がありました。 

 また、過疎法の動向では、西予市は次期の過疎

法でも過疎地域となることが推定されるとのこと

でしたが、こうした中、過疎債に係る７割という

交付税措置の見直しが検討され始めており、議員

立法で制定される過疎法の存続の有無により、過

疎地域の発展、また活性化に大きな影響を及ぼす

ことは歴然としており、議会と行政が一体となっ

て、これまでにも増して国、県に対し、新たな視

点で過疎法の存続の必要性を訴えていくことの重

要性を痛感しました。 

 次に、岐阜県高山市で、日本一広い市のまちづ

くりについて視察研修を行いました。 

 ここでの特徴的な取り組みは、合併特例法によ

る地方交付税これの合併算定がえと一本算定の差

額の２分の１を財源とし、旧市町村に均等割２

０％、人口割４０％、基準財政需要額割４０％の

計算で、地域振興特別予算という形で配分し、地

域で特色ある事業を実施されていました。 

 また、行政組織機構において、各課内にグルー

プ制を導入し、事業によりグループを横断して事

務を行うことで、効率化につなげているというこ

とでありました。 

 地域振興特別予算については、自治体の財政事

情により判断すべきと考えますが、組織機構の考

え方は、西予市でも取り入れられる点があるので

はないかと感じました。 

 限界集落対策としては、まず集落実態調査を行

い、それをもとに社会活動支援制度や移住促進事

業補助金を創設、総合交通対策としては、スクー

ルバスの空き席に登録制で一般住民が同乗できる

取り組みがなされていました。 

 最後に、岐阜市で、小・中学校の統廃合再編に

ついての研修を行いました。 

 この取り組みは、平成１０年８月、旧市内の通

学区域のあり方についてを通学区域審議会に諮問

し、平成１４年５月に答申を受けたことから始ま

り、岐阜市旧市内学校再編問題協議会が設置さ

れ、平成１７年８月３０日に、旧市内の適正化適
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正配置の方針を決定し、現在も未来の輝く学校づ

くりのために説明会並びに意見交換会を順次開催

している。これらをもとに平成１７年１２月に金

華小・京町小統合準備委員会が設置され、順次学

校基本計画部会やＰＴＡ部会を初めとする１１部

会を立ち上げて、学校運営、学校建築、交渉、効

果などの個別課題について、学校、ＰＴＡ、地

域、行政が一体となっての推進活動に取り組み、

平成２０年４月、現京町小学校での統合を目指し

たとのことでした。その中で効果については、グ

ループ学習や習熟度別指導などの多様な学習集団

の編成が可能になった。また、地域社会と新たな

交流が始まるなど、学校と地域の連携、協力が深

まった等があり、課題としては、交通事故の防止

や防犯などのため、通学の安全面での配慮が必要

になったこと、また学習環境や教員との関係が変

化し、児童・生徒が学校生活に戸惑ったことなど

があるとの説明がありました。こうした中で問題

解決や住民の理解を得るために、時間と回数をか

けての現地説明会の開催や各小部会を立ち上げて

の取り組み等、西予市も小・中学校の再編に取り

組みに当たり、本市の風土、住民の意識を考慮し

た上で、見習うべき点は見習うという考えが大切

だと感じました。 

 以上、３カ所の行政視察を行ったわけですが、

我々議員だけでなく、同行された担当職員も有意

義な研修となったのではないかと考えており、将

来の西予市のために、今の地方に厳しい時代にお

いては、国、県への働きかけは無論のこと、緊張

感を持った上で、議会と行政が協力し合って知恵

を出すことの重要性を再認識しました。 

 以上、報告といたします。 

 

○議長 次に、厚生常任委員長酒井宇之吉君。 

 

○酒井宇之吉厚生常任委員長 厚生常任委員会

は、７月１７日から７月１９日までの３日間の日

程で、青森県の十和田市立中央病院とむつ衛生セ

ンターの視察研修を行いました。その概要を報告

いたします。 

 十和田市立中央病院では、十和田から新しい医

療の姿を発信するという院長の考えのもと、さま

ざまな地域医療に対する取り組みが行われてお

り、地域に貢献できる医療の充実と医師不足の解

消を図るため、今春病院の建てかえが完了し、新

しい病院施設が稼働を始めており、西予市のこれ

からの病院のあり方、地域医療の取り組みがどう

あるべきかの研修を行いました。 

 平成２０年５月にオープンした病院の経営方針

は、思いやりや温まりのある医療を行う、だれも

が理解でき、納得のできる医療を行うなどが掲げ

られ、地域に医療の果たす役割と院長の地域医療

への思いが感じられました。 

 同病院では、東北地方で初めて、全国で１０番

目だそうでございますが、放射線治療装置トモセ

ラピーが導入されました。このほかがんの治療、

化学療法を受ける患者のために、これまでの３倍

の１５人が抗がん剤治療を受けられる化学療法セ

ンターも備えておりました。また、約６億円を投

じて電子カルテの導入もしておりまして、入力に

は時間がかかるという現状の課題はありますが、

情報の共有などのメリットのほうが大きく、不満

は少ないということでした。 

 病院経営に当たっては、約１６４億円を投じて

事業費すべてを起債を用いており、単価アップな

どの収入確保、物品管理や徹底した節電など内部

改革を積極的に行うことで健全経営を目指してい

ました。 

 建物の構造に至っては、免震構造を採用し、病

院の基礎部分に積層ゴムによる免震装置が設置さ

れて、建物が受ける地震力の軽減が図られていた

ため、先般の岩手・宮城内陸地震においても被害

はなく、揺れはするが、棚のものが落ちることは

なかったそうです。 

 医師確保については、東北大学、弘前大学と連

携を図りながら、医師が来たくなるような病院環

境づくりを目指し、さまざまな角度から対応して

いるとのことでした。西予市も市民の理解、協力

を得ながら医師確保の努力をしなければならない

と感じております。 

 また、この病院は、旧病院が約４０年たって老

朽化したため建てかえられたそうですが、もし建

てかえができなかったら廃業していただろうと、

蘆野院長が話されました。そして、地域医療が新

しくなったことで、医師も３５人確保できている

ということで、古い病院で設備がよくないところ

では、医師は確保ができないだろうということで

ございました。 

 以上のように新しい病院はできても医師不足や

経営問題は直ちに解決するものではなく、西予市
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においても、市民の意見を聞きながら行政、医療

部門、事務部門が密接に連携をして、それらの問

題に日々努力して取り組んでいかなければならな

いと痛感をいたした次第でございます。 

 次に、むつ衛生センター汚泥再生処理施設でご

ざいますが、野村にある東部衛生センター及び明

浜・大崎地区にある西部衛生センターの老朽化に

よるふん尿処理の対応が迫っているため研修を行

いました。 

 平成１９年４月に新設されたこの施設は、１市

３町４村、約１０万人で、下北地域広域事務組合

を形成し、下北地区の全般の汚泥を処理していま

した。対象地域の範囲が広いため、運送コストが

かかりますが、遠方からは中継地点を設けて合理

化を図っておりました。ここでは、公共下水や農

業集落排水、浄化槽から出てくる汚泥の最終処分

処理までしており、従来型の処理施設のように産

業廃棄物が生じることがないという点で、大きく

処理技術が進歩しているものでした。 

 また、同施設では、膜分離高付加脱窒素処理方

法、これは特許を取っておるそうでございまし

て、写真は撮らせていただけませんでしたが、そ

れを導入し、処理水は高度処理されていました。

汚泥は隣接する一般廃棄物処理施設、通称アック

スグリーンに搬入される古紙と混合し、助燃剤に

加工して、それをアックスグリーンで焼却して、

その熱で発電をしておりました。そのため、敷地

内ですべてを処置することができるということ

で、最終処分費が不要となり、効率化が図られて

おりました。 

 西予市においても、ふん尿処理場の今後の方向

性として、廃棄物処理場との位置関係や広域事務

組合の問題、最先端のふん尿処理技術の調査など

とリンクしながら総合的に考えて、維持管理が合

理的かつ経済的にできるものを目指すべきだと思

いました。 

 以上、厚生常任委員会の視察研修といたしま

す。 

 平成２０年９月１７日、厚生常任委員会委員長

酒井宇之吉君。 

 以上でございます。 

 

○議長 次に、産業建設常任委員長元親孝志君。 

 

○元親孝志産業建設常任委員長 産業建設常任委

員会視察研修報告をいたします。 

 産業建設常任委員会では、７月２３日から２５

日の３日間で研修を実施いたしました。 

 今回の委員会の視察研修の目的は、立ち上がる

農山・漁村をテーマに行いました。立ち上がる農

山・漁村とは、総理府が平成１６年度に有識者会

議を設置し、農林水産業を核として、自立的で経

営感覚豊かな取り組みを行い、地域の経済活性化

に寄与している先駆的事例を有識者会議で選定

し、全国の農山・漁村に地域みずからが考え、行

動する意欲あふれた活動を全国に情報発信してい

こうとする事業であります。 

 今回、この選定を受けた栃木県那須野ヶ原土地

改良区連合と群馬県みなかみ町新治村を視察研修

いたしました。 

 その視察内容については、お手元に配付いたし

ております委員長報告のとおりであります。研修

内容については、長くなりますので、後ほどお目

通しをいただきたいと思います。 

 今回の研修で、私が特に強く感じましたこと

は、那須野ヶ原であれ、新治村であれ、とにかく

田舎が美しいということであります。限界集落問

題を抱える集落が、今やらなければならないこと

は、集落としての誇りを取り戻すこと、すなわち

美しい景観、環境をもう一度取り戻すことではな

いかと改めて感じました。伊予銀行が発行する調

査月報の寄稿文の中で、愛媛大学の藤目教授が次

のように言われておりました。 

 現在、全国的にグリーンツーリズムが社会現象

になっていると。しかし、これはヨーロッパの考

えとは似ていて否なるものとの印象を禁じ得な

い。ヨーロッパのグリーンツーリズムは、その受

け皿として地域の景観と環境の整備であり、農業

体験や農家民宿は、それを基盤として成り立つも

のと考えられる。それに対して日本のグリーンツ

ーリズムは、田舎に来て農業を体験したり、農家

民宿に泊まることが目的であって、本来農村が持

つすばらしい景観、環境を追求するという視点が

欠如していると教授は指摘されております。今の

ままでは、やがて飽きがきて、将来に明るい展望

を持つことができないと心配もされております。 

 １８７７年、明治の初めでございますが、日本

を訪れたイギリス人旅行家イザベラ・バード女史

が残した手記には、日本の自然は絵のように美し

かった。全体に統一感があり、住む人の努力でご
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み一つなく、清潔に保たれていた。故郷エジンバ

ラの町にも日本のことを教えてやりたいと。しか

し、彼女の故郷エジンバラは、産業革命で一時は

劣悪な環境に陥りましたが、今では世界で最も美

しい町の一つに数えられるようになっていると言

われております。 

 同じようにドイツのロマンチック街道は、日本

人にとってあこがれの理想の村々です。ドイツが

戦後一貫して行った政策は、我が村を美しく、田

舎で休暇をでした。１９７０年代、ドイツの村々

は、美しさを競い合うコンテストを行うことで、

住民と行政の協働によって、一度は完全に失った

景観、環境を見事に復活させております。 

 城川町の合併前のまちづくりの理念が、我が村

を美しくでした。これを城川町だけで終わらせる

のではなく、新しく西予市の理念として、我が村

を美しく、田舎で休暇を、このような構想を打ち

立ててはどうでしょうか。同じ敗戦国、そしてま

れに見る奇跡の復興を遂げたドイツと日本が、６

０年余りでこれだけの差ができてきたことをいま

一度反省してみる必要があると思います。特にア

メリカがコンピューターを駆使してつくり上げた

マネーゲームが、サブプライムローン問題で終わ

りを告げた今、私たちは改めて原点に回帰すると

きではないかと思います。研修を終えてこのこと

を強く感じました。 

 以上で産業建設常任委員会の視察研修報告を終

わります。 

 平成２０年９月１７日、産業建設常任委員会委

員長元親孝志。 

 

○議長 以上で各委員会の視察研修報告を終わり

ます。 

  （日程４） 

○議長 次に、日程第４、承認第５号「専決処分

第５号の承認を求めることについて（西予市国民

健康保険税条例の一部を改正する条例制定につい

て）」及び承認第６号「専決処分第６号の承認を

求めることについて（地方自治法の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

制定について）」の２件を一括議題といたしま

す。 

 理事者の説明を求めます。 

 炭倉生活福祉部長。 

 

○炭倉生活福祉部長 承認第５号「専決処分第５

号の承認を求めることについて」提案理由のご説

明を申し上げます。 

 この承認第５号は、西予市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例制定について専決処分の承

認を求めるものであります。 

 これは、国保税の２割軽減について、平成２０

年度以降の事務取扱が変更されたことに伴う改正

であります。当市におきましても、２割軽減対象

者が増加しており、申請に係る事務負担が増大し

ていること、特別徴収においては、保険税の賦課

後に申請により２割軽減となった場合は、普通徴

収への変更が必要となり、新たな事務負担が発生

することなどから、２割軽減対象者からの申請行

為を不要とし、職権にて適用するものでありま

す。よろしくご審議の上、ご承認くださいますよ

うお願いいたします。 

 

○議長 清水総務企画部長。 

 

○清水総務企画部長 承認第６号「専決処分第６

号の承認を求めることについて」提案理由のご説

明を申し上げます。 

 この承認第６号は、地方自治法の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

制定について専決処分の承認を求めるものであり

ます。 

 地方自治法の一部を改正する法律が、９月１日

から施行され、議員の報酬の支給方法等に関する

規定が、他の行政委員会の委員との報酬の支給方

法等に関する規定から分離するとともに、報酬の

名称が議員報酬に改められました。本条例はこれ

らの制度改正に伴い、西予市議会政務調査費の交

付に関する条例、西予市議会議員の報酬及び費用

弁償等に関する条例、西予市特別職の職員で非常

勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例、西予

市特別報酬等審議会条例及び西予市消防団員の報

酬及び費用弁償に関する条例について、議員の報

酬の名称の改正など所要の改正を行ったものであ

ります。よろしくご審議の上、ご承認くださいま

すようお願い申し上げます。 

 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

 これより質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 
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  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 お諮りいたします。 

 承認第５号及び承認第６号については、会議規

則第３７条第３項の規定により委員会付託を省略

したいと思います。これにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認め、そのように決定いた

しました。 

 討論の通告がありませんので、討論を終結とい

たします。 

 これより採決を行います。 

 お諮りいたします。 

 承認第５号「専決処分第５号の承認を求めるこ

とについて（西予市国民健康保険税条例の一部を

改正する条例制定について）」及び承認第６号

「専決処分第６号の承認を求めることについて

（地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う

関係条例の整備に関する条例制定について）」の

２件は原案のとおり承認することにご異議ありま

せんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認めます。よって、承認第

５号及び承認第６号は原案のとおり承認いたしま

した。 

  （日程５） 

○議長 次に、日程第５、議案第１０１号「愛媛

地方税滞納整理機構規約の一部変更について」及

び議案第１０２号「愛媛県市町総合事務組合規約

の一部変更について」の２件を一括議題といたし

ます。 

 理事者の説明を求めます。 

 清水総務企画部長。 

 

○清水総務企画部長 議案第１０１号「愛媛地方

税滞納整理機構規約の一部変更について」、議案

第１０２号「愛媛県市町総合事務組合規約の一部

変更について」関連がございますので、一括して

提案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の規約変更は、先ほど承認第６号で説明い

たしました地方自治法の改正により、議員の報酬

の名称が議員報酬に改められたことに伴い、それ

ぞれの規約の一部を改正するものであります。 

 以上、２議案よろしくご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

 これより質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 お諮りします。 

 議案第１０１号及び議案第１０２号について

は、会議規則第３７条第３項の規定により委員会

付託を省略したいと思います。これにご異議あり

ませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認め、そのように決定いた

しました。 

 討論の通告がありませんので、討論を終結とい

たします。 

 これより採決を行います。 

 お諮りいたします。 

 議案第１０１号「愛媛地方税滞納整理機構規約

の一部変更について」及び議案第１０２号「愛媛

県市町総合事務組合規約の一部変更について」は

原案のとおり決定することにご異議ありません

か。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認めます。よって、議案第

１０１号及び議案第１０２号は原案のとおり決定

いたしました。 

  （日程６） 

○議長 次に、日程第６、議案第１０３号「西予

市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例制

定について」から議案第１０８号「西予市みかめ

海の駅条例の一部を改正する条例制定について」

までの６件を一括議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 清水総務企画部長。 

 

○清水総務企画部長 議案第１０３号「西予市認

可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例制定に

ついて」、議案第１０４号「西予市公益法人等へ

の職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条

例制定について」関連がございますので、一括し

て提案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の改正は、一般・社団・財団法人法及び公

益法人認定法の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律の施行に伴い、民法上の公益法人の規定

が廃止され、従来の公益法人の一部が公益的法人
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に改められたこと及び地方自治法上において認可

地縁団体の公益的法人としての諸手続に関する規

定が設けられたことにより所要の改正を行うもの

であります。 

 以上、２議案よろしくご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 

○議長 森教育部長。 

 

○森教育部長 議案第１０５号「西予市立学校及

び幼稚園設置条例の一部を改正する条例制定につ

いて」、議案第１０６号「西予市立学校給食セン

ター及び学校給食調理場条例の一部を改正する条

例制定について」提案理由のご説明を申し上げま

す。 

 市立大野ケ原小学校の改築工事に伴い、現在大

野ケ原小学校の児童は、惣川小学校で学校生活を

送っておりますが、本年１１月下旬には新校舎が

竣工する見込みであり、１２月からは新校舎に移

転する予定といたしております。これに伴い、校

舎及び給食調理場の位置を定めた両条例の一部を

改正するものであります。 

 以上、２議案よろしくご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 

○議長 安藤産業建設部長。 

 

○安藤産業建設部長 議案第１０７号「西予市中

小企業振興資金融資条例の一部を改正する条例制

定について」提案理由のご説明を申し上げます。 

 去る７月中旬に、近隣の大手企業が民事再生法

の適用を申請し、即日保全命令を受け、その約２

０日後に下請関連企業が連鎖倒産をするという事

態が発生いたしました。これを受けまして、本市

の中小企業者が同様の事態により、資金繰りに困

窮を来すことを防ぎ、また昨今の原油、原材料の

高騰及び建築基準法の改正に緊急に対応するため

の融資を円滑化することが必要と判断し、今回緊

急経営資金融資制度を設けるものであります。 

 この制度は、愛媛県信用保証協会及び市内に支

店を置く４つの金融機関と連携し、融資枠を現行

の１０倍から１４倍にふやし、前年度と比較して

売上高の減少が著しい中小企業を対象に、会社の

運転資金として限度額１，０００万円までの融資

を行うものであります。この制度の円滑な運用に

より、現下の厳しい経済情勢の中におきまして、

市内中小企業の金融難の緩和と経営の立て直しを

図るものであります。 

 続きまして、議案第１０８号「西予市みかめ海

の駅条例の一部を改正する条例制定について」提

案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の改正は、みかめ海の駅の販売棟に設置い

たしております搾汁コーナーの利用者区分を撤廃

するとともに、利用料金を増額するものでありま

す。 

 本施設の搾汁コーナーは、条例上では、市民と

市民以外で利用料金に差を設けておりますが、施

設運営の開始に当たり、指定管理者であるみかめ

ホールディング株式会社との協議により、施設の

稼働率の向上、安定経営の維持のためには、市外

利用者の確保が不可欠であり、そのためには、料

金格差を設けないことが適当と判断し、利用者区

分を設けず、１７０円の統一料金を設定し運営し

てまいりました。その結果、平成１９年度の販売

本数の実績では、当初目標の８３．７％の達成率

となっておりますが、利用者数では、その約半

数、売上額では約６７％が市外からの利用という

状況であり、統一価格を設定したことによる市外

からの利用促進効果があったものと分析いたして

おります。この成果を踏まえ、今後も一人でも多

くの利用者の確保、増加を図っていくために、利

用者区分を正式に撤廃し、利用料金を統一するも

のであります。 

 また、原油価格の急激な高騰の影響を受け、空

瓶、キャップ等の搾汁関係材料費が高騰し、さら

には、電気、ガス等の光熱水費の値上げも予想さ

れており、これらが施設経営を圧迫し、非常に厳

しい状況となっております。 

 このような状況の中、みかめホールディングも

人件費の削減や搾汁作業の効率化による経費節減

を図るなどの経営努力に取り組んでまいりました

が、今後の採算性の確保及び経営の安定を図るた

めに、やむを得ず利用者区分の撤廃とあわせ、搾

汁コーナーの利用料金の増額に踏み切るものであ

ります。 

 新料金については、本施設と同様の業務を行っ

ております西予市明浜ふるさと創生館と同額に設

定し、１瓶当たり２５０円以内とするものであり

ますが、具体的な料金につきましては、指定管理

者と協議して決定をいたしたいと考えておりま
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す。 

 なお、利用料金変更の時期につきましては、こ

としのミカンの収穫期を考慮し、１１月１日から

といたしております。 

 以上、２議案よろしくご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

  （日程７） 

○議長 次に、日程第７、議案第１０９号「辺地

に係る公共的施設総合整備計画の策定について」

を議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 別宮副市長。 

 

○別宮副市長 議案第１０９号「辺地に係る公共

的施設総合整備計画の策定について」提案理由の

ご説明を申し上げます。 

 本案は、辺地に係る公共的施設の総合整備のた

めの財政上の特別措置等に関する法律に基づき、

本市における遊子谷辺地ほか１５辺地に係る総合

整備計画書を策定するものであります。 

 この整備計画の事業は、辺地対策事業債を活用

するもので、平成２０年度から平成２４年度まで

の５カ年の事業計画を新たに策定し、同法第３条

第１項の規定により議決を求めるものでありま

す。よろしくご審議の上、ご決定くださいますよ

うお願いを申し上げます。 

 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

 ここで暫時休憩をいたします。１１時１０分再

開をしたいと思います。（休憩 午前１０時５８

分） 

○議長 再開をいたします。（再開 午前１１時

１０分） 

  （日程８） 

○議長 次に、日程第８、議案第１１０号「平成

２０年度西予市一般会計補正予算（第２号）」に

ついてを議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 三好市長。 

 

○三好市長 議案第１１０号「平成２０年度西予

市一般会計補正予算（第２号）」について提案理

由のご説明を申し上げますとともに、本年度から

の議会への報告が義務づけられました健全化判断

比率について少し触れさせていただきます。 

 平成１９年６月に公布されました地方公共団体

の財政の健全化に関する法律では、自治体財政の

状況を財政が比較的健全な自治体、早期の財政健

全化が必要な自治体、これを早期健全化団体と言

います。財政の再生が必要な自治体、これを財政

再生団体と言いますが、３つの区分をすることに

なり、この区分は実質赤字比率、連結実質赤字比

率、実質公債費比率、将来負担比率の各指標値に

よって決定されます。４つの指標値は、平成１９

年度の決算数値に基づき算定され、監査委員の審

査を受けた上で議会に報告し、平成２０年秋に公

表することになります。そして、平成２０年度の

決算数値に基づく４つの指標数値のいずれか一つ

でも早期健全化基準以上になりますと、早期健全

化団体となり、将来負担比率を除く３つの指標値

のいずれか一つでも財政再生基準以上になると、

財政再生団体となります。早期健全化団体になり

ますと、財政健全化計画を策定し、議会議決を受

けることが義務づけられるとともに、計画策定年

度のみ公認会計士、弁護士等による個別外部審査

が強制適用となります。 

 また、財政健全化計画の実施状況を毎年度議会

に報告し公表するとともに、早期健全化が著しく

困難と認められるときには、総務大臣または知事

から必要な勧告を受けることになります。財政再

生団体になりますと、財政再生計画を策定し、議

会の議決を受けることが義務づけられるととも

に、早期健全化団体と同様に、個別外部審査が強

制適用となります。 

 また、財政運営が財政再生計画に適合しないと

認められる場合等においては、総務大臣から予算

の変更等の勧告を受けることになります。 

 さらに、個々の地方公営企業についても、資金

不足比率を用いて経営が比較的健全な公営企業、

早期経営健全化が必要な公営企業と２つに区分さ

れることになります。公営企業ごとにそれぞれの

資金不足比率が経営健全化基準以上になると、当

該公営企業について、早期健全化団体と同様に経

営健全化計画の策定、個別外部審査等が求められ

ることになります。後ほど平成１９年度健全化判

断比率及び資金不足比率の報告をいたしますが、

西予市においては、いずれも健全な状況でござい

ますが、これから大型事業が控えておりますの
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で、なお一層気を引き締めて健全な財政運営に努

めてまいりたいと思っております。 

 それでは、今回の補正予算でございますが、既

決いただいております歳入歳出予算にそれぞれ１

１億７，１４７万５，０００円を追加し、歳入歳

出予算の総額を２４４億２，２９０万７，０００

円と定めるものでございます。 

 今回の補正につきましては、平成１９年度歳入

歳出決算の確定によります繰越金と原油高騰によ

ります燃料費の見直し、原則どうしても今回計上

しなければならない案件について計上しておりま

す。 

 主な内容でございますが、まず総務費につきま

しては、現在使用しております電算システムの保

守契約が今年度末満了となることから、その見直

しに係る経費、東宇和農協本所の土地建物の購入

に係る経費を計上しております。 

 次に、民生費では、７月１日付で人事異動に伴

う国民健康保険特別会計への繰出金、特別養護老

人ホーム寿楽苑のデイサービス利用者送迎マイク

ロバスの買いかえに係る経費を計上しておりま

す。 

 次に、衛生費では、八幡浜市、大洲市、西予

市、内子町、伊方町の３市２町で運営しておりま

す病院群輪番制運営事業の事務局が、今年度は西

予市になりましたので、各病院への支払いに係る

経費を計上しております。その財源は、各市町か

らの負担を充てております。 

 次に、農林水産業費では、多田地区営農飲雑用

水施設整備事業に伴い必要となります農作物生産

振興対策に係る東宇和農業協同組合への補助金、

明浜はま湯、民宿故郷等の施設修繕に係る経費、

また先日犯人逮捕の報道がされましたが、林道成

谷線、竜王線の横断溝ふた盗難に伴う溝ふた施設

に係る経費を計上しております。 

 次に、土木費では、市道惣川梼原線舗装に係る

経費と平成１９年度からの繰越事業として、宇和

都市計画道路の見直しを実施しているところでご

ざいますが、愛媛県都市計画課と事前の協議によ

り、宇和都市計画区域内の都市計画道路の全面的

な見直しが必要になりましたので、それに係る経

費を計上しております。 

 次に、教育費では、小学校と中学校施設で、平

成１７年度に実施しました耐震化優先度調査の結

果から、優先度のランクの高い建物の耐震診断調

査に係る経費と昭和４８年建設の野村中学屋内運

動場屋根の改修に係る経費を計上しております。 

 また、三瓶南グラウンド整備事業のための用地

等の購入及び造成工事に係る経費を計上しており

ます。 

 次に、諸支出金では、平成１９年度決算が確定

し、余剰金が確定しましたので、地方財政法第７

条第１項の規定により、余剰金の２分の１相当を

財政調整基金に積み立てております。 

 また、庁舎建設事業基金に１億円と一般廃棄物

処理施設等建設基金に２億９，５７０万円を積み

立てておりますが、これは八幡浜・大洲ふるさと

市町村圏基金の返還金を充てております。 

 以上、歳出予算の概要でございましたが、続き

まして、主な収入についてご説明いたします。 

 まず、国庫支出金につきましては、小・中学校

の耐震診断調査に係るものでございます。 

 県支出金につきましては、新ふるさとづくり総

合支援事業補助金や水田農業経営確立対策事業補

助金を計上しております。 

 そのほか、八幡浜・大洲ふるさと市町村圏基金

からの返還金、老人保健特別会計からの前年度繰

越金、病院群輪番制病院運営事業負担金などを計

上しております。 

 市債につきましては、市道惣川梼原線舗装工事

事業や南グラウンド整備事業に伴うものを計上し

ております。 

 また、この上で歳出に不足する財源措置として

財政調整基金１億３，４８４万９，０００円の繰

り入れを行っております。 

 また、例規集データベースシステム導入に係る

債務負担行為の設定でございますが、例規管理は

合併以前、同一業者により行っていること、新シ

ステムを導入することにより事業の効率化と経費

削減が図られること等の理由により、平成２１年

度から新システムを導入、稼働させたいと考えて

おります。今回の債務負担行為は、経費の発生は

平成２１年度からになるものの、本年度から入札

その他の事務が発生することから、準備期間等を

考慮して本補正で設定するものでございます。 

 以上、説明いたしましたが、詳細な点につきま

しては、担当課長から補足説明をさせますので、

よろしくご審議を賜り、ご決定いただきますよう

お願い申し上げます。 
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○議長 河野財政課長。 

 

○河野財政課長 それでは、予算書に沿って補足

説明をさせていただきます。 

 まず、歳出につきまして説明をいたします。 

 １４ページをお開き願います。 

 ９目１１節修繕料１，２１４万４，０００円で

ございますが、これは公共ネットワークのための

光ケーブルの修繕及び共架電柱移転によるつけか

えに係る経費でございます。同じく１３節電算関

係委託料３，８３６万３，０００円でございます

が、現在西予市のネットワーク構成は、職員の机

に設置のパソコンで運用しております基幹系シス

テムとインターネットや外部メール用の情報系シ

ステムを別回線で運用しておりますが、平成２０

年度で基幹系の保守契約が満了となりますので、

それにあわせ基幹系と情報系との統合を行うため

の経費であります。このことによりまして、平成

２１年度以降、６年間で約６，０００万円の経費

の削減を見込んでおります。 

 １６ページをお開き願います。 

 ２０目駅前開発事業費１億７，０００万円でご

ざいますが、これは東宇和農協本所の土地１，７

０９．４３平米と建物２，５５０平米の購入に係

る経費であります。 

 １９ページをお開き願います。 

 ２目１８節機械器具費３６６万５，０００円で

ございますが、これは特別養護老人ホーム寿楽苑

のデイサービス利用者送迎車の買いかえに係る経

費であります。 

 ２２ページをお開き願います。 

 １目１９節病院群輪番制病院運営事業負担金

２，２９４万６，０００円でございますが、これ

はこの事務局が平成２０年度は西予市になったこ

とにより、その支払い事務を西予市が行うことに

なりましたので、その経費を計上しております。

この費用につきましては、八幡浜市、大洲市、西

予市、内子町、伊方町が負担をすることになって

おります。 

 ２４ページをお開き願います。 

 ３目１９節農作物生産振興対策事業費補助金

２，４６６万１，０００円でございますが、これ

は多田地区営農飲雑用水施設整備事業に係る東宇

和農協への補助金であります。 

 同じく４目１５節工事請負費１５９万６，００

０円でございますが、これは大野ケ原育成牧場導

水管改修工事に係る経費であります。 

 同じく５目１５節工事請負費１６０万円でござ

いますが、これは川津南地区導水給水施設新設工

事に係る経費であります。 

 次に、２５ページでございますが、９目農業施

設管理費１，０６９万４，０００円でございます

が、これは主に明浜オートキャンプ場、塩ぶろ、

民宿故郷、野村ほわいとファームの施設修繕に係

る経費であります。 

 同じく３目１５節工事請負費２１７万９，００

０円でございますが、これは林道成谷線、竜王線

の横断溝ぶた盗難による溝ぶた修復に係る経費で

あります。 

 ２６ページをお開き願います。 

 ２目１９節漁場環境保全対策事業費補助金１２

８万円でございますが、これは八幡浜漁協が実施

する下泊湾養殖漁場の環境保全対策事業に対する

補助金であります。事業費の２分の１を補助する

こととなっております。 

 次に、２７ページでございますが、１目１３節

委託料２４１万５，０００円でありますが、宇和

都市計画道路の見直しにつきましては、平成１９

年度からの繰越事業として実施をしているところ

でありますが、当初は宇和町卯之町伝統的建造物

群保存地区だけの見直しを考えておりましたが、

愛媛県都市計画課との事前協議において、愛媛県

都市計画道路見直しガイドラインに沿った宇和都

市計画区域内の道路の全体的見直しが必要となり

ましたので、そのための経費であります。 

 ２８ページをお開き願います。 

 ３目１５節工事請負費１３６万８，０００円で

ございますが、これは公共下水に接続するための

西予市消防署の宅内排水整備工事に係る経費であ

ります。 

 次に、２９ページでございますが、３目小学校

の建設費１，７３３万円でありますが、これは小

学校耐震化調査に係る経費と魚成小学校建設時に

仮撤去しておりました夜間照明の修復に係る経費

であります。 

 同じく３目中学校建設費３，６８２万５，００

０円でございますが、これは宇和中学校と三瓶中

学校の耐震化調査に係る経費１，４４６万円と野

村中学校屋内運動場の屋根の老朽化によるふきか

え工事２，２３６万５，０００円であります。 
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 ３３ページをお開き願います。 

 ２目体育施設費１億５０９万２，０００円でご

ざいますが、これは主に三瓶南グラウンド整備事

業に係る経費であります。 

 ３４ページをお開き願います。 

 １目基金費６億５，５０２万９，０００円でご

ざいますが、これは財政調整基金、庁舎建築事業

基金、一般廃棄物処理施設等建設基金の積み立て

に係る経費であります。財政調整基金につきまし

ては、平成１９年度一般会計剰余金の２分の１相

当額、また庁舎建築事業基金と一般廃棄物処理施

設等建設事業基金は、八幡浜・大洲地区広域市町

村圏組合からの還付金を充てております。 

 次に、歳入でございますが、戻りまして、１０

ページをお開き願います。 

 ４目１節有価証券売払収入３億９，５７０万円

でございますが、これは今言いました八幡浜・大

洲地区広域市町村圏組合からの出資金の８０％が

返還されることとなりましたので、その収入を計

上しております。 

 同じく１目老人保健特別会計繰入金２，６９０

万６，０００円でございますが、これは平成１９

年度の医療給付費精算により老人保健特別会計か

ら繰り入れております。 

 次に、１１ページでございますが、５目３節病

院群輪番制病院運営事業費負担金２，２８８万

４，０００円でございますが、これは八幡浜市、

大洲市、伊方町、内子町からのこの事業に対する

負担金であります。 

 １２ページをお開き願います。 

 市債につきましては、５目１節道路橋梁債１，

６１０万円でございますが、これは高速道路周辺

整備事業に係る合併特例債３５０万円と市道惣川

梼原線舗装事業に係る過疎対策債１，２６０万円

であります。 

 同じく７目５節保健体育債６，０００万円でご

ざいますが、これは三瓶皆江グラウンド整備事業

に係る過疎対策債を計上しております。 

 以上、説明とさせていただきます。 

 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

  （日程９） 

○議長 次に、日程第９、議案第１１１号「平成

２０年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補正

予算（第１号）」から議案第１２０号「平成２０

年度西予市上水道事業会計補正予算（第２号）」

についてまでの１０件を一括議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 森教育長。 

 

○森教育長 議案第１１１号「平成２０年度育英

会奨学資金貸付特別会計補正予算（第１号）」に

ついて提案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の補正は、平成１９年度決算による繰越金

の計上と平成２０年度貸付金の確定及び償還金の

調整によるもので、歳入歳出予算にそれぞれ５７

０万円を追加し、歳入歳出予算の総額を６，３２

９万５，０００円と定めるものであります。 

 歳出では、新規貸付者数の減少により貸付金

１，１２２万円を減額し、予備費に１，６９２万

円を計上いたしました。 

 歳入につきましては、償還金が当初の計上額を

上回ると見込まれますので、３２２万円を増額

し、前年度繰越金を２４８万円増額いたしており

ます。よろしくご審議の上、ご決定くださいます

ようお願い申し上げます。 

 

○議長 炭倉生活福祉部長。 

 

○炭倉生活福祉部長 議案第１１２号「平成２０

年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正

予算（第１号）」について提案理由のご説明を申

し上げます。 

 今回の補正は、平成１９年度決算による繰越金

の確定によるものであります。 

 まず、歳入におきましては、前年度繰越金１万

９，０００円を増額し、歳出につきましては、予

備費１万９，０００円を増額いたしました。これ

によりまして歳入歳出予算の総額は、歳入歳出そ

れぞれ１，３７６万８，０００円となりました。 

 続きまして、議案第１１３号「平成２０年度西

予市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）」

について提案理由のご説明を申し上げます。 

 まず、事務事業勘定予算からご説明いたしま

す。 

 今回の補正は、平成１９年度決算による繰越金

の増額、前年度精算による国庫支出金、諸支出金

の調整及び決定通知による老人保健拠出金、介護

納付金の調整等を行うものであります。 

 歳出では、一般管理費で人件費２６６万３，０
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００円の増額、老人保健拠出金で２９７万１，０

００円増額、介護納付金で７８万５，０００円の

減額、償還金で、過年度療養給付費等交付金２，

５９３万８，０００円を増額いたしました。 

 歳入では、国庫支出金で療養給付費等負担金、

過年度分１，８８１万１，０００円、一般会計繰

入金２６６万３，０００円、財政調整基金繰入金

６３０万２，０００円、前年度繰越金３０１万

１，０００円をそれぞれ増額いたしました。これ

によりまして議決いただいております歳入歳出予

算にそれぞれ３，０７８万７，０００円を増額

し、事業勘定予算歳入歳出予算の総額を５９億

３，５７６万５，０００円と定めるものでありま

す。 

 次に、診療所施設勘定予算についてですが、今

回の補正の主な内容は、前年度確定によります繰

越金の調整とこれに伴う基金積立金、繰出金の調

整及び診療所の修繕、医療用機器のリース料、備

品購入に係る経費等であります。 

 それでは、診療所別にご説明を申し上げます。 

 俵津診療所の歳出では、一般管理費の修繕料を

７８万円増額、医療費の加工用原材料費を２９万

円増額いたしました。 

 歳入では、一般会計繰入金を１０２万５，００

０円増額、前年度繰越金を４万５，０００円増額

し、歳入歳出予算の総額を８，４２４万５，００

０円といたしました。 

 次に、狩江診療所の歳出では、医業費の使用料

及び賃借料を１９万８，０００円増額いたしまし

た。 

 歳入では、一般会計繰入金を１５万１，０００

円増額、前年度繰越金を４万７，０００円増額

し、歳入歳出予算の総額を６，４６５万８，００

０円といたしました。 

 次に、高山診療所の歳入では、一般会計繰入金

を４万３，０００円減額し、前年度繰越金を同額

増額いたしましたので、歳入歳出予算の総額には

変更ありません。 

 次に、田之浜診療所の歳入では、一般会計繰入

金を４万９，０００円減額し、前年度繰越金を同

額増額いたしましたので、歳入歳出予算の総額に

変更はありません。 

 次に、惣川診療所の歳出では、諸支出金の償還

金を４万円増額、予備費を５，０００円減額いた

しました。 

 歳入では、前年度繰越金を３万５，０００円増

額し、歳入歳出予算の総額を９０９万７，０００

円といたしました。 

 次に、土居診療所の歳出では、一般管理費の使

用料及び賃借料を７６万３，０００円増額、医業

費の備品購入費を８７万８，０００円減額いたし

ました。 

 歳入では、他会計繰入金を４８万５，０００円

減額、前年度繰越金を３７万円増額し、歳入歳出

予算の総額を１億２，４６３万１，０００円とい

たしました。 

 次に、杉之瀬出張診療所の歳出では、一般管理

費の繰出金を５万７，０００円減額、医業費の使

用料及び賃借料を１１万５，０００円増額いたし

ました。 

 歳入では、前年度繰越金を５万８，０００円増

額し、歳入歳出予算の総額を１，４６３万９，０

００円といたしました。 

 次に、遊子川出張診療所の歳出では、一般管理

費の繰出金を３９万６，０００円増額いたしまし

た。 

 歳入では、前年度繰越金を同額増額し、歳入歳

出予算の総額を４３９万２，０００円といたしま

した。 

 次に、二及診療所の歳出では、一般管理費の備

品購入費など２８万２，０００円を増額、基金積

立金を３７１万９，０００円増額、予備費を３４

３万９，０００円増額いたしました。 

 歳入では、前年度繰越金を７４４万円増額し、

歳入歳出予算の総額を５，１４２万４，０００円

といたしました。 

 次に、周木診療所の歳出では、一般管理費の修

繕料など１８万８，０００円を増額、基金積立金

を１５０万９，０００円増額、予備費で１３１万

６，０００円増額いたしました。 

 歳入では、前年度繰越金を３０１万３，０００

円増額し、歳入歳出予算の総額を４，９３４万

４，０００円といたしました。 

 次に、議案第１１４号「平成２０年度西予市老

人保健特別会計補正予算（第２号）」について提

案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の補正の主なものは、平成１９年度の老人

医療給付費等実績額確定に伴い生じた追加交付金

及び超過返還金の予算計上を行うもので、それに

伴い一般会計への繰出金を計上するものでありま
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す。 

 まず、歳出につきましては、償還金として、支

払基金償還金を８万７，０００円、適正化推進費

補助金償還金を１７万円増額し、一般会計繰出金

を２，６９０万６，０００円増額いたしました。 

 次に、歳入につきましては、医療費交付金の追

加分として、前年度未交付医療費交付金を４６０

万９，０００円、国庫負担金の追加分として前年

度未交付医療費国庫負担金を２，２５５万４，０

００円増額いたしました。これによりまして歳入

歳出それぞれ２，７１６万３，０００円増額し、

歳入歳出予算の総額は６億１，３８３万２，００

０円となりました。 

 次に、議案第１１５号「平成２０年度西予市高

齢者医療特別会計補正予算（第２号）」について

提案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の補正は、政府・与党合意による後期高齢

者医療制度の見直し決定により、保険料の軽減措

置、納付方法の変更など市町事務が増大したこと

による時間外勤務手当の増額補正で、それにあわ

せて一般会計より繰り入れを行うものでありま

す。 

 歳出につきましては、一般管理費の職員手当の

うち時間外勤務手当を３５万７，０００円増額い

たしました。 

 歳入につきましては、これに伴う一般会計繰入

金を同額計上いたしております。これによりまし

て、歳入歳出それぞれ３５万７，０００円増額

し、歳入歳出予算の総額は６億３，７６３万３，

０００円となりました。 

 次に、議案第１１６号「平成２０年度西予市介

護保険特別会計補正予算（第２号）」について提

案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の補正は、歳入においては繰越金、歳出で

は基金積立金、償還金が主なものであります。 

 それでは、予算の説明を申し上げます。 

 本予算の事業勘定では、歳入歳出それぞれ５，

４３３万円を増額し、歳入歳出予算の総額を４４

億９，４５５万６，０００円といたしました。内

訳といたしまして、歳出では、総務費の介護認定

審査会費で、燃料費高騰に伴う必要経費を５万

５，０００円、基金積立金で、前年度精算による

積立金を３，７２７万８，０００円、諸支出金の

償還金及び還付加算金で、基金積立金と同様に前

年度精算による国庫と支払基金への償還金を１，

６９９万７，０００円増額いたしました。 

 歳入では、支払基金交付金で、前年度給付実績

の精算交付金９９９万７，０００円、繰入金の一

般会計繰入金を５万５，０００円、繰越金を４，

４２７万８，０００円増額いたしました。 

 次に、サービス施設勘定予算についてでありま

すが、明浜特別養護老人ホーム勘定の歳入歳出そ

れぞれ１，９３２万１，０００円を増額し、歳入

歳出予算の総額を３億５，４７３万７，０００円

といたしました。内訳といたしましては、歳出で

は、総務費の施設管理費で、燃料費高騰に伴う必

要経費等を１８６万９，０００円、基金積立金を

１，５００万円、予備費を２４５万２，０００円

増額いたしました。 

 歳入につきましては、サービス費収入の自己負

担金収入を１９万９，０００円、繰越金を１，９

１２万２，０００円増額いたしました。 

 次に、明浜デイサービス勘定では、歳入歳出そ

れぞれ８７７万８，０００円を増額し、歳入歳出

予算の総額を３，５９６万７，０００円といたし

ました。内訳といたしましては、歳出では、総務

費の施設管理費で、燃料費高騰に伴う必要経費を

１１万４，０００円、予備費を８６６万４，００

０円増額いたしました。 

 歳入につきましては、繰越金を８７７万８，０

００円増額いたしました。 

 以上、５議案よろしくご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 

○議長 安藤産業建設部長。 

 

○安藤産業建設部長 議案第１１７号「平成２０

年度西予市農業集落排水事業特別会計補正予算

（第２号）」について提案理由のご説明を申し上

げます。 

 今回の補正の主なものは、前年度繰越金の確定

と宇和町明石地区のさくら団地の農業集落排水加

入金の計上に伴い、一般会計繰入金を減額するも

ので、歳入歳出それぞれ２７６万７，０００円増

額し、歳入歳出の総額を６億９，４０９万８，０

００円と定めるものであります。 

 歳出につきましては、施設管理費で、西予市宇

和町坂戸国道５６号線歩道設置工事に伴う管路移

設工事１９８万３，０００円、管理施設の経年に

よる老朽化対応のための修繕費７８万４，０００
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円を増額いたしております。 

 歳入につきましては、さくら団地の農業集落排

水加入に伴う負担金１，４１１万円の増額とこれ

に伴う一般会計繰入金１，４１１万円の減額、前

年度からの繰越金７８万４，０００円の増額、雑

入で管路移設工事に対する国よりの補償金１９８

万３，０００円の増額であります。 

 続きまして、議案第１１８号「平成２０年度西

予市公共下水道事業特別会計補正予算（第２

号）」について提案理由のご説明を申し上げま

す。 

 今回の補正の主なものは、前年度繰越金の確定

による増額とそれに伴う一般会計繰入金の減額

で、歳出においては、歳入の補正に伴う充当財源

の組み替えを行うものであります。 

 内容につきましては、前年度繰越金を３６９万

３，０００円増額し、それに伴い一般会計繰入金

を５４万２，０００円、分担金及び負担金を３０

０万円、使用料過年度分を１５万１，０００円減

額するものであります。これによります歳入歳出

予算の総額には、変更はございません。 

 以上、２議案よろしくご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 

○議長 九鬼公営企業部長。 

 

○九鬼公営企業部長 議案第１１９号「平成２０

年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算（第２

号）」について提案理由のご説明を申し上げま

す。 

 今回の補正の主なものは、前年度繰越金の調整

と三瓶簡易水道の建設改良に対する一般会計繰入

金の増額を行うものであります。 

 歳入歳出にそれぞれ２，２２１万７，０００円

を追加し、歳入歳出の予算総額を３億８，０９８

万９，０００円と定めるものであります。 

 それでは、事項別明細７ページをお開き願いま

す。 

 まず、歳出の主なものは、第１項総務管理費

で、１１節需用費１１４万６，０００円、２５節

基金への積立金１，２９９万１，０００円。 

 第２項施設整備事業費では、１３節委託料３８

５万円のうちその他委託料は、三瓶南簡易水道で

の新たな水源地試掘調査費２８５万円でありま

す。１５節工事請負費４２０万円、主なものは、

三瓶の蔵貫小学校前水源地のポンプ取りかえ工事

に２７０万円であります。 

 次のページ８ページ、１７節公有財産購入費６

６万円でありますが、これは計画変更によりまし

て減額いたしております。 

 次に、歳入ですが、６ページ、一般会計からの

繰入金５６万９，０００円、前年度繰越金２，１

６４万８，０００円を増額いたしております。 

 次に、議案第１２０号「平成２０年度西予市上

水道事業会計補正予算（第２号）」について提案

理由のご説明を申し上げます。 

 今回の補正は、７月１日付の公営企業部設置に

伴う人件費の増額と国道３７８号線改良工事に伴

います水道管移設工事に係るものであります。 

 １ページをお開き願いたいと思います。 

 まず、収益的収入及び支出の補正についてご説

明をいたします。 

 今回の補正は支出のみとなっており、営業費用

におきまして、給料、職員手当等７４９万５，０

００円の増額をいたしております。これによりま

して収益的支出の総額は６億４，５１４万１，０

００円となっております。 

 なお、この人件費の増額補正に伴いまして、第

５条で議会の議決を経なければ流用することので

きない経費を７４９万５，０００円増額し、１億

１，７６５万６，０００円といたしております。 

 次に、第３条、資本的収入及び支出の補正につ

いてご説明をいたします。 

 今回の補正は、愛媛県の事業であります国道３

７８号線改良工事に伴います三瓶上水道の水道管

移設工事を、当初予算におきましては起債事業と

して計画しておりましたが、企業債を発行せず、

自主財源で対応することといたしたため、収入に

おける企業債５４０万円を減額するものでありま

す。これに伴いまして、第４条の三瓶上水道施設

整備事業の企業債を変更いたしております。 

 また、支出の建設改良費として、設計委託料１

３６万５，０００円を増額いたしておりますが、

これは全額愛媛県からの補償金を受け実施するも

のであります。 

 以上によりまして、資本的収入の総額は５，７

１０万円、支出の総額は３億３，８６０万９，０

００円となりました。 

 なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する

額を補てんする財源を第３条の括弧書きのとおり
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に改めました。 

 以上、２議案よろしくご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

 ここで暫時休憩をいたしたいと思います。再開

を１時１０分から再開したいと思います。よろし

くお願いをいたします。（休憩 午後０時００

分） 

○議長 再開をいたします。（再開 午後１時１

０分） 

  （日程１０） 

○議長 次に、日程第１０、認定第１号「平成１

９年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定につい

て」を議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 角藤会計管理者。 

 

○角藤会計管理者 それでは、平成１９年度西予

市一般会計の決算についてご説明をさせていただ

きますが、何分にも膨大な決算額であり、ページ

数も多数になっておりますので、大まかな説明に

なりますことを、まずお許しいただきたいと思い

ます。 

 お手元に地方自治法に基づきます平成１９年度

決算における主要な施策の成果報告書をお配りさ

せていただいておりますが、主にこれに基づいて

説明をさせていただきます。 

 認定第１号「平成１９年度西予市一般会計歳入

歳出決算の認定について」、まず初めに、その概

要を申し上げます。 

 資料は１ページからになります。 

 平成１９年度は合併から４年目を迎え、西予市

としての第１段階の基礎づくりを終え、さらなる

発展を期する第２段階のまちづくりの始動の年度

でありました。これまでの３年間では、西予市ま

ちづくり計画や西予市総合計画に基づき、新市と

しての基礎をなす市道、林道、港湾、商工観光施

設などの利便性や経済効果を促進するための事業

や公共下水道、農業集落排水事業などの快適な生

活環境を整えるための事業を初め、社会インフラ

全般の整備を急ピッチで進めるとともに、住民一

人一人を尊重し、安全・安心して暮らせる福祉施

策、教育施策などソフトの事業の充実を図り、住

民サービスと福祉の向上に努めてまいりました。 

 一方、国において平成１６年度から１８年度に

かけての３年間で三位一体の改革が進められ、総

額約５兆円もの地方交付税の削減が行われ、地方

財政は厳しい運営を強いられました。本市におい

ても、地方交付税や国、県の負担金、補助金の減

少、さらには、主産業である農林水産業の長期低

迷による市税の伸び悩み等の影響により一般財源

が想定していた以上に縮減して、いまだに経験し

たことのない厳しい財政運営を迫られました。 

 平成１９年度においても、国の取り組みと歩調

を合わせ、地方みずからの努力により、さらなる

地方行財政改革を強力に推進し、地方財政の健全

化を進めていくことが緊急の課題とされ、新たな

地方分権改革への取り組みとして、三位一体の改

革を踏まえ、１つに、国と地方の役割分担の見直

しを進めるとともに、国の関与、国庫補助負担金

の廃止、縮小、２つ目に、地方税について、地方

交付税、国庫補助負担金の見直しとあわせ、税源

移譲を含めた税源配分の一体的見直し、３つ目

に、地方交付税について、不交付団体の増加を目

指し、簡素な新しい基準による算定等の一体的取

り組みが推進され、それにより地方交付税はさら

に削減され、効率的な行財政運営について一層の

改革努力が求められました。 

 そこで、当初予算において一般会計では、対前

年度比約７億１，０００万円の減、一般会計及び

特別会計合計では、対年度比約１億８，０００万

円の増となる緊縮型予算となりましたが、限られ

た財源を必要な事業に重点的、効率的に配分する

ことを基本に、新庁舎建設の推進、ＣＡＴＶ整備

による難視聴対策や情報通信網の格差是正、市民

が安心して暮らせる医療体制の確立、企業誘致の

推進、健全な財政構造への展開の５つのテーマを

掲げ、新たな行政需要に対応しながら積極的にま

ちづくりに取り組みました。 

 そのための具体的手法として、昨年度から導入

が始まった行政評価システムにより、事務事業全

般の徹底した見直しや各種施策の優先順位につい

ての厳しい選択を行い、限られた財源の重点的配

分と経費支出の効率化を進めました。本年度も昨

年度に引き続き、まちづくりにおける重要な課題

で財政的にも大きな影響を及ぼす５６項目につい

て事務事業評価を実施し、平成２０年度予算に反

映させるとともに、今後すべての事務事業評価を

行い、平成２０年度には行政評価に基づく予算編
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成管理に完全に移行するよう作業を進めておりま

す。 

 主要な施策の成果報告につきましては、一昨年

度までは西予市まちづくり計画を基本としており

ましたが、昨年度より西予市総合計画の中の基本

計画によりまとめております。 

 この基本計画は、基本構造に基づき、今後取り

組むべき主要施策を行政の各分野にわたり体系的

に定めたもので、計画期間は基本構想と同じく１

０年間とし、急速に変化する社会経済情勢に的確

かつ柔軟に対応できるよう必要に応じて見直しを

図ることとしております。 

 本報告書の作成に当たっては、昨年同様行政評

価システムが完全に構築できていない状況でござ

いますが、同システムと連動させ、総合計画に示

す施策基本事業ごとにその主なものを抜粋して取

りまとめております。 

 それでは、平成１９年度一般会計の決算状況と

あわせて普通会計における財政指標等の状況につ

いても説明し、主要な施策の成果につきまして

は、その総括と主要な施策単位ごとに概略を報告

いたします。 

 まず、一般会計の決算規模と決算収支につきま

してご説明をいたします。 

 資料は２１ページになります。 

 平成１９年度の一般会計の決算規模は、歳入決

算額２４６億１，３６２万２，０００円、歳出決

算額２３９億８，４２１万２，０００円、歳入歳

出差し引き額は６億２，９４１万円となり、繰越

財源１億１，０７５万４，０００円を除くと実質

収支は５億１，８６５万６，０００円となりま

す。前年度の決算規模と比較すると、歳入で５億

６，７７０万円の減、歳出では５億７８３万３，

０００円の減となっており、平成１６年度以降減

額が続いております。 

 次に、歳入決算の概要について説明いたしま

す。 

 平成１９年度の決算額は２４６億１，３６２万

２，０００円で、前年度の２５１億８，１３２万

２，０００円と比較し、５億６，７７０万円の減

となり、４年連続の減額となっております。その

主な要因は、国の三位一体改革などに伴う投資的

事業の減少による国県支出金、地方債などの収入

減によるものでございます。 

 また、市税は景気の低迷により、横ばい状況が

続く中で、税源移譲による市民税の増により、前

年度と比較し３億５，３９２万１，０００円の増

の３２億５，８８５万６，０００円となる一方

で、地方譲与税は２億９，６３２万５，０００円

の減額となりました。収入のほとんどを地方交付

税や地方債に依存しており、今後も国の歳出歳入

一体改革や国、地方が一体となって取り組む経費

削減、財政の健全化施策により大きな影響を受け

ることが想定され、また合併による財政的支援措

置が今後も減少することも考慮すると、予算規模

は縮小せざるを得ない状況にあります。 

 次に、自主財源と依存財源について説明いたし

ます。 

 資料は２３ページになります。 

 自主財源は、５８億２，１８７万５，０００円

と歳入全体の２３．７％で、うち市税は約３２億

６，０００万円で１３．２％しかなく、依存財源

が１８７億９，１７４万７，０００円で７６．

３％を占めております。 

 次に、地方交付税の状況について説明いたしま

す。 

 普通交付税につきましては、全国総額ベースで

４．４％の減、全国市町村平均で４．２％の減、

愛媛県内市町平均で２．２％の減という状況の

中、西予市おきましては、基準財政需要額が新型

交付税の影響で６，７９５万９，０００円の減と

なったものの、頑張る地方応援プログラムに係る

増額が約２億８，２８６万３，０００円、合併特

例分加算額約１億１，７６３万円などにより交付

額は１０２億７，３０１万１，０００円で、前年

度と比較し１億３８１万４，０００円の増額とな

りました。 

 特別交付税につきましては、全国総額ベースで

４．４％の減、全国市町村平均で４％の減、合併

関係市町村や災害復旧費関連などで集中的に配分

となったため、県内市町平均で７．２％の減とな

りましたが、西予市におきましては、合併特例分

加算額の減額等もあったものの、昨年度に比べ

８，８９９万６，０００円の減額にとどまり、１

０億６，２１０万２，０００円を確保することが

できました。 

 また、臨時財政対策債は７億１，３６０万円

で、前年度と比較し７，３００万円の減となり、

これを含めた交付税総額は、昨年度と比べ５，８

１８万２，０００円減となりました。今後も国の
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歳出歳入一体改革により交付税改革はさらに進め

られ、交付額の削減が予想されることと合併によ

る算定がえが約１８億円あり、この額が合併の１

１年後から５年間で段階的に減額になることなど

により極めて厳しい状況が続くことが懸念されま

す。 

 次に、財政力指数の状況について説明いたしま

す。 

 資料は２４ページになります。 

 平成１９年度財政力指数は０．２８３で、昨年

度より０．００１ポイント上昇しております。こ

の指標は、交付税算定における各年度の基準財政

収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去

３年間の平均数値でございます。この数値が１に

近く、また１を超えるほど財政に余力があり、財

政力があるとされております。将来的に指数が上

昇することが予想されるのは、財政力が強くなる

のではなく、分子となる基準財政収入額が余り変

化しないものの、人口の減少などで基準財政需要

額全体が縮減傾向にあるため、結果として分母が

小さくなり、指数が大きくなるということによる

ものであります。 

 次に、市債の状況について説明をいたします。 

 資料は２５ページになります。 

 市債の発行におきましては、不足財源の補てん

として、健全財政を維持できる範囲で財政上有利

な起債を必要最小限借り入れすることといたして

おりますが、平成１９年度の決算額は３２億１，

１４０万円で、普通建設事業の削減等により前年

度の決算額３３億９，７２０万円と比較し１億

８，５８０万円の減となり、地方債残高は３３４

億８，９０４万４，０００円となり、昨年度より

１億５，９０９万円の減少となりました。 

 次に、公債費比率と実質公債費比率の状況につ

いて説明をいたします。 

 資料は２６ページでございます。 

 平成１９年度の公債費比率は１２．３％、実質

公債費比率は１４．０％となっております。今後

合併前後の大型事業に対する償還が本格化するこ

とに加え、新庁舎建設事業、ＣＡＴＶ整備事業な

どの大型建設事業の実施により、この比率は高水

準で推移することが懸念されます。 

 また、実質公債費比率におきましては、特別会

計を含む公営企業会計への公債費に対する繰出金

や一部事務組合の公債費に対する負担金等も算入

されるため、全会計の建設事業の見直し、削減に

よる市債の慎重な発行や適切な管理により比率の

上昇を抑制し、計画的かつ節度ある財政運営が重

要でございます。 

 次に、歳出決算の概要について説明をいたしま

す。 

 資料は２７ページになります。 

 平成１９年度の決算額は２３９億８，４２１万

２，０００円で、前年度の２４４億９，２０４万

５，０００円と比較して５億７８３万３，０００

円の減となっております。その主な要因として

は、職員採用の抑制、議会議員報酬、特別職給与

の一部カット、一般職員の管理職手当などの一部

カット、早期退職者制度導入による人件費の削

減、行政評価システムを導入しての事務事業見直

しによる経常経費の削減、投資的経費について

は、道路建設事業、小学校建設事業、中心市街地

活性化事業などの普通建設事業の見直し、削減及

び事業の終了、災害復旧事業の減少等によるもの

でございます。 

 性質別決算額では、人件費が４７億９，０１７

万円、普通建設事業費が４６億４，９０４万７，

０００円、公債費が３９億３，５２３万６，００

０円、物件費が３２億３，３８９万８，０００円

で、これらの合計額が歳出の約７割を占めており

ます。人件費、扶助費、公債費を合わせた義務的

経費の合計は、１０８億５，１１６万２，０００

円となっております。そのほか災害復旧費が、公

共土木施設災害及び農林水産施設災害の減により

昨年度に比べ１億９，３７８万３，０００円の

減、投資及び出資金が、上水道事業会計への出資

金の減などにより８，２５７万５，０００円の減

となっております。 

 一方、積立金は、庁舎建設事業基金、一般廃棄

物処理施設等の建設基金の積み立てにより２億

８，８１２万円の増となっております。 

 目的別に見ると、民生費が６０億５，８６９万

８，０００円、公債費が３９億３，４９３万６，

０００円、農林水産業費が３１億９，１３４万

７，０００円、教育費が２３億３，９０４万３，

０００円で、これらの合計が歳出の６割を占めて

おります。総務費につきましては、庁舎建設事業

基金への積み立てなどにより、前年比５億６，２

６１万８，０００円の増となっております。一

方、商工費につきましては、中心市街地活性化整
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備事業の終了により３億１，５８５万２，０００

円の減となっております。 

 次に、主要な施策の成果について、その総括と

主要な施策単位ごとに概略を報告いたします。 

 資料は２ページからになります。 

 国の三位一体の改革による地方交付税や国庫補

助金負担金の削減、景気低迷による市税の横ばい

状況などにより、歳入による一般財源は厳しく抑

制される一方、新市建設計画や総合計画に伴う普

通建設事業や新たな行政需要への対応、急激な少

子・高齢化に伴う扶助費や合併特例債の償還に伴

う公債費などの義務的経費の増収、特別会計、公

営企業会計における繰出金の増大などにより財源

が不足し、新たな市債の発行や財政調整基金など

の取り崩しで賄うといった赤字基調が続き、財政

状況は年々厳しさを増しております。このような

状況の中、行政評価システムを導入して、人件

費、経常経費の削減や各種団体への補助金、負担

金の見直し、普通建設事業の削減など事務事業全

般にわたり徹底した歳出見直し、各種施策の優先

順位についての厳しい選択と必要事業への重点

的、効率的な配分を行い、西予市総合計画に基づ

いた各種施策、事業を積極的に推進し、予定どお

りの成果を上げることができました。特に庁舎建

設事業におきましては、市民の利便性や行政事務

への効率化、地域社会への影響、財政上の課題な

どについて総合的に検討を行う庁舎建設調査研究

及び基本設計業務を委託し、新庁舎建設に向けて

具体的な取り組みが始まりました。 

 また、２０１１年７月で終了するアナログ放送

からデジタル化への対応及び通信格差の解消を図

るためＣＡＴＶ整備の事業においても、推進のた

めの説明会の開催や詳細設計を委託し、事業推進

を図りました。 

 企業誘致の推進におきましては、農林水産加工

品開発事業、ブランド産品販路開拓支援事業、地

域内発型産業創出事業を設け、新たな産業創出や

企業支援を図り、地域活性化に努めました。 

 教育施設の整備では、三瓶中学校屋内運動場改

修及び庭球場移転整備により安全で豊かな教育環

境づくりに努めました。 

 さらに、超高齢化社会への対応として、施設福

祉の充実を図るため、宇和町社会福祉施設協会が

三瓶町に建設した特別養護老人ホーム整備に対す

る補助を行いました。 

 今後も国の歳出歳入一体改革の影響やさらなる

社会保障費、公債費、繰出金などの増加が想定さ

れ、財政状況が厳しくなることが予想されます

が、限られた財源を有効に活用するため、行財政

改革に積極的に取り組み、健全財政に努め、合併

に伴う財政的支援措置がなくなるまでに継続可能

な財政基盤を確立することが急務となっておりま

す。そのためには、行政改革大綱、集中改革プラ

ンの完全実施と行政評価システムの厳格な運用に

より、無駄の排除を徹底し、行財政のスリム化と

効率化を図ることが必要不可欠であると考えてお

ります。 

 なお、主要な基本施策の成果の概要につきまし

ては、１２ページから１７ページに記載しており

ますので、お目通しいただきたいと思います。 

 以上、主要な部分のみをご説明を申し上げまし

たが、詳細につきましては、各常任委員会におき

まして、施策の成果報告に基づき各担当部課長が

説明をいたしますので、よろしくご審議の上、ご

認定いただきますようお願い申し上げます。 

 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

  （日程１１） 

○議長 次に、日程第１１、認定第２号「平成１

９年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の認定

について」から認定第１４号「平成１９年度西予

市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定につ

いて」までの１３件を一括議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 角藤会計管理者。 

 

○角藤会計管理者 それでは、平成１９年度西予

市特別会計の決算についてご説明をいたします。 

 公営企業を除く特別会計全体の歳入決算額は２

０７億２，９９７万８，０００円、歳出決算額が

２０５億２，９７３万７，０００円、歳入歳出差

し引き額は２億２４万１，０００円となり、繰り

越しすべき財源６，１３７万７，０００円を差し

引いた実質収支は１億３，８８６万４，０００円

の黒字決算となっております。 

 それでは、会計別にご説明をさせていただきま

す。 

 まず、認定第２「平成１９年度西予市授産場特

別会計歳入歳出決算の認定について」ご説明しま

す。 
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 資料は２２８ページからになります。 

 授産場特別会計は、歳入歳出総額ともに２，１

４８万５，０００円でありまして、形式収支、実

質収支はともに０円でございます。 

 なお、手袋加工賃などの事業収入につきまして

は、昨年度より５６万２，０００円増の４５３万

９，０００円となりました。 

 次に、認定第３号「平成１９年度西予市住宅新

築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて」ご説明をいたします。 

 資料は２３２ページからになります。 

 住宅新築資金等貸付事業特別会計は、歳入総額

が１，６２４万８，０００円、歳出総額は１，６

２２万８，０００円でありまして、形式収支は２

万円の黒字となり、実質収支においても同額を計

上いたしております。 

 次に、認定第４号「平成１９年度西予市育英会

奨学資金貸付特別会計歳入歳出決算の認定につい

て」説明をいたします。 

 資料は２３４ページからになります。 

 育英会奨学資金貸付特別会計は、歳入総額が

６，２６８万円、歳出総額は５，３１９万９，０

００円となりました。形式収支は９４８万１，０

００円の黒字となり、実質収支においても同額を

計上いたしております。 

 なお、１９年度貸付者は、継続９９名、新規３

６名の合計１３５名で、貸付総額は５，２９８万

円、償還者は３５７名で、償還総額は５，６５０

万２，０００円でございます。 

 続きまして、認定第５号「平成１９年度西予市

国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定につい

て」ご説明をいたします。 

 資料は２３６ページからになります。 

 まず、国民健康保険特別会計事業勘定は、歳入

総額が５９億９，４５９万４，０００円、歳出総

額は５９億９，１５８万２，０００円となりまし

た。形式収支、実質収支はともに３０１万２，０

００円の黒字となっておりますが、歳入総額から

前年度繰越金、財政調整基金繰入金を除きますと

１億９，３１０万２，０００円の赤字となってお

ります。今後も健全な財政運営のため、保険税収

入の確保対策や西予市健康づくり計画２０１４の

実践により、医療費の適正化に努めていきたいと

思います。 

 次に、診療所勘定について、診療所ごとにご説

明をさせていただきます。 

 資料は２４１ページからになります。 

 俵津診療所勘定では、歳入総額が８，１１５万

円、歳出総額が８，１１０万３，０００円となり

まして、形式収支、実質収支ともに４万７，００

０円を計上いたしております。 

 狩江診療所勘定では、歳入総額が６，６３７万

７，０００円、歳出総額が６，６３２万８，００

０円となりまして、形式収支、実質収支ともに４

万９，０００円を計上いたしました。 

 高山診療所施設勘定では、歳入総額が７，５２

０万３，０００円、歳出総額が７，５１５万８，

０００円となりまして、形式収支、実質収支とも

に４万５，０００円を計上いたしております。 

 田之浜診療所勘定では、歳入総額が１，９４３

万５，０００円、歳出総額が１，９３８万５，０

００円となりまして、形式収支、実質収支ともに

５万円を計上いたしております。 

 坂石診療所勘定では、歳入歳出ともに２７３万

８，０００円で、形式収支、実質収支は０円であ

ります。 

 惣川診療所施設勘定では、歳入総額が９３８万

１，０００円、歳出総額が９３４万５，０００円

となり、形式収支、実質収支とも３万６，０００

円を計上いたしております。 

 土居診療所施設勘定では、歳入総額が１億３，

２９９万５，０００円、歳出総額が１億３，２６

２万５，０００円となり、形式収支、実質収支と

も３７万円を計上いたしております。 

 杉之瀬診療所施設勘定では、歳入総額が１，１

７３万８，０００円、歳出総額が１，１６８万

１，０００円となり、形式収支、実質収支ともに

５万７，０００円を計上いたしております。 

 遊子川診療所施設勘定では、歳入総額が４９０

万１，０００円、歳出総額が４５０万６，０００

円となりまして、形式収支、実質収支とも３９万

５，０００円を計上いたしております。 

 二及診療所施設勘定では、歳入総額が５，１８

３万３，０００円、歳出総額が４，４３９万１，

０００円となりまして、形式収支、実質収支とも

７４４万２，０００円を計上いたしております。 

 周木診療所施設勘定では、歳入総額が４，７２

０万２，０００円、歳出総額が４，４１８万８，

０００円となりまして、形式収支、実質収支とも

に３０１万４，０００円を計上いたしておりま
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す。この１１診療所を合計いたしますと、収入総

額が５億２９５万３，０００円、歳出総額が４億

９，１４４万８，０００円となりまして、形式収

支、実質収支はともに１，１５０万５，０００円

の黒字となっておりますが、歳入総額から一般会

計繰入金、前年度繰越金を除きますと７，９２２

万９，０００円の赤字となっております。今後赤

字経営からの脱却を図るため、医師の兼任管理体

制の見直しや医薬材料等の一括購入により経費削

減に努め、地域にはなくてはならない診療所づく

りに努めたいと思います。 

 次に、認定第６号「平成１９年度西予市老人保

健特別会計歳入歳出決算の認定について」ご説明

いたします。 

 資料は２５５ページからになります。 

 歳入総額は６５億５，８５８万９，０００円で

ございます。 

 歳入の主な内容といたしましては、平成１４年

度老人保健法改正に伴い、医療費に対する公費の

負担割合が段階的に引き上げられているため、前

年度と比べ支払基金交付金が１億７，００５万

７，０００円減の３３億６７２万３，０００円と

なったものの、公費である国庫支出金が１億１，

５４５万９，０００円増の２１億７３７万円、県

支出金が１，７７９万円増の５億１，９５３万

４，０００円、市の負担分である繰入金が２，２

８３万５，０００円増の６億７９３万３，０００

円となりました。それ以外に繰越金が２１万２，

０００円、第三者納付金などのその他の収入が

１，６８１万７，０００円でございます。 

 次に、歳出につきましては、総額で６５億５，

８５８万７，０００円となりました。 

 歳出の主な内容といたしましては、医療諸費が

総額で６４億４，３８７万５，０００円となり、

歳出全体の９８．３％を占め、歳出のほとんどを

医療費に充当するものとなっております。それ以

外に総務費が６，３９０万８，０００円、繰出金

が４，１１５万４，０００円、その他支払基金へ

の償還金が９６５万円でございます。形式収支は

２，０００円の黒字となり、実質収支におきまし

ても同額を計上いたしております。 

 次に、認定第７号「平成１９年度西予市介護保

険特別会計歳入歳出決算の認定について」ご説明

いたします。 

 資料は２５９ページからになります。 

 まず、介護保険特別会計事業勘定は、歳入総額

が４２億７，７７３万４，０００円、歳出総額は

４２億３，３４５万７，０００円となり、形式収

支は４，４２７万７，０００円の黒字となりまし

た。実質収支においても同額を計上いたしており

ます。今後も介護サービス事業所の指導や地域支

援事業の充実に努め、保険給付の適正化や介護予

防を推進し、保健医療の向上及び福祉の増進を図

っていきたいと思います。 

 次に、サービス施設勘定について事業所ごとに

ご説明をいたします。 

 明浜特別養護老人ホーム勘定は、歳入総額が３

億４，４２９万３，０００円、歳出総額が３億

２，５１６万９，０００円となりまして、形式収

支は１，９１２万４，０００円を計上いたしてお

ります。 

 明浜居宅介護支援勘定は、歳入歳出ともに１，

１６１万５，０００円となりまして、形式収支は

０円でございます。 

 明浜デイサービス勘定は、歳入総額が３，２８

３万６，０００円、歳出総額が２，４０５万７，

０００円となりまして、形式収支は８７７万９，

０００円を計上いたしております。 

 城川居宅介護支援勘定は、歳入歳出総額ともに

２，０８８万４，０００円となりまして、形式収

支は０円でございます。 

 この４つの直営介護サービス事業所のうち、明

浜特別養護老人ホーム、明浜デイサービスは黒字

経営となっておりまして、今後も利用者が安心し

て介護サービスの提供が受けられるよう、職員研

修や施設設備の充実に努めたいと思います。 

 一方、明浜・城川居宅介護支援事業の２事業所

は、歳入不足のため、両施設で１，３１７万円を

一般会計から繰り入れしておりますが、これは主

に人件費に係るもので、サービス収入の不足を補

てんするものでございます。この２事業所につき

ましては、介護サービスを受ける上で必要不可欠

の事業のため、民間事業者の参入が消極的であっ

た両施設は、市直営で実施してまいりました。 

 しかし、近年の介護保険制度改革に伴い、民間

の居宅介護支援事業所の統合などにより、明浜に

つきましては、民間事業所の参入が可能となった

ことから、１９年度末をもって廃止いたしまし

た。 

 また、城川におきましても、２１年度からの民
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間事業所の参入に向け協議中でございます。 

 次に、認定第８号「平成１９年度西予市港湾整

備事業特別会計歳入歳出決算の認定について」ご

説明をいたします。 

 資料は２７４ページからになります。 

 港湾整備事業特別会計は、昭和６３年３月に三

瓶港港湾整備事業債として１，５００万円を借り

入れた元利償還金に係るものでありまして、歳入

歳出総額はともに１３２万円でございます。 

 なお、この償還金は平成２０年３月をもって終

了したことから、特別会計も１９年度をもって廃

止となりました。 

 次に、認定第９号「平成１９年度西予市簡易水

道事業特別会計歳入歳出決算の認定について」ご

説明いたします。 

 資料は２７８ページからになります。 

 西予市簡易水道事業特別会計は、歳入総額が５

億９，８７３万７，０００円で、主な収入といた

しましては、水道料金収入が１億２，０６９万

８，０００円、分担金及び負担金１，２３７万

２，０００円、県補助金が６０５万８，０００

円、繰入金が１億３９７万２，０００円、諸収入

のうち営農飲雑用水事業受託収入が２億５，１６

５万６，０００円、市債６，５９０万円などでご

ざいます。 

 歳出総額は５億７，１４２万４，０００円で、

主な支出といたしましては、中山間事業負担金が

５，０１８万２，０００円、施設整備に係る工事

請負費が２億９，６１６万７，０００円などであ

りまして、多田地区営農飲雑用水事業、野村の中

筋簡易水道施設整備費、城川の田穂簡易水道の地

域環境整備事業などでございます。このほかの支

出につきましては、主に経常経費でございます。

形式収支は２，７３１万３，０００円の黒字とな

り、実質収支におきましても同額を計上いたして

おります。 

 次に、認定第１０号「平成１９年度西予市農業

集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て」ご説明いたします。 

 資料は２８３ページからになります。 

 農業集落排水事業特別会計における歳入総額は

１２億１，６６８万３，０００円、歳出総額は１

２億１７８万６，０００円でございまして、形式

収支は１，４８９万７，０００円の黒字となり、

実質収支におきましては１，０５５万７，０００

円を計上いたしております。 

 本事業につきましては、現在市内８地域で全面

供用を開始しており、総排水区域面積３９３ヘク

タール、総排水人口５，３０３人、年間総処理水

５５万７，４９９立方メートルの規模で汚水処理

を行っております。 

 １９年度の施工の内容といたしましては、多田

地区の管路延長１万２，３７４．７メートルと終

末処理施設建築、明間地区におきましては、管路

５，８３８．５メートルの工事を実施いたしてお

ります。今後の予定といたしましては、平成２１

年度に多田処理区、平成２２年度には明間処理区

において全面供用開始を目標に施設整備を進めて

おります。 

 最後になりますが、認定第１１号「平成１９年

度西予市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の

認定について」ご説明いたします。 

 資料は２９３ページからになります。 

 公共下水道事業特別会計は、歳入総額１０億

６，９３２万７，０００円、歳出総額は１０億７

４９万６，０００円でございます。形式収支は

６，１８３万１，０００円の黒字となり、実質収

支におきましても４７９万４，０００円の黒字を

計上いたしております。 

 事業内容につきましては、宇和処理区、野村処

理区ともに供用を開始しておりまして、順次拡張

区域の整備を鋭意進めているところでございま

す。 

 以上、平成１９年度西予市各特別会計歳入歳出

決算につきまして大まかな説明になりましたが、

詳細につきましては、各常任委員会におきまして

各担当部課長が説明を行いますので、よろしくご

審議をいただき、ご認定いただきますようお願い

申し上げます。 

 

○議長 九鬼公営企業部長。 

 

○九鬼公営企業部長 続きまして、認定第１２号

「平成１９年度西予市上水道事業会計決算の認定

について」提案理由のご説明を申し上げます。 

 資料は公営企業会計決算書があろうかと思いま

す。１８ページをお開きいただきたいと思いま

す。 

 まず、平成１９年度の西予市上水道事業の連結

決算における概要を報告いたします。 
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 少子・高齢化に伴う人口の自然減少により、給

水収益は年々減少する傾向にありますが、当年度

は明浜上水道におきまして、１８年度に毎月検針

を隔月検針に変更したことに伴い、今年度は通常

の１２カ月の調定となったため、給水収益は微増

をいたしました。 

 また、前年度決算の費用増加要因でありました

落雷による電気系統機器の修繕等の突発的な費用

を抑制することができたため、前年度と比較して

増益となりました。 

 次に、イの業務量でありますが、給水人口は前

年度から３５９人減の３万７３７人、有収水量は

前年度比０．２％減の３４７万５，０００立米と

なりました。 

 次に、収益的収入及び支出の決算額についてご

説明をいたします。 

 ４ページをお開きください。 

 収入の水道事業収益は６億３，６４４万６，０

５１円、一方支出の水道事業費用は５億４，８２

４万４，７３９円となり、前年度と比較しまして

収益は０．４％の増、費用は４．７％の減となっ

ております。なお、これらは消費税込みの金額で

あります。 

 ８ページをお開きください。 

 これらを８ページの損益計算書で見ますと、１

の営業収益は５億９，５２０万９，８６１円、こ

のうち給水収益は前年度比０．２％増の５億８，

４３２万６，３３３円となっております。 

 それに対します２の営業費用は４億５，４７９

万４３８円であり、前年度比５％の減になりまし

た。 

 支出の主な内容として、人件費、材料費、修繕

費、動力費等があり、またこのうち６，５４８万

４，９２０円を南予水道企業団への受水費として

支出しております。これにより差し引き営業利益

は１億４，０４１万４２３円となりました。 

 次に、３の営業外収益は、水道加入金など１，

２２１万１９８円、うち１２３万５，００６円が

一般会計からの補助金であります。 

 また、４の営業外費用７，７７４万７，５８６

円は、企業債の支払い利息として支出しておりま

す。 

 以上によりまして、経常利益は前年度比６９．

１％増の７，４８８万２，０３５円、当年度純利

益は前年度比７６．１％増の７，４２７万７，８

２５円となり、当年度末の未処分利益剰余金が３

億９，９６６万９，８１５円となりました。 

 なお、積立金と合わせました利益剰余金の合計

は７億８，８７８万２，２２０円であります。 

 次に、資本的収入及び支出についてご説明をい

たします。 

 ６ページをお開きください。 

 資本的収入につきましては、税込み収入総額３

億４，８８８万８，５４１円となっております。 

 その主なものは、企業債２億７，７３０万円、

一般会計繰入金３，３９７万４，９８９円、一般

会計出資金２，０８０万円であります。 

 次に、資本的支出につきましては、税込み支出

総額６億１，１２０万２，１１５円で、建設改良

費として３億５７１万３，５０４円を支出してお

ります。 

 この建設改良の主なものは、宇和上水道第４次

拡張事業に伴う送配水管布設工事、中央監視施設

及び明石配水池整備事業であります。 

 また、企業債償還元金として３億５４８万６，

８１１円を支出しております。 

 資本的収入が資本的支出に不足する額２億６，

２３１万３，５７４円は、過年度及び当年度の損

益勘定留保資金、建設改良積立金、減債積立金等

により補てんをいたしました。 

 なお、３７ページからは各上水道事業ごとの決

算資料を掲載しておりますので、ご参照を願いま

す。 

 それからまた、上水道事業におきましては、水

道料金等の平準化が喫緊の課題でありまして、暮

らしに欠くことのできない大切な水を安定的に供

給できる事業経営の統合に向け、今後サービスの

向上と企業としての健全経営に努めてまいりたい

と考えております。 

 続きまして、認定第１３号「平成１９年度西予

市病院事業会計決算の認定について」、同じく公

営企業会計決算書の８２ページをお願いいたしま

す。 

 この表は、宇和病院と野村病院の決算について

合算した報告書で、消費税を含む額であります。 

 まず、１の収益的収入及び支出についてご説明

いたします。 

 病院事業収益の決算額は２６億３，２４７万１

８８円となり、前年度と比較して１１．８％減収

となりました。 



－28－ 

 病院事業費用の決算額は２７億７，９０４万

２，９６９円となり、その主なものは、人件費、

材料費、経費などの医業費用であります。あらゆ

る面で抑制に努めてまいりましたが、結果的に前

年度対比９％の減額にとどまっております。 

 次に、２の資本的収入及び支出についてご説明

いたします。 

 資本的収入の決算額は２，９６３万１，０００

円でありまして、建設改良に伴う一般会計出資金

であります。 

 資本的支出の決算額は２億２，３４７万１，４

８４円となっており、第１項の建設改良費におき

まして、老朽化した医療機器の更新や電子化の推

進に努めてまいりました。 

 また、第２項は企業債償還金であります。 

 これらによりまして、資本的収入額が資本的支

出額に不足いたします１億９，３８４万４８４円

につきましては、過年度分損益勘定留保資金で補

てんをいたしました。 

 それでは、両病院ごとの決算額につきまして、

８８ページの損益計算書でご説明をいたします。 

 ８８ページをお開き願いたいと思います。 

 まず、宇和病院でありますが、１の医業収益は

１２億２，１７１万３３９円、それに対します２

の医業費用は１３億１，７１５万７，３１３円と

なり、差し引き営業損失が９，５４４万６，９７

４円となりました。 

 また、医業外でありますが、３の収益は預金利

息や一般会計からの負担金でありますが、２，３

０１万１，４３４円、４の費用は、企業償還金や

消費税などで２，７２６万１，４９５円となり、

経常損失が９，９６９万７，０３５円でありまし

た。 

 以上によりまして、宇和病院は本年度純損失、

赤字が１億５１１万２，９３９円となり、前年度

までの繰越利益剰余金を差し引いた当年度末の未

処理になります欠損金を４，２１５万７，７１８

円計上することとなりました。 

 次に、野村病院ですが、１の医業収益は１３億

２，７３６万７，９０４円、それに対します２の

医業費用は１３億２，８００万１，８２２円とな

り、差し引き営業損失は６３万９１８円となりま

した。 

 医業外でありますが、３の収益は預金利息や一

般会計からの負担金で５，６１９万７，９００

円、４の費用は企業債償還金や消費税などで８，

４４５万３，７８５円となり、経常損失が２，８

８８万９，８０３円となりました。 

 以上により、野村病院の純損失、本年度赤字が

４，６９１万５，３８５円となり、前年度までの

繰越利益剰余金から差し引いた当年度末の未処理

利益剰余金は８，１０６万５，５５６円となりま

した。これらの事業概要は、９４ページから宇和

病院、１０６ページから野村病院について掲載し

ておりますので、それぞれご参照を願いたいと思

います。 

 なお、その主なものにつきましては、宇和病院

においては、特に泌尿器科を初め２名の医師が前

年度に対しまして減となりました。野村病院にお

きましても、内科医１名と愛大から週２回の応援

を受けておりました婦人科医者が減となり、入

院・外来ともに減少をしました。 

 そのほか、国の社会保障費抑制政策による診療

報酬の見直し等により、高齢者医療や救急医療な

ど過疎地での不採算部門が多く、厳しい経営環境

が続いております。このような中で両病院とも西

予市の中核病院として、医師の懸命な努力により

２次救急の継続など地域医療のために最善を尽く

しておりますが、自治体病院の経営は極めて厳し

い環境であります。 

 なお、昨年１２月には総務省から公立病院改革

ガイドラインが公表され、経営効率化、再編ネッ

トワーク化、経営形態の見直し、この３つの視点

に立った公立病院改革プランを本年度中に策定す

ることが求められております。本市におきまして

も、昨年医療問題等検討委員会から地域医療のあ

り方について答申を受けており、早急に病院経営

の健全化を図るべく改革プランの策定を行い、市

民の皆様に安心していただける医療体制の確立に

努めてまいりたいというふうに考えております。 

 続きまして、認定第１４号「平成１９年度西予

市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定につ

いて」ですが、同じく公営企業会計決算、１１７

ページからであります。 

 １２０ページをお開きください。 

 まず、１の収益的収入及び支出についてご説明

をいたします。 

 施設事業の収益の決算額は３億９，００５万

９，９６９円となり、前年度と比較して１．４％

の減収となりました。 
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 施設事業費用の決算額は３億９，４２５万１，

７６４円となり、その主なものは、人件費、材料

費などで、経費節減に努めましたけれども、前年

度と比較して３％の減にとどまりました。 

 次に、２の資本的収支でありますが、資本的収

入はございません。 

 資本的支出につきましては、備品購入及び企業

債償還金により決算額は３，１５８万８４３円と

なりました。 

 資本的収入に対する資本的支出の不足額につき

ましては、過年度分の損益勘定留保資金で補てん

をいたしました。 

 それでは、１２２ページの損益計算書でご説明

をいたします。 

 １の施設運営事業収益が３億８，９２３万５，

４７９円、それに対します２の施設運営事業費用

は３億７，１３３万５，７１７円となり、差し引

き営業利益は１，７８９万９，７６２円でありま

した。 

 また、施設運営事業外でありますが、３の収益

は預金利息などで５１万１，８２８円で、４の費

用は企業債の償還金及び消費税などで２，２７０

万１３５円、６の特別損失として、過年度におき

ましての借受消費税の支払いについて計上漏れが

ありまして、本年度決算において損益修正損とし

て８１３万３，２８７円を計上いたしました。 

 以上によりまして、１９年度純損失、赤字が

１，２４２万１，８３２円となり、前年度までの

繰越欠損金と合わせまして当年度末未処理欠損金

を２，１０６万９６７円計上することとなりまし

た。これに伴います事業の概要につきましては、

１２８ページから詳細を列記しておりますので、

ご参照を願います。 

 なお、１９年度より在宅介護支援センター業務

は、地域包括支援センターのほうに移っておりま

す。 

 利用者は増加をいたしましたが、平成１７年度

に介護保険法の改定により、食費が保険給付の対

象から外されるなど、昨年度に引き続き介護給付

費収益が１，０００万円の減額となり、利用者負

担が１，３００万円余り増となりましたが、全体

的に事業収益については、対前年比減額となりま

した。今後の施設運営につきましては、国の制度

改正に左右されるところが大きいわけですが、非

常に厳しくなることが予想され、さらなる利用者

への負担増や運営経費以外については、一般会計

からの繰り入れも検討する必要があるのではない

かというふうに考えております。今後本格化する

高齢化社会を見据え、公共の介護老人保健施設と

しての役割を十分に発揮できるよう、なお一層の

サービスの向上に努め、健全経営に努めてまいり

たいと考えております。 

 以上、平成１９年度西予市公営企業会計決算に

ついてよろしくご審議を賜り、ご認定くださいま

すようよろしくお願いを申し上げます。 

 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

 ただいま議題となっております認定第１号から

認定第１４号までの監査報告を求めます。 

 正司代表監査委員。 

 

○正司監査委員 決算審査意見についてご報告い

たします。 

 去る６月２６日市長から、地方自治法第２３３

条第２項及び２４１条第５項により平成１９年度

西予市一般会計、特別会計及び西予市基金運用状

況並びに地方公営企業法第３０条第２項の規定に

より平成１９年度西予市企業会計の決算について

審査に付されましたので、監査委員はこれらの決

算につきまして慎重に審査し、去る９月５日に三

好市長に対し、一般会計決算、特別会計決算及び

基金運用状況並びに西予市企業会計決算の審査結

果について意見書を提出したところでございま

す。 

 以下、その結果についてご報告いたします。 

 お手元の平成１９年度西予市一般会計及び特別

会計決算審査意見書の表紙をめくっていただきま

すと、平成２０年９月５日付、西予監発第５０

号。 

 西予市長三好幹二殿。 

 西予市監査委員正司哲浩、同松山清。 

 平成１９年度西予市一般会計及び特別会計決算

審査並びに基金運用状況審査意見の提出につい

て。 

 地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第

５項の規定により審査に付された平成１９年度西

予市一般会計、特別会計歳入歳出決算及び証拠書

類、その他政令で定められた書類並びに平成１９

年度西予市基金運用状況ついて審査したので、そ

の結果について次のとおり意見を提出する。 
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 次に、１ページをお開きください。目次の次に

なっております。 

 平成１９年度西予市各会計決算審査意見。 

 第１、審査対象。平成１９年西予市一般会計歳

入歳出決算及び平成１９年度西予市授産場特別会

計外１１特別会計歳入歳出決算であります。 

 第２、審査期間。平成２０年７月１日から平成

２０年８月８日までの間実施いたしました。 

 第３、審査方法。審査に当たっては、市長から

提出されました一般会計と特別会計歳入歳出決算

書、その他政令で定められた書類について、関係

諸帳簿及び証拠書類と照合し、計数の正確性、予

算の執行状況の適否及び遺漏がないかについて審

査をいたしました。 

 第４、審査結果。審査に付された一般会計並び

に特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項

別明細書及び実質収支に関する調書の計数につい

て、関係諸帳簿及び証拠書類と照合を行いまし

た。その中で、①基金の運用から生ずる収益を歳

入予算に計上しながら一部の基金に積み立ててい

ないものが１件、②基金として積み立てしながら

条例を設置していないものが１件見受けられまし

たが、これらについては、平成２０年度において

速やかに対応していただくよう要望するものであ

ります。そのほかは適正に執行されていると認め

られました。 

 なお、各会計の決算審査の状況及び意見は、２

ページ以下に記載をしておりますので、お目通し

をいただきたいと思います。詳細の説明は省略さ

せていただきます。 

 次に、３５ページをお開きください。 

 ５町が合併して４年、決算の審査結果は、一般

会計の歳入決算額２４６億１，３６２万２，００

０円に対し歳出決算額２３９億８，４２１万２，

０００円で、合併初年度の決算と比較してみる

と、歳入で４３億４，８５０万５，０００円、歳

出で４１億２，６１１万円と大幅に減少していま

す。特別会計合計では、歳入決算額２０７億２，

９９８万１，０００円に対し歳出決算額２０５億

２，９７４万２，０００円となっています。 

 また、当年度で見てみますと、三位一体の改革

による税源移譲により市民税は増加をもたらした

ものの、地方譲与税に減少が生じるなど厳しいか

じ取りが迫られています。 

 審査結果の主な概要は、次のとおりですが、今

後の検討課題としていただきたくよう要望するも

のであります。 

 なお、決算につきましては、それぞれ予算の目

的に沿って適正に執行されていると認められまし

た。 

 １、財政指標等状況で明らかなように、普通会

計における公債費負担比率は２１．７％、経常収

支比率は９０．９％とそれぞれ高比率となってい

ます。このことは既に財政構造の硬直化を示して

おり、行政内容の変化に対応しにくい状況にある

と言え、予算編成に当たっては、十分審議して慎

重に対処すべきであると考えます。 

 ２、住宅新築資金等貸付事業特別会計において

は、実質は貸付金の元利償還金の滞納金額は７，

８４８万４，０００円生じていますが、この不足

金額は赤字決算として翌年度繰上充用金で対応す

べきと考えます。 

 ３、国民健康保険特別会計（診療施設）におい

ては、地域の実情を踏まえ、診療所の改革は漸次

進んでいますが、今後とも業務の効率化を求めて

一層の経営改善について検討を加えていただける

よう要望いたします。 

 ４、財産に関する調書においては、財政調整基

金等で３８の基金があります。確かに特定の目的

のために設置されておりますが、近隣市と比べる

と類似した基金が西予市には数多くあり、この際

統一するなり、整理すべき時期に来ているのでは

ないかと考えます。 

 ５、差し迫った課題として、収入未済額いわゆ

る滞納額等の問題がありますが、収入未済額は一

般会計で１億８，８３９万６，０００円、特別会

計で２億４，２７４万４，０００円、合計で４億

３，１１４万円が生じています。公平化の観点か

ら、悪質滞納者に対する法的措置を講じるほか、

関係職員は増加する未収入金対策と収納率向上に

向け一層積極的に取り組むべきであると考えま

す。 

 平成１９年度決算分から地方財政健全化法に基

づく健全化の比率の公表が始まり、平成２０年度

決算分からは、健全化判断比率が一定の基準値を

超えた自治体に財政健全化に向けた計画の策定が

義務づけられることになっています。自治体の財

政運営に市場原理を持ち込むことは、それぞれ実

情のある自治体にとって厳しいことかもしれませ

ん。しかし、各自治体の財政状況や財政健全化に
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向けた取り組みが適正に評価され、それを通じて

自治体間の資金調達コストに一定の差が生じれ

ば、自主財源が少ないながら財政運営の効率化を

進めている当市にとっては、むしろよい方向にな

り得るかもしれません。 

 昨今、米国のサブプライムローンに端を発した

金融不安から原油や食糧を巻き込んだ連鎖危機

は、自治体経済にも影響が及びスタグフレーショ

ンの懸念が広がりつつあります。このように景気

後退局面が物々しく変化する中で、当市を取り巻

く環境も厳しく、今後とも政策の選択と周知を図

りながら行政運営を実施しなければならないと考

えます。市民から政策の信任を得るためには、透

明性と説明責任が果たせるかどうかにかかってい

ます。西予市の可能性を信じ、市民とともに職員

も危機意識を持ち、一層知恵を絞っていただくよ

う期待するものであります。 

 平成１８年８月に公表されました地方行革新指

針の概要の中で、我々監査委員も今まで以上に善

良な管理者の注意義務を負っており、地方公会計

改革とともに、監査機能の充実に努めてまいりた

いと考えております。 

 以上、一般会計、特別会計財産に関する調書、

基金運用状況の審査結果報告とさせていただきま

す。 

 次に、平成１９年度西予市公営企業会計決算審

査意見書の表紙をお開きください。 

 平成１９年度西予市公営企業会計決算審査意

見。 

 １、審査対象。平成１９年度西予市上水道企業

会計決算、平成１９年度西予市病院事業会計決

算、平成１９年度西予市野村介護老人保健施設事

業会計決算の３会計であります。 

 ２、審査の期間。平成２０年７月１日から平成

２０年７月３０日までの間実施いたしました。 

 ３、審査の方法。審査に当たっては、３事業会

計の決算報告書、財務諸表及び決算附属書類が、

地方公営企業法、その他関係法令の規定に従って

作成されているか。また、これらのケース、経営

成績及び財政状況が適正に表示されているかにつ

いて関係諸帳簿により確認をいたしました。 

 また、当該事業が公共の福祉を増進し、経済性

を発揮して合理的に運営されているか等について

も必要に関係職員から事情を聴取して審査を行い

ました。 

 ４、審査の結果。審査に付された決算報告書、

財務諸表及び決算附属書類は、いずれも地方公営

企業法、その他関係法令に基づいて作成されてお

り、関係諸帳簿に基づいて確認した結果、その計

数は正確であり、経営成績及び財政状況が適正に

表示されていると認められました。 

 なお、各会計の決算審査の状況及び意見は、２

ページ以下に記載しておりますので、お目通しい

ただきたいと存じます。詳細説明は省略させてい

ただきます。 

 次に、２０ページをお開きください。 

 平成１９年度の上水道事業会計の決算審査の概

要です。 

 １、業務実績。年間総配水量は４３１万９，０

９０立方メートルで、前年度に比べ１万１，４２

９立方メートルの増加、年間有収水量は３４７万

５，２７０立方メートルで、前年度に比べ６，８

４９立方メートルの減少、年間有収水率は８０．

５％と前年度に比べ０．３ポイント減少し、４年

連続の減少となっています。 

 ２、予算の執行状況。税込みの収益的収入は、

予算額６億４，３１６万９，０００円に対し決算

額６億３，６４４万６，０００円で、執行率は９

９．０％、税込みの収益的支出は、予算額６億

４，３２０万２，０００円に対し決算額５億４，

８２４万４，０００円で、執行率は８５．２％と

なっており、収益的支出の執行率が収益的収入の

執行率を１３．８ポイント下回り、利益の向上に

つながっていると言えます。 

 ３、経営状況。上水道事業の総収益は６億７４

２万円で、前年度に比べ２１８万８，０００円増

加し、総費用は５億３，３１４万２，０００円

で、前年度に比べ２，９９１万４，０００円減少

し、当年度の純利益は７，４２７万７，０００円

となっています。 

 各上水道事業体で見てみると、宇和・野村・三

瓶地区の各上水道事業体は黒字決算であるのに対

し、明浜の上水道事業体は、他事業体と異なり、

受水費用がかさみ、当年度も５１７万１，０００

円の赤字決算となっています。このほか各上水道

事業体は、上水道事業の拡張、配水池施設整備、

配水管施設、配水池諸設備の取りかえ工事など、

市民の衛生環境の向上と安全で良質な水の提供に

成果を上げております。 

 上水道事業の現状として、給水人口は年々減少
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傾向にあり、当年度も３５９人が減少していま

す。今後も給水人口の減少が続き水道使用量が給

水人口に比例して減少していくものと推察いたし

ます。 

 また、三瓶上水道企業体では、受水費用に対す

る収益が少ないといった問題もあります。こうし

たことから、水道事業の経営の健全化を図るた

め、宇和・明浜・野村・三瓶地区の各上水道事業

体の統一化及び使用料金の一本化について積極的

に検討され、最少の費用で最大の効果を上げるよ

う努力していただきたいと考えます。 

 なお、水道料金の未収金及び貯蔵品に関する台

帳については、統一したマニュアルを作成するな

ど管理体制の充実に努めるとともに、職員の資質

の向上に一層の努力をするものであります。 

 次に、３７ページをお開きください。 

 平成１９年度の病院事業会計の決算審査の概要

です。 

 １、業務実績。当年度の特徴として、平成１６

年度から導入されました研修医制度の影響による

医療不足も手伝って、医師２名が減少、また野村

病院においては、愛媛大学から週２回の来援もな

くなり、宇和病院の泌尿器科、野村病院の婦人科

が休診に追い込まれ、総患者数は１８万６，９６

３人と前年度に比べ２万８，４４７人の大幅な減

少となっています。 

 ２、予算の執行状況。税込みの収益的収入は、

予算額３２億８，０３４万円に対し決算額２６億

３，２４７万円で、執行率は８０．２％、税込み

の収益的支出は、予算額３２億８，０３４万円に

対し決算額２７億７，９０４万２，０００円で、

執行率は８４．７％となっており、収益的支出の

執行率が収益的収入の執行率を４．５ポイント上

回り、費用高となっております。 

 ３、経営状況。病院事業の総収益は２６億２，

８２８万７，０００円、前年度に比べ３億５，２

１６万６，０００円と２年連続して大幅に減少

し、総費用は２７億８，０３１万５，０００円

で、前年度に比べ２億７，０９０万２，０００円

の減少となっており、当年度の純損失は１億５，

２０２万８，０００円、宇和病院１億５１１万

３，０００円、野村病院４，６９１万５，０００

円と大変厳しい決算となっています。特に宇和病

院は大幅な赤字決算となっており、医師不足もさ

ることながら、背景に建物の老朽化、患者に対す

るサービス低下、最新医療技術の対応のおくれな

どがあるのではないか。 

 また、病院事業を前年度と比較した場合、総費

用の減少よりも総収益の減少が大幅に上回ってお

り、病院経営に対する管理者等の取り組み姿勢が

十分でないと推察いたします。病院事業は医師不

足と患者の減少で極めて深刻な状況に追い込まれ

ています。患者が病院に足を運んで安心して治療

に専念できる体制づくりが必要ではないかと考え

ます。当面の課題として、民間経営の手法の主な

新たな導入を検討するほか、地域に密着した医療

進展のため、１、医療定数の確保、２、診療科目

の充実、３、患者サービスの向上を最重点に上げ

て取り組み、あわせて経営の合理化、職員の資質

の向上に努め、救急医療、地域医療の充実と病院

経営の長期健全化の確立に努めていただくよう要

望するものであります。 

 次に、５２ページをお開きください。 

 平成１９年度の西予市野村介護老人施設事業会

計の決算審査の概要です。 

 １、業務実績。老人保健施設つくし苑は、入所

定員８０名及びデイケア定員２５名からなってお

ります。当年度の総利用者数は延べ３万４，１８

０名で、前年度に比べ４９２名の増加となってい

ます。これを対応別で見てみますと、入所者数は

延べ２万７，７０５名で、前年度に比べ１１７名

の増加、通所者数は延べ６，４７５名で、前年度

に比べ３７５名増加しております。 

 ２、予算の執行状況。税込みの収益的収入は、

予算額４億１５万９，０００円に対し決算額３億

９，００５万９，０００円で、執行率は９７．

５％、税込みの収益的支出は、予算額４億１５万

９，０００円に対し決算額３億９，４２５万１，

０００円で、執行率は９８．５％となっており、

収益的支出の執行率が収益的収入の執行率を１．

０ポイント上回り、やや費用高となっておりま

す。 

 ３、経営状況。平成１９年４月より在宅介護支

援センターが廃止され、居宅介護支援事業の一部

が施設運営事業に組み入れられたことに伴い、介

護老人保健施設事業の総収益は３億８，９７４万

７，０００円で、前年度に比べ５２４万７，００

０円減少し、総費用は４億２１６万９，０００円

で、前年度に比べ１７９万４，０００円の減少と

なっております。総費用の中には特別損失として



 

－33－ 

過年度損益修正額８１１万３，０００円が含まれ

ており、これが当年度の純損失の増大につなが

り、純損失は１，２４２万１，０００円となって

おります。 

 なお、特別損失がなければ、当年度の純損失は

４２８万８，０００円になります。 

 つくし苑は関係機関と緊密に連絡を図り、入所

者及び通所者の確保、経費の節減等に努力され、

事業は順調に推移していると考えます。つくし苑

の平均的な入所者数は７６名で、入所割合は９

５％で良好な状況にあります。事業は順調で黒字

決算に近づいており、引き続き気を緩めないで入

所割合の向上に工夫するとともに、経費の削減等

経営基盤の構築をさらに研さんしていただくこと

を熱望いたします。 

 以上、西予市公営企業会計決算の審査結果報告

とさせていただきます。 

 これで決算審査意見についての報告を終わりま

す。 

 

○議長 暫時休憩に入りたいと思います。２時４

５分に再開いたします。（休憩 午後２時３０

分） 

○議長 再開をいたします。（再開 午後２時４

５分） 

  （日程１２） 

○議長 次に、日程第１２、報告第５号「平成１

９年度健全化判断比率の報告について」から報告

第１７号「西予市ＣＡＴＶ（株）の経営状況につ

いて」の１３件を一括議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 別宮副市長。 

 

○別宮副市長 報告第５号「平成１９年度健全化

判断比率の報告について」提案のご説明を申し上

げます。 

 平成１９年度決算に基づく実質赤字比率、連結

実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の

健全化判断４比率を算定いたしましたので、地方

公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１

項の規定により監査委員の意見を付しご報告を申

し上げます。 

 実質赤字比率とは、一般会計などの普通会計を

対象にした実質赤字に対する比率でございます。 

 連結実質赤字比率は、普通会計及び病院会計や

国民健康保険特別会計などの公営企業会計を対象

にした連結実質赤字に対する比率であります。 

 実質公債費比率とは、普通会計、公営事業会計

及び愛媛県市町総合事務組合などの一部事務組合

等を対象にした元利償還金及び準元利償還金に対

する比率であります。 

 将来負担比率とは、普通会計、公営事業会計、

一部事務組合等及び土地開発公社などの地方公

社、第三セクターを対象にした一般会計等が将来

負担すべき実質的な負債に対する比率でありま

す。 

 各比率につきましては、お手元の平成１９年度

健全化判断比率の状況のとおりでございまして、

西予市はいずれも健全な状況でございます。 

 続きまして、報告第６号「平成１９年度資金不

足比率の報告について」ご説明を申し上げます。 

 上水道事業会計、病院事業会計、野村介護老人

保健施設事業会計、簡易水道事業特別会計、港湾

整備事業特別会計、農業集落排水事業特別会計及

び公共下水道事業特別会計につきまして、平成１

９年度資金不足比率を算定いたしましたので、地

方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条

第１項の規定により監査委員の意見を付しご報告

を申し上げます。 

 この資金不足比率とは、各会計ごとの資金の不

足額の事業の規模に対する比率でございますが、

平成１９年度資金不足比率の状況のとおり、各会

計とも資金不足は生じておりません。 

 なお、この制度の詳細につきましては、お手元

に地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基

づく健全化判断比率及び資金不足比率についてを

お配りしておりますので、お目通しをお願いした

いと思います。 

 以上、健全化判断比率及び資金不足比率の報告

といたします。 

 続きまして、報告第７号「財団法人宇和町住宅

協会の経営状況について」、報告第８号「西予市

土地開発公社の経営状況について」、報告第９号

「株式会社野村町地域振興センターの経営状況に

ついて」、報告第１０号「株式会社エフシーの経

営状況について」、報告第１１号「株式会社城川

開発公社の経営状況について」、報告第１２号

「株式会社どんぶり館の経営状況について」、報

告第１３号「あけはまシーサイドサンパーク株式

会社の経営状況について」、報告第１４号「株式
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会社グリーンヒルの経営状況について」、報告第

１５号「財団法人宇和文化会館の経営状況につい

て」、報告第１６号「有限会社宇和オービーシス

テムの経営状況について」、報告第１７号「西予

ＣＡＴＶ（株）の経営状況について」一括して提

案理由のご説明を申し上げます。 

 地方自治法第２２１条第３項で規定する市の出

資比率が５０％以上の法人等については、同法第

２４３条の３第２項の規定により、事業年度ごと

に法人の経営状況を説明する書類を作成し、議会

に提出することが義務づけられてきた。本議会に

１１法人の平成１９年度経営状況について報告す

るものであります。 

 各法人の経営状況の詳細につきましては、担当

部長から補足説明をいたしますので、よろしくお

願いを申し上げます。 

 

○議長 炭倉生活福祉部長。 

 

○炭倉生活福祉部長 それでは、報告第７号「財

団法人宇和町住宅協会の経営状況について」説明

させていただきます。 

 平成１９年度財団法人宇和町住宅協会の事業

は、みどり団地２期宅地を平成１５年、１６、１

７、１８年度に継続して販売いたしました。全５

３区画のうち、平成１５年度に宇和町住宅産業連

合会加盟業者に住宅部屋用地として９区画、個人

へ１２区画、１６年度は３区画、１７年度は５区

画、１８年度は３区画、１９年度は２区画販売

し、平成１９年度末現在の残り区画は１９区画と

なっております。 

 次に、平成１９年度の収支報告をいたします。 

 収入の部では、事業活動収入２，３４０万６，

０９５円、繰越金６，３５８万８９９円、歳入合

計８，６９８万６，９９４円でございます。 

 歳出の部では、事業活動支出４１９万３，８２

４円、財務活動支出２，０００万円、歳出合計

２，４１９万３，８２４円でございます。差し引

き繰越金といたしまして６，２７９万３，１７０

円となります。 

 財団法人宇和町住宅協会としては、出資団体か

らの財政支援を受けず、基金及び繰越金で財源を

確保し、健全な運営に努めていますが、今後は前

年度に引き続き、みどり団地２期残り区画の販売

を促進するのみとなっております。 

 詳細につきましては、お配りしております資料

をお目通しください。 

 以上で財団法人宇和町住宅協会の経営状況説明

を終わります。 

 

○議長 安藤産業建設部長。 

 

○安藤産業建設部長 報告第８号「西予市土地開

発公社の経営状況について」説明させていただき

ます。 

 平成１９年度西予市土地開発公社の事業につき

ましては、完成土地の売却について、城川町高野

子団地７区画を販売し、２，８２６万５，５６８

円の収入がありました。 

 開発中の土地について、宇和町さくら団地の宅

地造成工事に着手いたしております。 

 公有用地取得につきましては、一般国道３７８

号三瓶バイパス道路改築事業との合併施工負担金

として１，８００万円を愛媛県へ支払いいたして

おります。 

 公社におきましては、完成土地のうち三瓶町い

ぶき団地全２４区画のうち残１３区画を、城川町

高野子団地全１５区画のうち残８区画の販売推進

を行っております。 

 次に、平成１９年度の収支報告をいたします。 

 歳入の部では、事業収益、事業外収益、繰越

金、事業借入金合わせまして、歳入合計１億９，

７０７万８７２円でございます。 

 歳出の部では、事業費用、販売費及び一般管理

費、事業外費用、事業借入元金償還合わせまし

て、歳出合計１億６，７０５万９，８５３円でご

ざいます。差し引き繰越金といたしまして３，０

０１万１，０１９円であります。 

 詳細につきましては、お配りいたしております

資料をお目通し願いたいと存じます。 

 続きまして、報告第９号「株式会社野村町地域

振興センターの経営状況について」ご説明いたし

ます。 

 本センターは、農業公園、ほわいとファームの

運営管理を中核事業としており、地域特産品の製

造販売事業及びレストラン事業並びにイベント開

催事業による域外からの集客等を通して、地域産

業の活性化と地域雇用の場の創出に取り組んでお

ります。 

 １９年度においては、部門ごとの収支分析によ
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る実態把握を行い、職員の限界意識の徹底を図っ

てまいったところでございますが、全部門の売上

実績では、目標を１割程度下回る結果となりまし

た。このため管理委託料収入２，４８１万９，０

００円を加えても経営は非常に厳しい状況でござ

いまして、最終的に５９３万２，０００円の当期

純損失を計上する決算となりました。 

 営業収支の改善のためには、地域や農家との連

携強化や魅力ある施設づくりが重要でございます

ので、なお一層の努力を重ねてまいります。 

 なお、２０年度の売上目標は、１９年度事業実

績を約１３％上回る７，６９５万１，０００円と

いたしております。 

 乳製品部門では、新商品ドリンクヨーグルトの

開発と都市部への販路開拓を推し進めるととも

に、レストラン部門の芝生広場を活用したガーデ

ンランチの導入等、継続的な経営の改善に取り組

んでまいります。 

 詳細につきましては、配付いたしております資

料をごらんいただきたいと存じます。 

 次に、報告第１０号「株式会社エフシーの経営

状況について」ご説明いたします。 

 エフシーは、伐出、除伐、作業道開設、治山等

の受託作業を主力事業として、森林の保全や林業

の担い手確保と育成等に取り組んでおります。 

 収益面では、素材生産量、伐出が前年比２３％

増の９，４９１立米と好調であったため、売上高

も前年比１４％増の１億７，４５０万１，０００

円に達し、営業損益もあと一息でプラスに転じる

までとなりました。 

 添付いたしております損益計算書のとおり、営

業外収益として、市及び県の補助金がございます

ので、経常利益は１，２６８万７，０００円とな

り、当期純利益も７４３万６，０００円を計上す

ることができました。 

 市の財政支出として委託料２，６５５万３，０

００円がございますが、この委託料は指定管理者

制度における施設管理の委託料ではなく、作業の

委託料でございまして、作業依頼者から機械使用

料として市の一般会計へ１，３４２万４，０００

円の納入がありましたので、実質的な市の負担は

１，３１２万９，０００円でございます。 

 ２０年度においては、黒字経営に向けた努力は

もちろんのこと、現場作業の履歴を管理する施工

情報システムの運用によって森林所有者のより長

期的な山林の管理を支援してまいる計画でござい

ます。 

 詳細につきましては、お配りしております資料

をごらんいただきたいと存じます。 

 次に、報告第１１号「株式会社城川開発公社の

経営状況について」ご説明申し上げます。 

 本公社は、他の第三セクターと異なり、決算が

１月末となっている関係上、本報告の１９年度実

績数値と決算数値が一致しないことをご理解いた

だきたいと思います。 

 １９年度総売上額は５億６，０２０万３，００

０円で、前年対比１．９％の増加でございまし

た。しかし、事業部門ごとの売り上げを見ます

と、農産物加工センターや食肉加工センターなど

の農林業部門では、１０％の比較的好調な数字を

残すことができましたが、宿泊、保養事業では、

逆に１５％の減となり、明暗を分ける結果となっ

ております。クアテルメ宝泉坊の利用者数の減少

が、そのまま売り上げの減につながり、管理部門

を除き、１９年度では唯一の赤字事業となってお

ります。ただ本公社は、クリや豚肉などの原材料

の購買で、地域生産農家の経営安定化に大きな役

割を果たしておりますし、雇用の面においても、

季節雇用を含むと９３名の市民の皆さんに就労の

場を提供するなど、地域にはなくてはならない重

要な事業所でございますので、今後ともより一層

の地域への貢献を果たすべく積極的な商品販路の

開拓や健康保養地の形成に向けた魅力ある施設運

営に努めてまいりたいと考えております。 

 お配りしております資料で詳細をごらんいただ

きたいと思います。 

 次に、報告第１２号「株式会社どんぶり館の経

営状況について」ご説明いたします。 

 どんぶり館は、年間レジ通過客数が６年連続で

５０万人を超えており、青空市を中心に毎年安定

した販売を維持いたしております。平成１９年度

の販売額は、青空市、特産品販売等の５部門で、

前年比１％から２％の微減となりましたが、テン

ト販売が好調であったため、全体ではわずか０．

３％ではありますが、１８年度実績を上回ること

ができました。当期純利益も５０７万円が確保さ

れており、現時点で経営上の問題はございません

が、施設のキャパシティーから見て、集客、販売

額とも限界に近づいてきた感がございます。 

 １９年度決算数値の目立った変動ですが、貸借



－36－ 

対照表、資産の部で、現金及び預金が、前年度か

ら大きく減少いたしております。これにつきまし

ては、県道向い側の土地、建物の取得によるもの

でございます。 

 どんぶり館には、本来の産直施設の機能以外に

も西予市の観光を初めとする各種の情報の発信基

地としての役割も期待されておりますので、今後

とも施設機能の拡充、強化に努めてまいります。 

 詳細につきましては、お配りの資料をごらんい

ただきたいと存じます。 

 続きまして、報告第１３号「あけはまシーサイ

ドサンパーク株式会社の経営状況について」ご説

明申し上げます。 

 シーサイドサンパークは、ふるさと創生館、は

ま湯、民宿故郷、オートキャンプ場きゃんぱの各

事業を通して、地域特産品の製造販売、市民の健

康増進、観光交流の推進など、明浜地区の地域振

興を担う拠点施設を管理運営いたしております。 

 昨年度の売上高は、市からの委託料を含み２億

４，１１８万４，０００円となり、同じく委託料

を含む１８年度売上高を金額で２，５７９万８，

０００円、率で１２％上回る売上高となりまし

た。この要因は、無添加ジュースを主力とする創

生館事業が前年を５割近く上回る売り上げを達成

したことによるものでございます。ただ売り上げ

は伸びたものの、搾汁委託ジュースの製品事故処

理に絡んで、販売費、一般管理費が大きく膨らん

だことから、１２３万円の営業損益が生じてしま

いました。このため、株主資本は１８年度に続き

減少し、残高が２，３８９万４，０００円余りの

厳しい経営状況でございますが、全所挙げて商品

販路拡大、顧客獲得、経費の削減に邁進をし、経

営の健全化に努めてまいっております。 

 詳細につきましては、お配りの資料をごらんい

ただきたいと存じます。 

 最後に、報告第１４号「株式会社グリーンヒル

の経営状況について」ご説明いたします。 

 グリーンヒルは、市内で生産されるケールを青

汁に加工し、その製造販売を通して農家の所得向

上や地域雇用の創出に寄与いたしております。 

 経営状況は、前期に引き続いて順調に推移いた

しており、工場へのケール入荷量、青汁製造とも

前年を１０％以上超える実績となり、売上高にお

いても前年比５．４％増の２億４６４万７，００

０円を達成することができました。２０年度はパ

ートを含め２２人の社員を配置して製造に取り組

む計画でございますが、製品に対する消費者の要

望等をファンケルを通して把握するとともに、Ｈ

ＡＣＣＰを遵守することによってすぐれた製品づ

くりに努めてまいります。 

 なお、詳細につきましては、お配りしておりま

す資料をごらんいただきたいと存じます。 

 以上、報告第８号から第１４号までの説明とさ

せていただきます。 

 

○議長 森教育部長。 

 

○森教育部長 それでは、報告第１５号「財団法

人宇和文化会館の経営状況について」ご説明申し

上げます。 

 財団法人宇和文化会館は、平成１８年度から指

定管理者として芸術文化事業の実施と施設の管理

運営を行ってまいりました。 

 芸術文化事業といたしましては、会館の自主事

業を６事業、共催事業を７事業を実施してまいり

ました。中でも八幡浜管内の合唱団に呼びかけま

して、レインボー合唱祭を開催、１５団体の出場

があり、９５０名の入場者がございました。多く

の市民の方々にご観賞いただくことができまし

た。 

 貸し館事業でございますが、年間７０７件、会

館利用者延べ３万５，９２５名でありました。 

 平成１９年度の事業活動収支につきましては、

指定管理者となったことで、一昨年度から財団の

収入となっておりまして、今年度は９２１万７，

９７８円を計上しております。西予市からの受託

料３，２９２万９，０００円を含めた事業活動収

入合計が６，４１４万９，２７３円でございま

す。 

 活動支出につきましては、管理費２，３０３万

４１９円と事業費支出４，０５８万６，０９２円

であります。活動支出合計６，３６１万６，５１

１円となりました。事業活動収入合計６，４１４

万９，２７３円から事業活動支出合計６，３６１

万６，５１１円を差し引いた額の５３万２，７６

２円が事業活動収支差額となります。 

 詳細につきましては、お配りをいたしておりま

す資料をお目通し願ったらと存じます。 

 以上で財団法人宇和文化会館の経営状況につい

てご報告とさせていただきます。終わります。 
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○議長 清水総務企画部長。 

 

○清水総務企画部長 それでは、報告第１６号

「有限会社宇和オービーシステムの経営状況につ

いて」ご説明申し上げます。 

 平成１９年度におけるオービーシステムの業務

受託契約は、施設管理等を主体とした建物管理部

門７件、宇和運動公園等の公園管理部門５件であ

り、受託料収入は、損益計算書のとおり、建物管

理及び公園管理部門を合わせまして８，２３７万

９，０６０円、総収入で８，２４３万２，３２２

円であります。総費用では、そのほとんどが人件

費に係るもので、全体としまして８，１９３万

２，３７２円となり、当期純利益は４９万９，９

５０円でありました。 

 オービーシステムはご存じのとおり、本年３月

３１日をもって解散することが決定され、５月か

らは清算事務に入っておりましたが、去る７月２

４日の株主総会において、清算が完了した旨報告

があり、承認されたところであります。最終的な

清算額は５２３万５，３６０円でありました。 

 続きまして、報告第１７号「西予ＣＡＴＶ

（株）の経営状況について」ご説明申し上げま

す。 

 西予ＣＡＴＶ株式会社の前身であります野村ケ

ーブルテレビ株式会社の発行済み株式について、

株式譲渡に関する契約を平成２０年２月に締結

し、平成２０年２月２８日に株式の所有権が西予

市に譲渡されました。これによりまして、発行済

み株式１，２００株のうち５８０株を新たに取得

し、既に取得しております４８０株と合わせ１，

０６０株、保有率は４０％から８８．３％となり

ました。平成２０年４月１日に社名を西予ＣＡＴ

Ｖ株式会社に変更し、現在に至っております。 

 事業としましては、旧野村町の中心部における

ケーブルテレビ事業であり、１，３５０世帯を対

象に事業を行っております。今後は西予市のＣＡ

ＴＶ事業に伴い、エリアの拡大を行う計画であり

ます。 

 平成１９年度の収支でございますが、損益計算

書のとおり、当期純利益が１９８万４，７５０円

でありました。平成１９年度は西予市からの財政

支出はございません。 

 詳細につきましては、お配りしております資料

をお目通し願いたいと思います。 

 以上、西予ＣＡＴＶ株式会社の経営状況の説明

を終わらせていただきます。 

 

○議長 理事者の説明は終わりました。 

 以上で経営状況報告を終わります。 

 以上をもって本日の日程は全部終了いたしまし

た。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 次回は明日９月１８日午前９時より一般質問及

び質疑を行いたいと思います。 

 本日はご苦労さまでございました。 

  散会 午後３時１８分 
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 １ 一般質問 

 ２ 議案第１０３号 西予市認可地縁団体印鑑 

           条例の一部を改正する条 

           例制定について 

   議案第１０４号 西予市公益法人等への職 

           員の派遣等に関する条例 

           の一部を改正する条例制 

           定について 

   議案第１０５号 西予市立学校及び幼稚園 

           設置条例の一部を改正す 

           る条例制定について 

   議案第１０６号 西予市立学校給食センタ 

           ー及び学校給食調理場条 

           例の一部を改正する条例 

           制定について 

   議案第１０７号 西予市中小企業振興資金 

           融資条例の一部を改正す 

           る条例制定について 

   議案第１０８号 西予市みかめ海の駅条例 

           の一部を改正する条例制 

           定について 

 ３ 議案第１０９号 辺地に係る公共的施設総 

           合整備計画の策定につい 

           て 
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 ４ 議案第１１０号 平成２０年度西予市一般 

           会計補正予算（第２号） 

 ５ 議案第１１１号 平成２０年度西予市育英 

           会奨学資金貸付特別会計 

           補正予算（第１号） 

   議案第１１２号 平成２０年度西予市住宅 

           新築資金等貸付事業特別 

           会計補正予算（第１号） 

   議案第１１３号 平成２０年度西予市国民 

           健康保険特別会計補正予 

           算（第２号） 

   議案第１１４号 平成２０年度西予市老人 

           保健特別会計補正予算 

           （第２号） 

   議案第１１５号 平成２０年度西予市後期 

           高齢者医療特別会計補正 

           予算（第２号） 

   議案第１１６号 平成２０年度西予市介護 

           保険特別会計補正予算 

           （第２号） 

   議案第１１７号 平成２０年度西予市農業 

           集落排水事業特別会計補 

           正予算（第２号） 
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           下水道事業特別会計補正 

           予算（第２号） 
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           水道事業特別会計補正予 

           算（第２号） 
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           道事業会計補正予算（第 

           ２号） 
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           について 
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           場特別会計歳入歳出決算 

           の認定について 

   認定第  ３号 平成１９年度西予市住宅 

           新築資金等貸付事業特別 

           会計歳入歳出決算の認定 
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   認定第  ４号 平成１９年度西予市育英 

           会奨学資金貸付特別会計 

           歳入歳出決算の認定につ 

           いて 

   認定第  ５号 平成１９年度西予市国民 

           健康保険特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第  ６号 平成１９年度西予市老人 

           保健特別会計歳入歳出決 

           算の認定について 

   認定第  ７号 平成１９年度西予市介護 

           保険特別会計歳入歳出決 

           算の認定について 

   認定第  ８号 平成１９年度西予市港湾 

           整備事業特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第  ９号 平成１９年度西予市簡易 

           水道事業特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第 １０号 平成１９年度西予市農業 

           集落排水事業特別会計歳 

           入歳出決算の認定につい 

           て 

   認定第 １１号 平成１９年度西予市公共 

           下水道事業特別会計歳入 

           歳出決算の認定について 

   認定第 １２号 平成１９年度西予市上水 

           道事業会計決算の認定に 

           ついて 

   認定第 １３号 平成１９年度西予市病院 

           事業会計決算の認定につ 

           いて 

   認定第 １４号 平成１９年度西予市野村 

           介護老人保健施設事業会 

           計決算の認定について 

 

本日の会議に付した事件 

 １ 一般質問 

 ２ 議案第１０３号 西予市認可地縁団体印鑑 

           条例の一部を改正する条 

           例制定について 

   議案第１０４号 西予市公益法人等への職 

           員の派遣等に関する条例 

           の一部を改正する条例制 

           定について 

   議案第１０５号 西予市立学校及び幼稚園 

           設置条例の一部を改正す 

           る条例制定について 
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   議案第１０６号 西予市立学校給食センタ 

           ー及び学校給食調理場条 

           例の一部を改正する条例 

           制定について 

   議案第１０７号 西予市中小企業振興資金 

           融資条例の一部を改正す 

           る条例制定について 

   議案第１０８号 西予市みかめ海の駅条例 

           の一部を改正する条例制 

           定について 

 ３ 議案第１０９号 辺地に係る公共的施設総 

           合整備計画の策定につい 

           て 

 ４ 議案第１１０号 平成２０年度西予市一般 

           会計補正予算（第２号） 

 ５ 議案第１１１号 平成２０年度西予市育英 

           会奨学資金貸付特別会計 

           補正予算（第１号） 

   議案第１１２号 平成２０年度西予市住宅 

           新築資金等貸付事業特別 

           会計補正予算（第１号） 

   議案第１１３号 平成２０年度西予市国民 

           健康保険特別会計補正予 

           算（第２号） 

   議案第１１４号 平成２０年度西予市老人 

           保健特別会計補正予算 

           （第２号） 

   議案第１１５号 平成２０年度西予市後期 

           高齢者医療特別会計補正 

           予算（第２号） 

   議案第１１６号 平成２０年度西予市介護 

           保険特別会計補正予算 

           （第２号） 

   議案第１１７号 平成２０年度西予市農業 

           集落排水事業特別会計補 

           正予算（第２号） 

   議案第１１８号 平成２０年度西予市公共 

           下水道事業特別会計補正 

           予算（第２号） 

   議案第１１９号 平成２０年度西予市簡易 

           水道事業特別会計補正予 

           算（第２号） 

   議案第１２０号 平成２０年度西予市上水 

           道事業会計補正予算（第 

           ２号） 

 ６ 認定第  １号 平成１９年度西予市一般 

           会計歳入歳出決算の認定 

           について 

 ７ 認定第  ２号 平成１９年度西予市授産 

           場特別会計歳入歳出決算 

           の認定について 

   認定第  ３号 平成１９年度西予市住宅 

           新築資金等貸付事業特別 

           会計歳入歳出決算の認定 

           について 

   認定第  ４号 平成１９年度西予市育英 

           会奨学資金貸付特別会計 

           歳入歳出決算の認定につ 

           いて 

   認定第  ５号 平成１９年度西予市国民 

           健康保険特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第  ６号 平成１９年度西予市老人 

           保健特別会計歳入歳出決 

           算の認定について 

   認定第  ７号 平成１９年度西予市介護 

           保険特別会計歳入歳出決 

           算の認定について 

   認定第  ８号 平成１９年度西予市港湾 

           整備事業特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第  ９号 平成１９年度西予市簡易 

           水道事業特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第 １０号 平成１９年度西予市農業 

           集落排水事業特別会計歳 

           入歳出決算の認定につい 

           て 

   認定第 １１号 平成１９年度西予市公共 

           下水道事業特別会計歳入 

           歳出決算の認定について 

   認定第 １２号 平成１９年度西予市上水 

           道事業会計決算の認定に 

           ついて 

   認定第 １３号 平成１９年度西予市病院 

           事業会計決算の認定につ 

           いて 

   認定第 １４号 平成１９年度西予市野村 

           介護老人保健施設事業会 

           計決算の認定について 
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  開議 午前９時００分 

○議長 おはようございます。 

 本日はこのように大勢の方が傍聴にお越しいた

だきまして、まことにありがとうございます。 

 本日の出席議員は２４名であります。これより

本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付してあるとお

りであります。 

  （日程１） 

○議長 これより、日程第１、一般質問を行いま

す。 

 この際、申し上げておきますが、各議員の発言

は申し合わせのとおり、質疑におきましても申し

合わせのとおりお願いを申し上げたいと思いま

す。 

 通告順に質問を許可いたします。 

 まず最初に、１０番元親孝志君。 

 

○１０番元親孝志君 皆さんおはようございま

す。 

 台風１３号の接近に伴いまして、連日大変不安

定な日が続いておるわけでございますが、きょう

はまた早朝よりこのようにたくさんの皆さん傍聴

においでをいただきました。この場をかりまして

心から厚くお礼申し上げたいと思います。 

 さて、今ほど議長より発言の許可をいただきま

したので、通告に従いまして理事者の所信をお伺

いしたいと思います。 

 その前に、きょうの私の一般質問の論旨につき

まして、簡単に説明をさせていただきたいと思い

ます。 

 西予市も合併をして５年を迎えております。今

回の平成の合併につきましては、合併以前に住民

の方より、合併をしたら周辺地域は寂れるという

根強い不安、反対がありました。にもかかわら

ず、西予市は５町で合併をいたしました。なぜ合

併に至ったのか、改めて当時をちょっと振り返っ

てみたいと思いますが、平成１２年に地方分権一

括法というのが制定されました。これは画期的な

法律であるというように私は思っておりますが、

それまでの日本というのは、明治から今日まで中

央集権国家として、国が地方自治体を監督してき

ました。極端な言い方をしますと、はしの上げお

ろしまで国は監督してきたというふうに私は思っ

ております。それが地方分権一括法によりまし

て、地方でできることは地方に任すということに

なりました。そのための税源も権限も移譲しまし

ょうということになったわけです。そこでびっく

りしたのは、当時の町村でございまして、全部を

任されて本当にやっていけるかどうかという不安

が出てきたわけでございます。財源の問題、それ

からまた政策、企画立案能力、そういったものが

うちの町でできるかということで、一気に市町村

合併の話が起こりました。市町村合併によって自

治体規模を大きくすることによって、要求される

住民ニーズを高める、あるいはまた問題となって

おります財源の問題、今、日本の国は、国の借金

９００兆円と言われております。そのうちの約２

００兆円が地方自治体の借金であります。このま

までいったら今の夕張市のように財政破綻を起こ

すんじゃないかというふうな危機感もありまし

て、合併の話は進んだと思っております。 

 そしてまた、それと同時に国は合併をしたら、

１０年間合併特例債という非常に有利な補助金を

出しましょうというあめをばらまかれまして、地

方自治体は我より先にという形であめ拾いに走っ

たのが今回の市町村合併ではないかというふうに

思っております。それから今５年がたちまして、

果たしてその当初の目的というのは、合併によっ

て達成したかどうかということに私は疑問を持っ

ております。例えば、国が言った地方分権という

ことは、果たして進んでおるのか。これは三好市

長も先般愛媛新聞のインタービューで答えられて

おりましたが、ほとんど進んでないと。そしてま

た、住民サービスは合併によってレベルアップし

たのか、これも住民に聞いてみたわけではありま

せんが、恐らく住民はそういう実感はないという

ように答えられると思います。 

 そしてまた、唯一大きな問題であります財政問

題は、合併によって改善されたのかということで

ございますが、これも全国の合併をした自治体を

見てみますと、ほとんどが合併をしてよくなって

ない、そういう結果が出ております。 

 じゃあ、今回の平成の合併は一体何だったのか

と。ただ唯一わかるのは、合併前に住民が心配し

た、合併をしたら周辺地域は寂れるということだ

けは顕著に今その結果が見えております。そうい

う現状の中で行政も一生懸命やられておるのはわ

かります。その一つが財政再建に向けて西予市も

平成１８年に行政評価システムを導入されており
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ます。この行政評価システムも私調べてみます

と、先に導入された自治体が、意外と思ったほど

の成果が出てないというのも事実でございます。 

 そこで、きょうはその行政評価を一定の成果を

上げるためにどうしなければいけないかという視

点で質問をさせていただきたいと思います。 

 そして、前段に、２年前に財政破綻を起こしま

した夕張市、これは非常に我々としても教訓にな

りますので、それを簡単に検証して、今ほどの行

政評価システムの運営につきまして理事者の所信

をお伺いしたいと思います。 

 夕張市の財政破綻は、全国に大きな波紋を投げ

かけました。あれから２年余りが経過し、過日会

派五和会で破綻後の夕張市を視察してまいりまし

た。町は閑散として、町としての活気はどこにも

ありません。これから２０年かけて財政破綻処理

が粛々と行われます。住民にとってまさに死のロ

ードであることは間違いありません。不本意な結

果に対して住民からすれば、財政破綻はなぜ起こ

ったのか、チェック機能はなぜ機能しなかったの

か、同時に他の自治体にとって、夕張市から何を

教訓として学ぶことができるのか、極めて関心の

高い事例であります。 

 そこで、なぜ夕張市は財政破綻を起こしたの

か、簡単に検証してみたいと思います。 

 夕張市は、明治２３年夕張炭鉱の開鉱に着手し

て以来、炭鉱の町として栄えてきました。しか

し、時代は石炭から石油へと変化し、昭和３７年

に３つの炭鉱が閉山し、急激な人口減少と町の衰

退が始まりました。以後２０カ所余りあった鉱山

は次々に閉山し、平成２年３月には夕張市内のす

べての炭鉱が閉山する事態となりました。閉山後

の雇用対策や人口減少によるゴーストタウン化を

阻止するために市が打ち出した地域振興策が観光

開発事業でありました。産業遺産とも言うべき炭

鉱跡地を活用した地域振興策に異を唱える者はだ

れもいませんでした。昭和５３年に１２０億円の

巨費を投じて石炭の歴史村事業がスタートいたし

ました。当時の夕張市の一般会計規模１１０億円

からすれば、けた違いの事業でありますが、市長

の強力なリーダーシップと日本社会の高度経済成

長を背景に事業は肥大化いたしました。当然なが

らその後は資金需要に財政が追いついていきませ

ん。そこで、行政が長年とった手法が、出納閉鎖

期間を利用して、普通会計と他会計において一時

借入金を利用して資金不足が決算数字にあらわれ

ないような会計処理が続けられました。その結

果、財政破綻時には、借入金６３２億４，０００

万円に膨れ上がっており、当然ながらなぜこうな

るまでにチェック機能は機能しなかったのか、住

民からすれば納得がいかないはずであります。行

政に対するチェック機能には、大きく分けて２種

類あります。１つは、監査委員制度です。しか

し、監査委員は、経理の不正はただせても、事業

の妥当性については、あくまでも経営判断であっ

て、チェックすることができないジレンマがあり

ます。 

 ２つ目は、当然議会であります。議会はなぜ機

能しなかったのか。１つは、会計処理上、起債制

限比率や今回のような財政再建団体申請の基準と

なる実質収支比率のいずれもがフロー比率であっ

て、実際の借金の総額が幾らあるのか、ストック

部門については現行の決算書だけでは議会は把握

できにくくなっております。もう一点は、議員が

地域の代表制をとっているため、市長の政策に対

峙するというよりも、むしろ一体となって地域振

興に取り組むという体制ができ上がっていまし

た。そのためブレーキをかけるべき議会が、アク

セルを踏む側に回ってしまったということが結果

からいえます。 

 以上のことから、同じ轍を踏まないためには、

自治体は何を教訓とすべきであるのかということ

であります。 

 １点目として、西予市のような条件不利地域に

おける地域振興策は、一朝一夕にはいかないとい

うことであります。今回のような事業投資には、

特に行政は専門分野でないだけに、慎重過ぎる調

査研究が必要であるということ。 

 ２点目として、企業誘致の危険性であります。

雇用の場の確保として積極的に議論しなければな

らないことは当然でありますが、企業はあくまで

も生き物であり、将来の保証はどこにもありませ

ん。行政にどこまで調査能力があるのかが問われ

ます。 

 ３点目として、地域振興という大義名分に対し

て、だれが財政規律を働かせるのかということで

す。議会はもちろんでありますが、どうしても住

民による財政規律が必要になってまいります。あ

れもこれもでなく、本当に必要なものは何かの選

択が住民側に求められます。 
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 ４点として、財政は今後さらに厳しくなること

を想定しておかなければなりません。当然国や県

の依存にも限界があります。その場合、地域の暮

らしを一体だれが守るのかということになりま

す。厳しいようでありますが、地域の暮らしは地

域で守るしかない、これが結論だと私は思いま

す。 

 以上、前置きが長くなりましたが、第２、第３

の夕張市にならないために、以下の点についてお

伺いをしたいと思います。 

 西予市は、平成１８年度に自治体が生き残って

いくための手法として、行政評価システムを導入

されました。西予市のホームページには、平成１

９年度に５６の事務事業に対して評価結果が公表

されております。ここで疑問に思うことは、行政

評価とは、事務事業の見直しのためであり、すな

わち住民側の予算カットのための道具にしかなっ

ていないのではないかということであります。市

長のマニフェストにもあるように、これからは行

政運営から行政経営を目指すのであれば、行政評

価はさらに施策、政策まで対象としなければなら

ないと思いますが、西予市の行政評価の適用範囲

は、施策基本事業の評価までとなっております。

これでは不十分だと思いますが、お考えをお伺い

したいと思います。 

 同じく市のホームページによりますと、重要な

施策の決定過程においては、市民の意見を聞くた

めのパブリックコメント制度が設置されておりま

す。平成１９年度は該当事業なし、当然コメント

も載っておりません。西予市が計画を進めている

庁舎建設事業に対しては、建設に対する疑問の声

がいまだに多くあります。西予市は高度情報化社

会に向かってかじを切っているのに対し、やって

いることは時代に逆行しているのではないかとい

う意見は多く聞かれます。この事業こそパブリッ

クコメントを受け入れ、政策決定の判断材料とす

べきであると思いますが、パブリックコメントの

対象とされていないのはどういう理由でしょう

か、お伺いをいたします。 

 市長は、さきの選挙において、みずからがロー

カルマニフェストを作成して、将来ビジョンを掲

げ、それに対して事業費、数値目標を明示されて

おります。総合計画は市長のマニフェストに基づ

いて作成され、４年ごとに変更されることになり

ます。マニフェストの性格上、これを１００％実

行することが、市長の今後の目標となるわけであ

りますが、これには当然莫大な事業費が必要にな

ります。これらの事業の行政評システムがいう目

的妥当性、有効性、効率性に対して、行政評価シ

ステムはどの段階でどのように機能するのでしょ

うか、お伺いをいたします。 

 最後に、市長のマニフェストから２点質問した

いと思います。 

 １点は、政策提言の一つ、「元気だせ、元気だ

西予農林水産業」の中で、第１次産業の生産額１

割アップを目指しますと目標設定がなされており

ます。大変すばらしいことであり、そうあってほ

しいと願うものでありますが、高齢化が著しい西

予市の第１次産業において、現状が懸念される中

で、１割アップすることは至難のわざと思いま

す。市長には当然計算があってのことと思います

が、どうすれば生産額１割アップが可能なのでし

ょうか、考えをお伺いしたいと思います。 

 ２点目として、「輝く文化と学びのまちづく

り」の中で、適正規模の学級・学年・学校づくり

を目指し、児童の真の学力、体力、情操教育に適

した学校体制を進めるという目標設定がなされて

おります。しかし、具体的な数値は明示されてお

りません。市長にとって真の適正規模の学級・学

年・学校とは一体どういう規模を考えておられる

のでしょうか。 

 また、真の学力、体力、情操教育に適した学校

体制とは、どういった体制を言うのでしょうか、

お伺いをいたしまして、私の質問を終わらせてい

ただきます。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 皆さんおはようございます。 

 きょうは７人の方の通告がありますけれども、

その一般質問をお受けして、先ほども元親議員が

おっしゃられましたけれども、政策として私は皆

さんこの場で大いに語って、西予市をどうしてい

くかということを議員の皆さんとこの場は語る場

であって、それが政策として本当に可能でできる

ものであれば、積極的に取り入れていきたいと、

そのような思いできょうはお答えいたしますの

で、よろしくお願いをしたらとこのように思って

おります。 

 また、本日は早朝から傍聴のほう、多くの方が



 

－45－ 

来ていただきました。まことにありがとうござい

ます。きょうの私どもの議論の場といいますか、

それを十分に聞いていただきたいとこのような思

いであります。よろしくお願いいたします。 

 それでは、私のほうからは、元親議員の私のマ

ニフェストに関する質問２点についてお答えをさ

せていただいたらと思っております。 

 まず、第１点の「元気だせ、元気だ西予農林水

産業」の生産額１割アップの目標についてでござ

いますが、西予市はご承知のとおり、宇和海を望

む海岸部から四国カルストに至る標高差と変化に

富んだ地理的条件の中で、多種多様な農林水産業

を営んでまいりました。少し強調して言えば、日

本に生産可能な農林水産品はすべてこの西予市に

生産可能な地域で、少量多品目市町村として希有

な存在であります。農林水産業の時代変遷をたど

ってみますと、米が食生活の重要品目の時代は、

宇和地域を中心に安定的農業を営んでまいりまし

たし、かんきつのよい昭和４０年代から５０年代

前半では、海岸部の農業は活力がありました。国

産材を中心とした家を建築する時代は、林業の安

定的収入があり、植林をし間伐を行い、山を守る

ことができまして、山間部の生活は安定をしてお

りました。このような時代にあっては、第１次産

業の所得が地域に配分され、商工業部門へ波及

し、勤労者に生活圏を与えるなど、地域経済循環

システムがうまく働いておったと思います。西予

市においても、今の２倍弱の人口があり、活力あ

った時代でもありました。 

 しかし、日本人の食生活の変化、社会様式の変

化、さらに日本が工業立国化を進める代替とし

て、農林水産品の海外依存度が高まることによっ

て、日本の第１次産業は急速に独立した産業とし

ての役割が行き詰まったことは否定できません。

このような情勢を踏まえまして、私のマニフェス

トの中で「元気だ、元気だせ農林水産業」の政策

提言で目標を１割生産額をアップするとさせてい

ただきました。今の現状では、現生産額の維持さ

えままならず、低下する可能性さえ大いに秘めて

おります。私の提案は、農林水産業を基幹産業と

する西予市の危機感を市民に共有いただき、奮起

を促すためにあえて高い目標値とさせていただき

ました。その背景には、この平成１２年と平成１

７年の農林水産統計年報がありますが、その西予

市の統計でございますけども、農業一般では８

８．５％に減じております。林業では５０％まで

落ち込んでおりますし、漁業では８５．４％と、

これまた減額となっております。このことを見ま

しても、１割以上の生産の減であり、まず目標は

平成１２年度の生産額まで戻すことは可能ではな

いかと考えた次第でございます。そのために、ま

ず国の政策の構造的な問題に対して、農林水産業

者とともに地方から声を上げることが必要であり

ます。食の安全、食の防衛的側面から国内食品の

消費アップと海外依存度食品の低減は最も大切で

あります。林業につきましては、外材中心から再

生産可能な日本森林資源へのシフトが必要であり

ます。政府も３９％まで落ち込んだ食料自給率を

５０％まで上げる目標へ大幅に食糧農業の基本政

策を転換してまいりました。 

 また、食の安全から安全な農産品の供給へと法

律や基準を見直し、外国産農産物との差を明確に

しつつあります。 

 西予市農林水産業の施策として、農業分野で

は、最大の組織でもありますＪＡと協働して、や

やもすれば低下傾向にある営農部門の再強化を進

めなければならないと考えております。 

 また、認定農業者、後継者を中心とする生産意

欲の高い農業者の育成は不可欠であります。 

 また、本年と来年の２カ年、担い手アクション

サポート事業を積極的に取り入れているところで

あります。 

 また、有機農業の取り組みとしまして、組織研

究と協議会を立ち上げまして、今後支援と生産拡

大に努める考えでございます。 

 さらに、酪農では厳しさが増す中で、守ること

を主眼とした施策を今年度から打ち出しましたけ

れども、このことが次への展開のステップになろ

うと信じております。 

 林業では、西予市産材の取引を高めるため、平

成１７年度から西予市産材の木材住宅促進事業を

制度化いたしましたが、市場の出荷の増など連鎖

が高まり始めました。この施策を一層高めていき

たいと考えております。 

 漁業では、漁業資源の減少が言われる中で、と

る漁業ではその鮮度を高めるため、流通まで踏み

込むことが必要であります。昨年市の補助も組み

込まれ新設された三瓶活魚センターでは、アジが

前年度比キロ単価１００円弱の取引をされている

などの成果が上がっております。 
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 それぞれ農業につきましては、制度支援を考え

ることで強化を図らなければならないと思ってお

ります。どの部門においても重要なことは、消費

者との距離を縮めることであります。この施策を

展開したいと考えています。 

 また、今問題となっております限界集落の対策

でございますが、少量品目の特産品生産を育成す

ることで、一定の収入の道を考えなければならな

いとこのように考えております。 

 続きまして、第２点目の真の適正規模の学級・

学年・学校とはについての質問にお答えをさせて

いただきます。 

 このことは、既に西予市の学校教育のあり方を

検討いただくため、平成１８年に教育委員会で西

予市立学校教育に関する検討委員会を設立され、

その答申を平成１９年７月に受けた上で、平成１

９年１０月に西予市学校再編検討委員会が設立さ

れました。その答申が平成２０年７月にありまし

て、今は教育委員長を先頭に各校区で説明会を開

催いただいて、市民の方々から貴重な意見をいた

だいているところでございます。私としまして

は、西予市学校再編についての答申の内容を尊重

しながら、今教育委員会が開催している説明会で

の市民の声を踏まえて、市長と教育委員会との協

議の上結論を出していきたいと考えております。

したがって、今具体的な数値を市長案として示す

のは、いたずらに混乱を招くおそれがありますの

で差し控えさせていただきたい、このように思っ

ております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○議長 清水総務企画部長。 

 

○清水総務企画部長 それでは、元親議員の行政

評価についてのご質問にお答えをいたします。 

 西予市の行政評価システムは、高齢福祉や生涯

学習など総合計画の施策レベルでの町の戦略状況

を評価する施策基本事業評価と総合計画の各施策

の目的を達成するための手段として、事業費を投

じている事務事業について評価する事務事業評価

の双方を連動する形で進めております。 

 今回のホームページには、試行段階として実施

している特定の事務事業評価、結果のみを公開し

たこともあり、行政評価イコール事務事業評価、

つまり予算削減のためのツールにしかなっていな

いとのご指摘を受けておりますが、しかし現時点

では、限られた財源の中で、いかに有効的、効率

的なまちづくりを推進するかを判断するために施

策基本事業評価を行い、その結果に基づき事務事

業レベルでの総体評価を実施しまして、事業の取

捨選択を行っております。したがいまして、施策

と財政が連動した行政経営が、徐々にではありま

すが、図られているものと思っております。 

 さらに、ご指摘のありました政策、施策レベル

に当たる施策評価結果につきましては、総合計画

の進行管理として、西予市まちづくり報告書を本

年度より議会、市民の皆様に広くご報告させてい

ただきますとともに、次年度の参考にしていただ

ければ幸甚であります。どうかよろしくお願いを

申し上げます。 

 次に、パブリックコメントについてであります

が、西予市におきましては、西予市パブリックコ

メント制度実施要綱を平成１９年１０月１日に施

行しているところでございます。パブリックコメ

ント制度につきましては、市の重要施策を決定す

る際に、あらかじめその計画概要を公開して、広

く市民の皆様の意見を募集し、またそれに対して

寄せられた意見に対しての市の考え方を示すとい

うものであります。ご指摘のありました新庁舎建

設に関するパブリックコメントにつきましては、

平成１９年１２月２０日から平成２０年１月３１

日までの間、広報せいよ１月号及び市のホームペ

ージにおいて、新庁舎の施設、機能についての意

見募集というタイトルで市民の皆様から広くパブ

リックコメントを募集いたしました。その結果、

延べ５７人、合計４９名の方から庁舎の機能や環

境配備等についての貴重な意見をちょうだいし、

それらに対する市の考え方につきましては、広報

５月号及び市のホームページに速やかに掲載いた

しております。これらのパブリックコメント制度

でちょうだいしたご意見は、現在進めております

新庁舎建設の基本計画の中に反映させていきたい

とこのように考えております。 

 また、今後はパブリックコメント制度の活用に

ついて、職員に周知徹底を行いまして、政策立案

において有効な制度となりますよう鋭意努力して

まいりたいとこのように考えております。 

 次に、総合計画と市長のマニフェストの関係に

ついてでございますが、西予市総合計画は、市の

目指す将来像である「未来へ輝くゆめ、ひと、ふ
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れあい西予」を実現するために、市民の皆さんと

議会、行政が一体となりまして計画策定した行財

政運営の基本となる西予市の最上位計画であり、

決して市長のマニフェストに基づいて策定変更さ

れるものではございません。 

 また、西予市総合計画の基本構想は１０年で、

前期計画５年、後期計画５年という構成になって

おり、市長の任期とは連動しておりませんので、

念のため申し添えさせていただきます。 

 ご指摘のありました市長マニフェスト事業に対

し行政評価システムはどの段階でどのように機能

するのかですが、これは市長マニフェスト事業

は、選挙による市民の信頼を得ておりますので、

実施することを前提に事前評価を行います。そこ

で、主に有効性、効率性を高めるための事業方法

について議論することとなります。当然財政状況

が厳しい場合には、市長に最優先順位を検討して

いただき、予算の許す範囲での事業実施となりま

す。 

 以上でございます。 

 

○議長 元親孝志君。 

 

○１０番元親孝志君 それでは、今の答弁に対し

まして何点か質問させていただきたいと思いま

す。 

 まず、行政評価システムの導入につきまして、

私も過去の一般質問で西予市も導入してはどうか

という質問をした経緯があります。今それを導入

していただいてこのように検討いただいておると

いうことは感謝をするわけでございますが、先ほ

ど申し上げましたように、私がいろいろ調べてみ

た結果、これを過去に導入した自治体、これが必

ずしも期待したほどの成果を上げてないというふ

うに言われております。その理由は何かというこ

とでございますが、まず行政評価システムという

のは、西予市が全庁一丸となって取り組まなけれ

ばできない作業であるという大前提があるにもか

かわらず、過去の失敗した自治体は、やはり担当

課の仕事で終わっておったというふうなことが指

摘されておりますので、その点は十分に周知徹底

をいただきたいということが１点あります。 

 それから、もう一点失敗した理由は、これはあ

くまでもこのシステムは道具であって、決定する

のは西予市の意思決定機関、西予市の場合、部長

職以上の全庁決定会議というのがあるようでござ

いますが、そこで決定されるようになっておりま

すが、過去の失敗した自治体は、ここの意思決定

機関が非常に対応がまずいというふうなことが指

摘されております。 

 そこで、私も西予市を見て質問させていただき

たいと思いますが、今回平成１９年度の事務事業

の評価の中の５６を特別にピックアップしてホー

ムページにその結果が公表されております。これ

は当然先ほど言いました全庁決定会議で決まった

結果であろうと思いますが、それをこうずっと見

てみますと、５６の中の１割程度が、その結果の

文言が、「平成２０年は現状を維持し、２０年の

上期に次年度以降どうするかを検討する」と書い

てあるわけです。これは私が思うには、行政がよ

くやる問題の先送りじゃないかと。これをやって

たんでは、やはり時間がかかり過ぎる。やはり決

定すべきときは決定するという強い確固たる意思

が意思決定機関に必要ではないかというふうに思

うわけですが、まずこのことについて部長にお伺

いしたいと思います。 

 

○議長 清水総務企画部長。 

 

○清水総務企画部長 他の自治体でこの行政評価

を取り入れておる中で、失敗例もあるというよう

なお話でございますが、本市におきましては、こ

れは職員全体、全庁一丸となって取り組んでおり

ます。 

 まず、その一つの評価、審査する側としまして

は、企画調整が主体となっております。その中

で、財政課そして総務課、こういった職員が審査

の形でおります。それで、その審査する段階でそ

れぞれ各担当部署の担当者からヒアリングを受け

まして、そしてけんけんごうごう議論してまいっ

ております。 

 それで、その意思決定機関といいますか、今ほ

ど２０年度のほうには、現状維持を考えておると

か、そういったことを言われておりますけども、

これはどういいますか、いきなりその年度におい

て意思決定をいたしますと、当然これは住民に対

しまして混乱を招きます。そういったことで、や

はりある程度の時間というものも置く必要がある

んではなかろうか、そういったことで現在進めて

いるところでございます。 
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○議長 元親孝志君。 

 

○１０番元親孝志君 答弁はそうであろうと思い

ますが、それをやってますと、やっぱり人間、そ

ら温情はありますが、それをやっておりますと物

事前へ向いて進まないのではないかということを

改めてつけ加えさせていただきたいと思います。 

 次に、市のパブリックコメントの質問に対し

て、私はやってないんじゃないかという質問では

ありましたが、部長はちゃんと広報せいよで募集

してやってますよという答弁でありましたが、こ

れははっきり言いまして、私は間違っているとい

うふうに思っとります。というのは、パブリック

コメントというのは、住民の方はわかりにくいん

で、わざわざ広報せいよで下に注釈つけて説明文

が書いてあります。それを見ますと、パブリック

コメントとはと、重要な政策を決定する過程にお

いてというふうに書いてありますが、今回のパブ

リックコメントを募集したのは、新庁舎建設検討

委員会が答申を出して、議会が決定をした後にパ

ブリックコメントを募集されております。という

ことは、重要施策を決定する過程じゃなくて、決

定した後に募集されておりますので、これは本来

パブリックコメントの趣旨とはずれておるんでな

いかと。だから、私は載せてないというのが正し

いんではないかなというふうに思っております。

これは答弁要らないんですが、今の行政評価の中

で、今自治体がやられておるのは、あくまでも住

民サイドの予算削減に向けての事務事業評価が非

常に目につきます。当然我々住民サイドからすれ

ば、じゃあ行政側の行政評価はどうなのかという

視点が起こります。西予市の財政の健全化を図る

指標が多分６つぐらいありますが、その中で私が

一番注目しているのは経常収支比率、これは財政

の弾力性を示す数値というふうにありますが、こ

れが結局高いと住民が陳情に行っても受け付けて

いただけない、自由になるお金がないわけですか

ら。ですから、我々とすれば、この経常収支比

率、平成１９年度、きのうの報告では９０．７と

いう数字でございますが、国の目安としたら、こ

れが７０から８０というふうになっております。

我々からすれば、当然７０、８０であれば、当然

自由になるお金が市長のもとにあるわけですか

ら、陳情に行っても、よしやりましょうというよ

うな話が聞けるわけですが、これが限りなく１０

０になりますと、行っても門前払いというふうな

ことになりかねませんので、どうしても住民側か

らすれば、この数値を低くしてほしいと。９０．

７を８５、８０に下げてほしい、そういったやは

り数値目標を立てて、全体をやっぱり管理しない

といけないんじゃないかなというように思ってお

ります。これを下げるためには、この分子になっ

ております西予市の人件費、扶助費、公債費これ

を下げるしかないわけですが、これは非常に難し

いんですけども、これをやらないと西予市のやは

り財政というものは健全化しないんじゃないか

と、これが行政として非常に難しいんですが、数

値目標を立ててやっていく決意があるのかどう

か、お伺いしたいと思います。 

 

○議長 清水総務企画部長。 

 

○清水総務企画部長 経常収支比率は、今現在９

０．７％でございます。それで妥当な線というの

は７０から８０ということは承知しております。

それでどうして９０．７％になっておるかと申し

ますと、これは当然先ほど議員さんがおっしゃい

ましたように、住民側の皆さんも今まではあれも

これもというふうに要求されておりました。そう

いったことで、あれもこれも実施してまいりまし

た。そういったつけが現在このような数字になっ

ておるということでもあります。それで、そうい

ったことを何とか引き下げなければならないとい

う考えのもとでこの行政評価を取り入れとるわけ

であります。当然市民の皆さんの大切なお金、税

金を預かっておるわけですから、それをまちづく

りの達成を行うためにはどうすべきかということ

も考えていかなければなりませんし、またその費

用に見合う成果が上がっているか、そういったこ

とも見きわめていかなければなりません。 

 また、使っておる経費が無駄な部分はないか、

そういったことも当然我々は検分していかざる得

ないと思っております。そういったことを含めま

して、その行政評価をいかに効率を上げていく

か、それによって私は当然経常収支比率も下がっ

てくるんではないかとこのように思っておりま

す。 

 

○議長 元親孝志君。 
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○１０番元親孝志君 最後に、もう一点だけお伺

いしたいと思います。 

 先ほど市長が答弁いただきました適正規模の学

級・学年・学校の件でございますが、これは私と

市長の意見が全く違うんですけども、先般ある何

か読んでおりましたら、日本の教育方針が今回が

らりと変わりました。あれほど鳴り物入りでスタ

ートしたゆとり教育、総合学習、生きる力云々と

いう教育方針が、かつて以前に偏差値教育、詰め

込み教育に逆戻りしたと。これはなぜこうなった

かという理由として、今まで文部科学省がきちっ

とした教育理念を持ってなかった、国民に示して

なかったと。そのかわり中教審にそれを全部依存

していた、その結果このように国家の教育基本が

変わるんじゃないかというふうな指摘がありまし

たが、西予市においても私は似たようなことやな

いかなと思うんですが、今回の小学校の統廃合問

題についても、やはり行政側は行政側でしっかり

とした理念というものを僕は持っておく必要があ

るんじゃないか。それを押しつけると、確かにい

ろいろマスコミにたたかれますので、行政として

もできないと思いますが、持ってることと押しつ

けることは違うと思います。やはり市長は市長と

して、私はこう思うという意見がある。それで住

民はそれはおかしいんじゃないかという議論を闘

わせていいものをつくりゃいいわけであって、行

政側には何もない。検討委員会の答申結果で市民

と議論してくださいということになりますと、今

説明に回られておりますが、住民側には随分スト

レスがたまっておると私は感じております。住民

側が行政側に質問します。しかし、行政側には回

答を用意してないわけですから、あくまでも答申

書の説明ですから、きちっとした説明ができませ

ん。ですから、住民側が質問しても、十二分な回

答を得られない。みんな不満を持ちながら何か帰

られてるんじゃないかなという私は印象を受けて

おります。ですから、ここは私はマスコミが言う

行政指導とか、その行政の押しつけということが

あってはならないと思いますけれども、しかし行

政の意思というものは、裏に確固たるものがしっ

かりとないと、この議論というのは、私は前へ向

いて進まないんじゃないかというふうな思いがす

るんですが、市長とは随分違うようですけども、

再度市長にお伺いしたいと思います。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、適正規模の学校・学級の

再質問についてお答えいたしますけれども、私は

文部科学省の考えはどうか云々かんぬんは別とし

ましても、西予市としてこのことを考えるとき

に、行政側としての理念というものは、私個人に

は持っておりますが、まず一番大事なことは、今

回教育委員会部局の中でしっかり教育というもの

は何だろうかということを考えていただいて、そ

れに基づいて今説明会に回っていただいておると

思っております。その前段で、行政と教育委員会

で決めて回るとしたら、回ったことの説明しかす

ぎない。今から意見を聞こうとしとるときに、そ

の説明、いわゆる決定したことの説明をするだけ

では、私はいけないと思っております。住民から

意見を聞いて、それを今度私どもは１２月から１

月にかけて決定をしていこうと、こういう段階に

おります。その前段のいわゆる意思をはっきり把

握するためのそれぞれの意見聴取段階だというご

理解をいただいたらありがたいなとこのように思

っておるところであります。 

 以上です。 

 

○議長 次に、１３番森川一義君。 

 

○１３番森川一義君 通告により質問をいたしま

す。 

 まず最初に、市民の関心の高い特別職の給料、

議員の報酬の引き下げについて質問いたします。 

 言うまでもありませんが、私たち議員の仕事

は、第１に市民の声を市政に反映さすことにあり

ます。市民の方たちに副市長や市長の給料や議員

の報酬が幾らかよく問われるのは私だけではない

はずです。少し下げてもいいのではないかとよく

言われます。合併をして特別職の給料や議員の報

酬が下がった自治体もあるのです。西予市におい

ては、経済的に追い詰められて、自殺をした方も

おられるのです。私は今まで火災現場や交通事故

の現場で３人の方の命を助けましたが、死の恐怖

の人を今でも忘れることはできません。自分で死

ななければいけないほどになっている市民もいる

ことを理事者や議員は頭に入れていないといけま

せん。西予市は合併をしてもしてなくても実際は

田舎の町であって、田舎の議会です。田舎に合っ
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た政治をしなければいけません。金額的には少な

いかもしれませんが、特別職の給料を１０％、議

員の報酬を１０％下げてはどうでしょうか。市長

の考えをお聞かせください。 

 市民の多くは望んでいるのです。議場におられ

る皆さんは、南洲翁遺訓中に命も名声も要らぬ、

官位も要らぬという人間は仕末に困る。この仕末

に困る人間でなければ、困難をともにして国家の

大問題を処理することはできないという西郷隆盛

の言葉をご存じだと思います。立派な人物とは私

心がなくて確固のある人です。平成の年号の考案

者である安岡正篤が、現代日本に最も欠如してい

るのは人物である。人の数は多いが、あるべきと

ころにあるべき人が案外にいないと言っていま

す。つまり、そのところにおる人に心ができてい

ないか、心をおさめた人がそのところにおらぬか

である。これが是正されぬ限り、国家社会は決し

てよくならないという言葉を残していますが、理

事者や議員はあるべきところにあるべき人がいな

いと市民に言われないように、市民の意見を聞か

なければいけません。西予市では、今後仕事がふ

えて景気がよくなる可能性は極めて少ないので

す。理事者、議員が率先して経費削減に取り組む

べきです。理事者、議員の中には、自分の給料や

報酬が減るのはだめだと反対をする人はいないは

ずです。ほかの自治体の見本になるよう、特別職

の給料を１０％削減と議員報酬の１０％削減をす

べきです。市長の答弁をお願いいたします。 

 次に、西予市の各町の水道加入金と工事負担金

について質問をします。 

 西予市の各町それぞれの水道料金の違いはよく

言われますが、水道の加入金のことはだれも何も

言わないのはなぜでしょうか。合併協議会におい

てのミスでしょうか。西予市給水条例の４２条に

おいて、水道の加入金は、メーター口径が１３ミ

リの場合、明浜町が１万５，０００円、野村町が

２万円、三瓶町が２万円で、宇和町だけ６万円と

なっています。この４万円の差はどのような理由

でついているのでしょうか、お伺いいたします。 

 普通に考えれば、明浜町、三瓶町の場合は、野

村ダムからの水を利用しているので、宇和町より

高くなるはずです。また、工事負担金において

も、宇和町の市民だけ負担をするようになってい

ます。しかも１３ミリで１３万円納めなければい

けないのです。宇和町の場合、水道加入金と工事

負担金の両方で１９万円支払わなければ水道を利

用できないのです。なぜ宇和町の市民だけ１３万

円の工事負担金が要るのかお伺いいたします。 

 宇和町の市民だけ特別おいしい水を飲んでいる

とは考えられません。水道本管の工事は、野村

町、三瓶町、明浜町においても行われているはず

です。合併をするまでは本管からの引き込みをす

る場合は、加入金の６万円だけだったのが、１９

万円も要るようになっているのです。宇和町だけ

水道の加入者があるから１９万円支払わなければ

いけないのでしょうか。明確な答弁をお願いいた

します。 

 最後に、宇和町山田に予定されていた野菜工場

について質問をいたします。 

 宇和町の山田に野菜工場ができると西予市民が

待ち望んでいました。この工場が中止になったの

をまだ知らない市民もいます。この工場建設のた

めに市役所の多くの人たちの人件費や埋蔵文化財

の経費など、多くの時間と経費が使われました。

まだ建物が建っていなかったので、少しはよかっ

たかもしれませんが、埋立地など今後はどうなる

のでしょうか。 

 また、市としては、土地の所有者に対して責任

はないのでしょうか。市民にわかりやすく説明を

してください。 

 以上で私の質問を終わります。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、森川議員の質問の前に、

私は私の市の職員に常々言っておるわけでありま

すが、市になる市としての職員になってほしい、

このように思っております。したがって、今ほど

田舎の議会と言われましたが、私は議会も市とし

ての市議会議員としての立派な議会をつくってい

ただきたい、このように思います。それだけご期

待をしたいとこのように思うわけでございます。 

 それでは、特別職の給料及び市議会議員の報酬

の引き下げについての質問についてお答えさせて

いただきます。 

 合併後５年を迎え、地域も一体感への醸成も進

みつつある中、厳しい財政事情のもとで組織のス

リム化、合理化を図る必要もあり、副市長を一人

制にしたこと、また一方で議員の皆様の定数も３

１名から２４名に削減されたことはご承知のとお
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りでございます。特別職の給料及び市議会議員の

報酬につきましては、平成１８年４月より３％の

減額改定と任期中に限りとした特例条例制定によ

り計６％の減額を行ってきたところであります

が、現在は３％減額の状態であります。 

 また、合併当初の特別職の給料及び市議会議員

の報酬を、旧大洲市の報酬を基準として５％減と

設置していたいきさつもあり、県下の市の中では

一番低いランクの報酬となっております。特別職

報酬等審議会の答申の附帯意見として、財政事情

及び近隣の状況を勘案し、自主的な抑制を継続願

いたいと承っているところであり、今後は議会の

皆様とも十分協議するとともに、財政状況や社会

経済情勢、近隣市町の動向に配慮して総合的に判

断を行うことが必要ではなかろうかとこのように

思っておるところでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○議長 九鬼公営企業部長。 

 

○九鬼公営企業部長 それでは、森川議員２点目

の水道事業の給水における加入金と工事負担金に

ついてのご質問にお答えをいたします。 

 議員もご案内のとおり、水道事業は公営企業と

して行う事業であります。合併前の旧町時代から

それぞれ一事業一企業として経営が行われてお

り、当然のごとく加入金や水道料金はその給水に

係る施設整備や管理運営経費によって金額が設定

されているというのが原則であります。よって、

旧町ごとの給水のための経費は、水道事業の成り

立ちや地域性の違いにより異なるわけでありまし

て、当然に加入金や水道料金もそれぞれ異なって

設定されております。 

 また、合併協定書によります水道事業の取り扱

いにつきましては、管理運営については、現行の

とおり、つまり旧町での事業のまま新市に引き継

がれ、水道料金、加入金についても当面現行のと

おりとすることで協定がされているところであり

ます。したがいまして、一般行政事務のように経

費が税金によって賄われる場合には、公共料金等

につきましては、合併と同時に統一されるのが原

則であろうかと思われますが、水道事業は企業会

計であり、事業ごとの収支バランスが必要であり

ます。ご理解をいただきたいと存じます。 

 なお、加入金と申しますのは、安定的に給水を

維持するためには、多額の施設整備が必要であり

ます。それらの経費を新たに利用をしようとする

人たちにもその一部をご負担いただき、利用者間

での公平を保つためのものであります。 

 また、工事負担金につきましては、給水条例第

４３条及び給水条例施行規則第３１条の規定によ

りまして、新たに住宅団地の造成が行われたなど

のような例のように、配水管の新設や改良などの

工事が必要な場合に、その工事について負担金を

お願いするものでありますが、議員がおっしゃり

ますように、宇和上水道事業では、今後において

も水源の確保及び上水配水施設の計画的な整備が

必要でありまして、加入金とともに一律的にご負

担をしていただいているのが現状であります。た

だ今後におきましては、まずは旧町ごとの事業の

統合が必要であります。現在事務の統一など具体

的な行動を起こしておりますし、さらに常に企業

の経済性を発揮することを基本原則とし、水道料

金や加入金、当然工事負担金についても平準化、

格差是正を市民の皆さんのご理解とご協力を得て

具体的に研究に取り組み、早期に実現を図りたい

というふうに考えております。 

 以上、答弁といたします。 

 

○議長 安藤産業建設部長。 

 

○安藤産業建設部長 森川議員の３点目、山田地

区の野菜工場に関するご質問にお答えいたしま

す。 

 市が本件農産物の生産加工場建設計画の情報を

入手いたしましたのは、平成１８年春のことでご

ざいました。その計画は、南予地域に有機栽培の

イチゴやシソ葉のハウス施設と農産物加工場を建

設し、安全・安心な無添加、無農薬を売り物に、

首都圏を中心としたレストラングループや大手流

通業者に販売を行うというものでございました。

現地の経営は、株式会社エリアレボリューション

ズが中核となりまして農業生産法人を設立し、運

営管理を行わせるものでしたが、当初の事業計画

では、総事業費が約１９億円で、床面積３，３０

０平方メートル程度の集出荷を兼ねた加工工場と

２ヘクタール規模のハウスを建設し、雇用予定者

数も８０人という大規模なものでございました。

市にとりましてもこの事業の誘致ができれば、大

きな雇用の場が生まれますし、西予市産の農産物
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のブランド化にも少なからず貢献してくれるとい

う期待を抱かせる事業でございました。また同時

に、農業生産法人による大規模な農業の展開が、

地域農業に好ましいインパクトを与えてくれるの

ではという思いもございました。このため市で

は、本事業の誘致を前提に、立地適地の検討を重

ねてまいり、最終的に地元山田地区のご理解を得

まして現在地をエリアレボリューションズに紹介

したところでございます。ただ進出に際しての条

件といたしまして、１９年４月には加工場建設に

着手したいので、埋蔵文化財発掘調査を３月末ま

でに終了させることを強く求められていましたの

で、市として全力で取り組むことを約束したとこ

ろでございます。そのかいがありまして、１１月

には地権者と農業生産法人エリアの間で土地売買

契約が成立し、以後事業は順調に進展するものと

安堵いたしておりました。 

 ところが、エリアレボリューションズの経営問

題から年が明けても契約済みの土地売買代金の支

払いが約定どおりに履行されない事態が発生して

まいりました。市も地権者にかわって土地売買代

金の全額支払いを幾度となく働きかけてまいりま

したが、本年４月一部未払金を残したままエリア

レボリューションズの経営の行き詰まりが表面化

し、事業計画の白紙撤回の方針が先方から示され

た次第であります。 

 今後当該地はどうなるかというご質問ですが、

本件は買い主による一方的な契約不履行でござい

ますので、地元が提示した損害補償条件をエリア

側がのみ、両者合意によって契約を破棄して、当

該地を農地に復旧することとなりました。と申し

ますのは、当該地は農産物加工場建設を理由に農

地法の転用許可を受けておりますので、売買契約

が解除され、転用事態がなくなれば、当然許可の

取り消しという法手続が必要となります。許可取

り消しに際しましては、当該地を農地として利用

可能な状態に戻しておかなければなりません。た

だし、農地への復旧行為等は、地元が損害補償金

の範囲内で独自に判断されることと承知いたして

おります。とは申しましても、結果的に市の紹介

事業が地元に大変なご迷惑をおかけしたこととな

りましたので、農地の復旧や今後の土地利用につ

いては、地元から具体的な相談があった場合は、

誠意を持って対処いたしたいと考えております。

本件だけでなく、誘致活動に費やされる労力や経

費が、必ずしも成果に結びつくものではないこと

はご理解いただけると存じますが、残念ながら、

教育委員会がエリアから業務を受託した埋蔵文化

発掘調査費用のうち、１９年度分が現時点で未納

となっております。このためエリアの代表者個人

を連帯保証人として分割支払いを確約する書面を

徴しましたので、支払い期限である来年２月末ま

でに完納するよう指導してまいりたいと考えてお

ります。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○議長 森川一義君。 

 

○１３番森川一義君 ２点ほど追加質問お願いし

ます。 

 市長にお伺いしますが、特別職の給料と議員の

報酬の引き下げを年度内にやる予定はないのでし

ょうか。 

 それから、もう一点、エリアの未払金が２月に

入るという確約書をもらっとるそうですが、その

保証人は確実に２人ぐらいとっているのか、お答

えください。 

 以上です。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、この場からやらせていた

だきます。 

 まず、１点目のほうを私は答えさせていただき

ますが、特別職と議会の議員の報酬を年内に結論

を出すかということでございますが、これにつき

ましては、今後議会の中で皆さんとの話を継続的

にしていくつもりではございますが、いつまでと

いう、まだ時間的設定はするつもりはありませ

ん。話をしていくということは、先ほど申し上げ

たとおりでございます。 

 以上でございます。 

 

○議長 森教育部長。 

○ 

森教育部長 保証人の件でございますが、２名と

いうことでございましたが、今のところ確認をし

ておりません。この後すぐ確認をしてお知らせを

させていただくことにいたします。 
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○議長 森川一義君。 

 

○１３番森川一義君 ２月にもめることがないよ

うに、確実によろしくお願いいたします。 

 

○議長 次に、２２番大竹忠盛君。 

 

○２２番大竹忠盛君 通告に基づきまして一般質

問を行いたいと思います。 

 今回は、特に第１次産業の問題と将来のまちづ

くりに非常に大切な要素を占めます都市計画の問

題についてお尋ねをいたしたいと考えておりま

す。 

 まず初めに、西予市独自の農林水産業の活性化

対策についてお伺いをいたしたいと思います。 

 第１次産業を中心の西予市、市としても独自の

支援策が提案をされまして実践をされているとこ

ろであります。 

 しかしながら、農林水産業を取り巻く環境は一

段と厳しく、とりわけ原油の高騰は、ほとんどの

農林水産業に甚大な影響を受けています。特に水

産、畜産業は大きな痛手だと伺っています。西予

市内畜産規模でも明らかなように、乳用牛は８９

戸、３，９７３頭が飼育されています。県内シェ

アで申しますと約４６％を占めています。肉用牛

につきましても、９９戸、７，７８７頭が飼育を

されています。県内シェアで申しますと約４０％

でございます。そのほか養豚、養鶏なども多く飼

育され、県内でも最大の畜産実施と言えるかと思

います。特に近年の配合飼料を初めとした飼料の

異常価格高騰は、すべての畜産農家の経営の悪化

を招いていることは、ご案内のとおりでありま

す。これらは国、県の支援も当然のことでござい

ますけれども、現在市単独の支援に加え、農家ニ

ーズに合致したさらなる緊急支援が必要と思われ

ますが、その対策は検討をされているのか、お伺

いをいたしたいと思います。 

 ２つ目は、中期展望として耕種農家と畜産農家

の連携の必要性についてお伺いをいたします。 

 既に一部の法人農業を中心に耕畜連携の動きが

あると伺っております。異常な飼料の高騰、また

一部飼料がバイオエタノールに回っているなどの

関係もありまして、当分の間は飼料は高値で推移

することが想定されるのであります。耕種、果

樹、施設園芸を含むすべての農家にとって、これ

ら一連の値上げは、生産意欲や経営悪化にも結び

つくことも想定されます。畜産農家に伺います

と、配合飼料は平成１８年トン当たり約４万２，

０００円であった価格が、ことしに入ってトン当

たり約６万５，０００円に約１．５倍の値上がり

だと伺っております。粗飼料につきましても、キ

ロ当たり３０円が４８円に、市単独の緊急支援は

されているようでありまして、このことについて

は大変ありがたいことだと感謝をしておいでにな

りました。今酪農や肉用牛農家は、まさに瀕死の

状況にあると切実なお話も農家からお伺いをいた

しました。 

 一方、肥料の急激な値上げでございます。一例

を挙げますと、２０キロ当たり、ことしの５月で

は２，７６５円だった肥料が、現在実に４，３６

０円に、これも約１．５倍の値上げであります。

１２月には農薬の値上げも予定されているようで

あります。これらのことも踏まえて、国でも来年

度予算では、水田の有効活用、飼料自給率の向上

対策強化などさまざまな施策が講じられておるよ

うでございますが、市といたしましても、これら

に連動した支援策を来年度予算にぜひとも計上さ

れるよう願うものであります。 

 そこで、私は畜産農家の経営安定、耕種農家の

土づくりなども含め、広い農地を有する耕種農家

との連携の方策を探るべきではないかと思うので

あります。専門家に伺いますと、土壌条件や気候

あるいは未利用資源の給与による品質化の心配な

どがあるやに伺っておりますが、とりわけ耕畜連

携に向けてハード・ソフト両面からの積極的な支

援をすべきと考えますが、理事者の所見をお伺い

をいたします。 

 ３点目として、農林水産物を活用した西予独自

のブランド品目づくりについてお伺いをいたしま

す。 

 ご承知のとおり、愛媛県では農林水産物の

「愛」あるブランドの推進が図られています。市

内からもミカン、イチゴ、クリなどが認定されて

いるようであります。西予は幸い海、里、山の産

物が多品目生産されています。どんぶり館を訪ね

出荷品目を伺いましたところ、葉菜類が４８種

類、果菜類が２４種類、果実類が３４種類、その

他３６種類、実に１４０種類ものの産物が出荷販

売をされています。 

 また、過日の愛媛新聞報道によりますと、大阪
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での西予市旬彩市では、実に６２品目が出品され

たようであります。 

 一方、農村女性起業家ネットワーク研修会に

は、２２のグループが参加されたと伺っておりま

す。これら農山加工品を加えますと、西予独自の

ブランド品づくりは、実現可能ではないかと考え

るのであります。既にイチゴ、トマト、キュウリ

などは、市場でも大変高い評価を受けています。

例えば、大野ケ原の大根、新城の里芋などについ

ては、少し工夫を凝らせば、西予のブランドとし

て高い評価を受けるのではないかと思うのであり

ます。海抜ゼロメートルから１，２００メートル

の耕地立地条件を生かすならば、農林水産業の振

興にも道は開けると思うのであります。そのよう

な観点から、西予独自の農林水産物のブランドづ

くりを進めるべきではないかと考えるのでありま

す。当然のことながら、これらのブランド品づく

りには、生産農家の協力、農協との連携、特に愛

媛県の旧農業普及センターの技術支援も必要であ

りましょう。中国のギョーザ事件、愛媛のウナギ

産地偽装、輸入汚染米の転売等、常識を逸脱した

行為、消費者は一体何を信頼したらよいのでしょ

うか。今まさに食の安心・安全が求められている

のであります。ブランド品認定に当たっては、当

然のことながら、これら安全・安心の面からの認

定ガイドラインの設定など大変なエネルギーが必

要であり、当然専任職員も必要となるでしょう。

２０から３０品目程度のブランド品認定ができれ

ますれば、１次産業の活性化にも結びつき、どん

ぶり館を初めとした市内各施設での売上向上にも

結びつくと思うのであります。 

 さらに、松山等でのアンテナショップの道も開

けるのではないかと思います。第１次産業の西予

独自のブランド品開発について理事者の所見をお

伺いをいたしたいと思います。 

 次に、西予市都市計画マスタープランの進捗状

況について伺います。 

 平成４年の都市計画法の改正により、都市計画

づくりは、住民の合意と創意工夫を重視し、市独

自のまちづくりのビジョンを策定することが可能

となり、将来のビジョンを描くための創意工夫の

見せどころでもあります。西予市でも１９年３月

に作成されました都市計画マスタープラン、総合

的にはそれぞれの町の特色を生かしたまちづくり

の方向が示されているようであります。要は関係

市民の皆さんも巻き込んで、実効ある計画に仕上

げていくかであります。当然計画に伴う財政負担

も必要であります。担当者の負担も多くなりま

す。また、関係をいたします各課を連携した組織

づくりも必要でありましょう。 

 ８月２２日だったと思いますが、愛媛新聞の知

事談話にもありましたように、１０年後は道州制

と連動した第２の合併があるだろうと言われてお

りました。私も同じ思いであります。そうなりま

すと、西予は当然のことながら、南予の中心に位

置をします。南予のへそでもあります。中核都市

となる可能性もあると思うのであります。このこ

とから考えましても１０年後を展望した都市計画

づくりは急務であろうと思います。既に宇和市街

地の整備の方向は具体的にお示しをいただいてお

りますけれども、とりわけ西予宇和インター周辺

の整備については、関係者の意見も聞きながら早

急により具体的な方向を示すべきだと考えていま

す。特に都市計画の根幹をなします道路網の検討

を急ぐべきだと考えるが、現在のマスタープラン

の進捗状況と今後の対応についてお伺いをいたし

まして、私の一般質問を終わります。ありがとう

ございました。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、大竹議員の質問について

お答えをさせていただきます。 

 私のほうは、西予市独自の農林水産業の活性化

対策についてお答えさせていただきます。 

 まず、第１点目の畜産情勢危機に関する西予市

独自の緊急支援対策についてお答えをさせていた

だきます。 

 世界規模で穀物を中心とした農林産物の高騰

は、地球規模での食料政策の重要性を再認識させ

る大きな問題であります。中でも輸入飼料の急騰

が、酪農廃業等への大きな要因となっています。

市でもこの窮地を何とかしてしのぐべく、輸入等

の粗飼料への緊急支援事業を創出するなど対策を

講じましたが、問題の強大さやシステムの複雑さ

に比べ、市の支援がどの程度の効果を期待できる

か難しいところでありますが、畜産酪農経営者に

心理的な支援はできたと判断をしております。こ

ういう状況の中、国は畜産・酪農緊急追加対策を

まとめまして、７３８億円の追加支援策を打ち出
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しましたが、まだまだ先行きの見えない不透明さ

の中で畜産経営を強いられるのが現状でございま

す。市といたしましても、畜産業の生産基盤づく

りの面から、えさの自給率を上げる取り組みを推

進するため、ＪＡひがしうわが中心に、市、県等

への関係機関が協調して飼料自給率向上について

検討を行う協議会を６月に設立しました。現在、

手始めに粗飼料自給率確保のための稲わら収集の

取り組みについて検討を重ねているところでござ

います。 

 次に、第２点目の長期展望としての畜産連携の

取り組みについてお答えをいたします。 

 議員ご指摘のとおり、畜産農家の生き残りのた

めに耕畜連携が不可欠であります。宇和地区の２

００ヘクタール余りの水田は、生産規模に限度の

ある中山間地域の畜産農家にとって、大変魅力的

な資源であり、それを有効利用するシステムの構

築が早急に望まれているところであります。 

 しかし、昨年比較的規模の大きな耕種農家を調

査しましたところ、水田を有効利用する仕組み

が、ほとんどの生産組織で確立されており、畜産

農家への飼料を供給できる可能性が薄いことがわ

かりました。ただ現在国は、飼料の自給率強化対

策などを打ち出していることから、新しい国の制

度を利用し、耕畜双方が利益を共有できる西予市

独自の展開を進めることが重要であると考えてい

ます。今年度市では、知事陳情のトップ項目とし

て、畜産事業に対する支援強化を掲げました。そ

の中で、飼料生産集団の設置支援、いわゆるコン

トラクターの設置許可に向けてのハード・ソフト

の支援を盛り込んでおります。耕種農家が生産し

た飼料を地元の畜産農家が購入すると、飼料の地

産地消の取り組みづくりと生産コストをえさ代へ

必要以上に反映しないための機械導入の支援が必

要であり、今後ともソフト面では、さきの協議会

が飼料供給システムづくりを目指し、ハード面で

は、強い農業づくり交付事業等の国庫事業導入を

関係機関に働きかけ、両面から事業を推進してま

いりたいと思っております。 

 最後に、第３点目の農林水産物を活用した西予

市独自のブランドづくり品目についてお答えをさ

せていただきます。 

 愛媛県では、えひめ愛フード推進機構が中心と

なり、県内の農林水産物のブランド化を積極的に

進めており、西予市においても、宇和のあまおと

め、これイチゴでございます。明浜の浜風みか

ん、三瓶のｍｉｋａｍｉｋａｎなどがブランドの

認定を受けております。これらのブランド化は商

品、特に農産物において付加価値をつけ、差別化

をすることによる魅力を醸し出す商品として、商

店に陳列されたときに、明らかに他の商品と違う

魅力が必要となります。 

 しかし、現在の農産物で言うと、その魅力にな

るものは、安全であり、信頼であると思われま

す。産地偽装問題が後を絶えない中、ブランド力

いわゆる信用でございますが、西予市においてど

う定着できるかが西予市ブランドの開発手段にな

るのではないかと考えております。 

 また、西予市では、今年度国の支援を受け、有

機農業の推進事業に取り組むことといたしまし

た。既に西予市有機農業推進協議会を立ち上げ、

より安全・安心の農産物生産をきわめる活動を展

開しております。この活動がすべての生産者に定

着することは難しいと思いますが、これらの活動

がある程度定着し、すそ野を広げることにより、

西予市から生産される農産物のブランド力が向上

することを期待しているところであります。今後

有機農業推進協議会の活発な展開や今年度設置さ

れるＣＡＴＶ等を活用し、地域情報を盛り込んだ

農産物の販売戦略等をＪＡ、県等と連携しながら

ブランド産品の開発を進めていきたいと考えてお

ります。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 ちょっとだけ一言済みません、訂正をいたしま

す。 

 先ほど宇和の水田を２，０００というところを

２００と言うたそうでありまして、まことに済み

ません。２，０００ヘクタールであります。 

 以上です。 

 

○議長 安藤産業建設部長。 

 

○安藤産業建設部長 大竹議員２点目の西予市都

市計画マスタープランの進捗状況についてお答え

をいたします。 

 西予市都市計画マスタープランは、西予市総合

計画を基本といたしまして、まちづくりの方向や

地域づくりの方向性を定めるとともに、土地利用

の誘導または規制、都市施設整備の方針を示して

おります。 
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 宇和都市計画区域の整備目標といたしまして、

多くの歴史と文化が集積する町を守り育て、南予

地方の広域的な拠点づくりを推進するとなってお

ります。マスタープラン作成時において、都市計

画区域、用途地域、都市計画道路等のさまざまな

課題が抽出されています。その中において、将来

の都市整備と土地利用の方向性が示されており、

平成１９年度から卯之町伝統的建造物群保存地域

の指定及び宇和都市計画道路の変更について検討

を行い、平成２０年度末に都市計画の決定ができ

るように作業を進めております。 

 また、西予市宇和インターチェンジ周辺の整備

の方向性につきましては、その土地の利用方針に

基づいて用途を適正に配分し、機能的な都市活動

の確保と良好な都市環境へ誘導する必要がありま

す。そのためには、用途地域の拡大、これは市街

地の拡大でございますが、それを考え、既成市街

地や農業振興との調和、地域との合意形成を図り

ながら用途地域の見直しを検討していく予定でご

ざいます。具体的には、平成２１年度から宇和都

市計画区域において、明石地区、伊賀上地区、下

松葉地区、上松葉地区の市街地の拡大を想定し、

用途地域の拡大の検討や見直しを行い、都市機能

の整備と充実を図る計画であります。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○議長 大竹忠盛君。 

 

○２２番大竹忠盛君 さまざまな角度から積極的

なご答弁をいただいておるわけでございますが、

私はまだまだ未利用資源がたくさんあるだろうと

いうふうに思っております。これだけ資材を初め

さまざまな飼料値上がりをいたしますと、当然の

ことながら農家の考えも萎縮をしてまいるだろう

と思っております。特に稲わらは活用するとすれ

ば、畜産農家も本当にこれは大きな、どういいま

すか、支援になるだろうと思っております。当然

このことは言われましたように、集落の合意形成

も必要になってまいるだろうとこのように考えま

すので、ぜひとも行政の積極的な支援をお願いを

いたしておきたいと思いますし、ごみ減量１億円

達成に示されましたように、生ごみの堆肥化等に

ついてもさらに進める必要があるだろうと思って

おります。 

 過日も養鶏農家の方がお見えになりまして、焼

却した鶏ふんを活用できないかということで、ど

うぞ私の田んぼへまいてください、実証します

と、わずかな田んぼでありますが、非常に燐酸系

統の多い商品ができ上がっておるようでありま

す。けさも聞きますと、竹を利用した飼料化も検

討をされておるようでございます。あるいは、大

豆や小麦もたくさん生産をされておりますが、こ

れらもまだ未利用のままのようでございます。西

予市にはさまざまな未利用資源が多ございますの

で、これら積極的な活用についてもぜひご検討を

加えていただきまして、畜産農家も耕種農家も生

産が向上するような、向上できるような対策をぜ

ひともお願いを申し上げたいと思っております。 

 ２点目、都市計画の問題について、２１年度か

らさらに具体的に検討を加えていくというご答弁

でございました。心配をいたしておるのは、あち

らこちらが虫食い状態になって、ここへ道路をつ

けなければならない、ここにつけるのが一番い

い、こんな状況でも、実施できないようなことが

起こり得る可能性が十分にあるだろうと想定をい

たしております。そういう意味では、できるだけ

動線計画を早く立て、周辺の住民の皆さんのご理

解を得ていくことが、将来のまちづくりにとって

大変重要なことであろうと思いますので、さらに

検討を急がれるようにお願いを申し上げておきた

いと思います。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、大竹議員の再質問の未利

用資源の活用についてお答えをさせていただきま

す。 

 先ほど具体的ないろいろなことの話もありまし

たが、例えばわらについてでありますが、先ほど

もお答えしましたように、なかなか組織体ができ

ておりません。だから耕畜連携の中で、畜産農家

が、例えば野村地区の畜産農家が宇和地区に来ら

れてわらをとる組織が十分お互いができてない、

その組織化を図ることがやはり耕畜連携につなが

っていくということだと思っておりますので、そ

の組織化がどうしても必要だとこのような考えで

おるところでございます。 

 未利用資源の活用につきましては、来年度でき

たらバイオタウン構想といいますか、エコタウン

構想、それをつくりたいとこのように計画をして
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おりまして、そういう農畜産物の新たな活用とい

いますのをやっていきたい、そのような今進めよ

うという考えにおるところでございます。 

 都市計画については、部長のほうからお答えを

いたします。 

 

○議長 安藤産業建設部長。 

 

○安藤産業建設部長 道路網の整備につきまして

の質問でございますけれども、道路網につきまし

ては、宇和の都市計画区域内につきましては、昨

日補正でご提案させていただいておりますよう

に、今年度都市計画区域内の道路網の整備を見直

すということで進めていきたいと考えております

ので、よろしくお願いをしたらと思います。 

 

○議長 大竹忠盛君。 

 

○２２番大竹忠盛君 もう一点だけ申しわけない

ですが、追加の質問をさせていただきたいと思い

ますが、果樹農家も私は大変だろうと。特にミカ

ン農家大変だろうと。これだけ肥料が値上がりす

ると経営が大変だなと思っております。去年、お

ととしでしたか、もう改善はされておるかと思い

ますが、野村のエコセンターがせっかくあのよう

な良質の堆肥が多く生産をされておるわけであり

ます。これを市としてもこのような環境でありま

すもんですから、できるだけ果樹農家に何らかの

形で支援をしていくような形がとれないか、お伺

いをいたしたいと思います。 

 

○議長 安藤産業建設部長。 

 

○安藤産業建設部長 議員ご質問のエコセンター

の堆肥の分につきまして、果樹のほうに利用でき

ないかということでございますが、今堆肥ペレッ

トの活用事業というのを昨年度より実施いたして

おります。これ若干一部試行的な事業でございま

すけれども、昨年度は明浜地区のミカン農家に堆

肥ペレットの配布という事業を実施させていただ

きました。いろいろ問題点はございますけれど

も、今年度も引き続いてその堆肥ペレットの事業

を県の補助事業で行うわけですけれども、その方

面を含めまして利用の方向性を探っていきたいと

考えております。 

○議長 暫時休憩をさせていただきます。再開を

１５分後の５５分から再開をさせていただきま

す。（休憩 午前１０時４０分） 

○議長 再開をいたします。（再開 午前１０時

５５分） 

 森教育部長。 

 

○森教育部長 先ほどの森川議員の再質問につい

てお答えをいたします。 

 支払い確約書の保証人は１名いただいておりま

す。 

 

○議長 次に、１番兵頭竜君。 

 

○１番兵頭竜君 おはようございます。 

 議長より質問の許可をいただきましたので、通

告書に基づきまして一般質問をさせていただきま

す。 

 私が市議会議員になりまして５カ月が経過いた

しました。その中で私が切に感じたところに、予

算の削減があります。この４年間に一般会計ベー

スで言うと、旧５町は約３００億円前後であった

に対して、約２４５億円まで減少しました。これ

は大変な状況であり、市民の痛みを伴い、またそ

うすることによって、中・長期的な財政展望があ

る程度見えてきたというところの現実でもあると

理解しております。今後も削減できるところは削

減していかなければなりませんが、私は予算をど

うやって削減するかのじゃなく、どうやったらふ

やしていけるのか、どうすれば自主財源をふやし

ていけるのか、財政が厳しい中、削減はいたし方

ない部分もありますが、今こそ予算を落とさずに

自主財源率を上げていく方法を考えていくべきだ

と思います。そして、将来を見たときに、使うべ

きところは使っていかなければならないと強く考

えます。そういった思いの中、以下の４点につい

て質問させていただきます。 

 まず初めに、若者の定住対策についてお伺いい

たします。 

 現在、西予市では過疎化、高齢化が急速に進

み、高齢化率は３５．１％に達し、限界集落も２

割を超える状況にあり、過疎化、高齢化は今後さ

らに加速していくと考えられます。地元の高校を

卒業した若者の多くが都会に進学、そして就職を

し、その地で生活基盤をつくり、西予市にＵター
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ンして帰ってこないのが実態であります。 

 また、一度は西予市で就職した若者でも、不景

気なあおりで将来に不安を覚え、西予市外へ就労

を求め、離れていくケースをよく耳にいたしま

す。平成１８年度に実施された夢創造せいよ２１

の市民アンケートによりますと、今後の定住意向

についてのアンケート結果では、２０代、３０代

の西予市に住み続けたいと答えた人は３６％、４

０代、５０代の６４％、６０代の７３％と比較す

ると非常に弱く、どちらかといえば、住み続けた

いと答えた人を含めると２０代で７５％、３０代

で８２％となっています。どちらかといえばとい

う人は、ふるさとでは住みたいが、現状と将来の

ことを考えると不安になり、こういった答えにな

るのじゃないかと思われます。その不安を解消す

るには、安定した所得が必要不可欠であり、若者

の定住のテーマだと言っても過言ではありませ

ん。 

 また、今後特に力を入れてほしい施策で、若者

の定住促進のための施策４２．３％、就労の場の

拡充４１％となっており、市民が強く望むところ

であると考えられます。 

 そこで、西予市でも若者定住対策は重点的に取

り組むべき施策となっていますが、現在この２点

の施策の市での取り組みの状況をお伺いいたしま

す。 

 また、西予市における企業誘致に関する取り組

み状況と合併後の実績についてもあわせてお伺い

いたします。 

 次に、ふるさと納税についてお伺いいたしま

す。 

 平成２０年４月３０日の地方税法改正により、

従来の寄附金控除制度を拡充する形で導入された

ふるさと納税制度ですが、先般の愛媛新聞にも掲

載されておりましたとおり、西予市での実績は９

万円でした。まだ導入されたばかりで、他の自治

体と比較するのは早過ぎるかもしれませんが、市

町村によってその取り組みに格差を感じます。西

予市をふるさとに持ち、活躍され、成功された方

も多く、国が地域間経済格差で過疎などによる税

収減に悩む地方自治体に格差是正を推進するため

にこの制度を設けたものであり、市は大いにアピ

ールして成果を上げていくべきだと考えます。 

 また、西予市では、寄附をいただいた方にその

返礼として広報を贈るとなっていますが、他の自

治体では、特産品の贈呈などさまざまなもくろみ

が見られます。 

 しかし、ふるさとの明確な基準がないこの制度

で寄附金集めが今後加熱すれば、豪華賞品が登場

することも考えられ、自治体間での奪い合いも生

まれてくる可能性も否定できないため、その点を

十分に考慮した上で取り組んでいかなければなら

ないと思います。 

 さらに、西予市では、この寄附金の使い道につ

いて、これからのまちづくりのために使うと言わ

れておりますが、一つの使い道として、寄附をし

ていただいた方に提案をしてもらう提案型ふるさ

と納税もよいのではないでしょうか。西予市外か

ら西予市を見たときに、我々とは違った感覚で活

性化策やまちづくりなどが見えてくるだろうし、

離れていた人も自分の意見とお金がふるさとで有

意義に活用されれば、この上ないのではないかと

思います。 

 そこで、これらの面を含めて、西予市ではどの

ような形でこの制度を活用していくのか。そし

て、西予市をふるさとに持つ人々にどう周知して

いくのか、市長の考えをお伺いいたします。 

 次に、林道開設事業における地元負担金の見直

しについてお伺いいたします。 

 西予市の森林面積は約３万７，６００ヘクター

ルで、市の面積の７５％を占めており、長い歴史

の中で林業がもたらした役割は非常に大きなもの

があります。中でも宇和町は、全国に宇和ヒノキ

の名で知られる優良ヒノキ材生産地域として発展

してきたところでもあります。 

 しかしながら、現在の林業の経済性は、言うま

でもなく悪化しており、その体をなくしている状

況下にあります。 

 一方では、森林の役割として、地球温暖化防止

におけるＣＯ２の削減を初め森林レクリエーショ

ンの活用など、今までにない形で森林整備の重要

性がクローズアップされてきているところでもあ

ります。 

 また、国土の保全や水源の涵養など市民の生活

と密接かつ重要な役割も担っております。地域経

済と国土保全などをあわせ持つ林業であります

が、将来に備えての森林管理が不可欠でありま

す。 

 また、木材供給のための生産コストを下げるた

めには、作業効率のアップが求められ、そのため
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には、林道整備率を高める必要性があると考えら

れます。したがって、国、県、各市町村において

も、林道整備には重要施策として取り組んできた

結果、今日の林業振興につながったものと理解し

ているところでもあります。今後におきましても

このことに変わることはないと思われますが、西

予市おいて林道開設に伴う地元負担金が県内の各

市町村と比較して異常に高く、関係者にとって林

道開設を考える上で非常にネックとなっていると

ころであります。国補林道開設事業において、地

元負担率が県内平均の約３％に対して、西予市は

１１％と突出しており、県内の負担率が西予市に

次いで高い市でも５％であるのに、ましてや１

１％は高過ぎるのではないでしょうか。これでは

今後林道開設の計画すら上がらない状況も考えら

れます。市民、受益者、林業関係者に立った政策

転換、また将来の森林環境にもたらす影響を考え

ると、早急にご検討を望むところでありますが、

理事者の考えをお伺いいたします。 

 最後に、グラウンドの芝生化についてお伺いい

たします。 

 西予市はスポーツ立市を掲げて、２０１７年の

愛媛県で開催される国体に備えて、スポーツによ

るまちおこし運動を展開するとなっており、その

基本目標の中で、社会体育施設を整備するとされ

ております。現在、宇和、野村、三瓶には、小学

生のジュニアサッカークラブがあり、野村町のセ

ルジオ杯は、ことしで２０回目を数え、地域に根

づいた大会として町民の支持を得るまでに成長し

てきました。過去にはＪリーガーも輩出してお

り、歴史を刻んでいるさなかではないかと思いま

す。そういった中、現在西予市にはサッカーなど

を行う芝生グラウンドがありません。やはりスポ

ーツを行う上で、その環境が及ぼす影響は多大な

るものがあると考えられ、また芝グラウンドが整

備されれば、いろいろな試合、合宿の誘致も可能

になり、さまざまな効果があるのではないでしょ

うか。何よりよい環境下の中でスポーツは行うべ

きであろうし、それが結果となって出てくるもの

もあると思います。 

 また、各地区で盛んに行われているソフトボー

ルやゲートボールといったスポーツも行えるよう

な多目的な芝グラウンドの設置が望ましく、市民

が願うところであると考えます。例えば、野村町

の運動公園多目的グラウンドを芝生化すると、先

ほど述べましたサッカー大会が芝生の上ででき、

多方面からの大会参加が見込まれます。週３回行

われているソフトリーグの試合も環境を整備する

ことによってその人口もふえ、西予市が掲げてい

るスポーツ実施率向上にもつながっていくと考え

られます。 

 また、隣接して最近では使用機会が減っている

クロッケー場を競技人口が増加して人気のあるフ

ットサルの会場にするとか、天然芝のテニスコー

トにすれば、多目的にとらえることができ、使用

機会も増加すると考えられます。整備費や維持費

等の今までにかからなかった経費がかかるという

デメリットはありますが、デメリットを感じさせ

ないメリットのほうが大きいということが、この

芝グラウンドにはあると私は考えます。 

 また、最近では、学校の校庭を芝生化する動き

も全国で見られ、平成１９年度までに１，４９２

校が３００平米以上の芝生化をしています。弾力

性に富んだ芝生は、けがの防止に役立ち、豊かな

心をはぐくむ効果があるだけでなく、大気浄化機

能など環境対策にもすぐれています。今後保育園

や幼稚園の園庭、福祉施設も含めてサッカー場、

多目的グラウンドとリンクしながら考えていくべ

きだと思いますが、理事者の考えをお伺いいたし

ます。 

 以上で私の一般質問を終わります。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、兵頭議員の質問に答えさ

せていただきますが、一番若い議員さんでありま

して、思い出に残るきょうは質問になるんではな

かろうかと思いますので、私どもも一生懸命答え

させていただいたらと思っております。 

 それでは、若者の定住の対策について私のほう

からお答えをさせていただきます。 

 合併後も野村地区及び城川地区において定住促

進に向けての各種補助金の条例、要綱を暫定施行

をしておりましたが、各種補助金の見直し、旧町

間の統一の検討、また過去３年間に補助金交付を

受けられた市民に対するアンケートの結果から、

補助金による定住促進の効果が明確にならなかっ

たこと、また旧２町の補助金であり、全市に適用

を拡大することに当たっては、補助金のみではな

く、より総合的な支援施策を立案し、効果ある制
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度とすべきと判断をして、平成１７年度末をもっ

て定住促進関係の補助金事業を廃止となっており

ます。 

 しかしながら、若者の定住促進を進める上で

は、就労の場の確保、定住促進住宅の整備、安心

して子育てができる環境の整備などが重要で、各

部課において取り組みがなされております。 

 定住促進住宅の建設につきましては、明浜町地

区で１９年度に農業・漁業後継者住宅建設事業で

狩江地区に４棟、田之浜地区に２棟の住宅を建設

し、後継者の育成とあわせて若者の定住促進を図

っておりました。 

 また、子育て支援につきましては、一部保育所

において延長保育や土曜保育、一時保育、病児・

病後児保育事業を実施しております。このほか地

域子育て支援センターを運営する法人等に委託を

して、就学前児童とその保護者に対して子育て家

庭の育児不安孤立感の解消など、保護者が育児と

仕事を両立できるような適切な相談を受けており

ます。平成２０年度からは、３歳から就学前の児

童に対する通院分の医療費を無料化し、保護者の

負担軽減等につなげております。放課後保護者の

いない家庭の小学校低学年児童を集め、健全育成

を推進するクラブが市内に２つあり、その業務を

委託して運営推進を図っております。このように

若者定住対策には、安心して子供を産み育てる環

境づくり、男女がともに働きやすい環境づくり、

就労場の確保、定住促進住宅の確保、充実等など

総合的な取り組みとして今後とも鋭意努力をして

まいりたいと考えております。 

 次に、若者定住のもう一つの企業誘致に関する

取り組みについてお答えをさせていただきます。 

 まず、企業誘致に関する取り組みでございます

が、平成１８年度の産業創出課の新設を機に企業

誘致条例の全面改正とコールセンター、データセ

ンターを対象とした情報通信関連企業誘致条例を

設置いたしました。これにより奨励措置対象業種

を拡大し、企業に対する優遇措置を充実させる

等、企業が西予市により立地しやすい条件整備を

行ったところでございます。企業への誘致、ＰＲ

等も重要な対策の一つですが、残念ながら西予市

には現時点では企業がすぐ立地できる工業団地が

ありません。したがいまして、不特定多数の企業

にダイレクトメールを送付する等の誘致活動手法

をとることができません。したがいまして、市独

自入手の情報や愛媛県の担当課や東京事務所等か

ら得られる情報を活用しながら、個別に企業に対

する働きかけを行っているのが現状であります。

ただし、今年度だけの取り組みではございます

が、愛媛県地域産業活性化協議会の事業を利用し

て、西予市を事業所立地候補地として多企業のア

ンケートを実施する予定でございます。事業所の

移転意向や西予市への関心度をアンケートの形で

調査し、そのデータを活用して愛媛県と協力しな

がら企業訪問活動を行う考えでございます。 

 次に、合併後の企業誘致実績でございますけれ

ども、具体的には条例を適用して市が認定した事

業所の誘致実績でございますが、前年度までに３

社あり、各社の開業時の合計で４１名の市民の雇

用がありました。今年度新たに２社が認定とな

り、１９名程度の雇用につながりましたので、合

併後の実績は合計５社の新規立地または増設があ

り、市民６０名程度の雇用が創出されたことにな

ります。企業誘致は日本経済の好不況に左右さ

れ、厳しい事案ではございますが、質問ご趣旨の

とおり、若者の定住促進にはなくてはならない施

策ですので、今後とも不動な努力を続いていきた

いと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○議長 清水総務企画部長。 

 

○清水総務企画部長 それでは、兵頭議員のふる

さと納税のご質問にお答えをいたします。 

 ふるさと納税制度は、出身地や応援したい都道

府県、市町村に寄附をすると、居住地の個人住民

税などが軽減される制度でありまして、平成２０

年４月の地方税法改正で導入されました。５，０

００円以上の寄附が対象で、寄附金額のうち、

５，０００円を超える額について、個人住民税額

のおおむね１割を上限といたしまして所得税や個

人住民税から控除されます。寄附金の使途につき

ましては、自治体が決めることになっておりまし

て、地方の活性化などを目的といたしておりま

す。 

 西予市でも法改正に伴いまして、総務企画部を

中心に、ふるさと納税普及推進会議を立ち上げま

して、ふるさと納税制度の対応等についていろい

ろ協議を重ねてまいりました。その中でふるさと

納税の取り組みといたしまして、宣伝チラシの作
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成、西予市ホームページへの掲載、広報せいよの

掲載、それからふるさと会等の呼びかけ、そして

愛媛県東京事務所へのイベント等でのＰＲを行っ

ております。 

 寄附者へのお礼といたしましては、お礼状と記

念品、この記念品につきましては、いろいろ検討

を重ねました結果、華美にならないもの、また旧

５町の情報が掲載されていて、ふるさとにより一

層関心を持っていただくことで次につながるので

はという理由で広報紙を１年間無料で送付するこ

とといたしております。 

 また、みかめ海の駅潮彩館より開館１周年記念

といたしまして、ミカンジュースを寄贈していた

だいておりますので、ことしに限りまして寄附者

へのお礼といたしまして、ミカンジュース６本入

り箱詰めもあわせて贈っております。 

 また、この寄附額につきましては、各自治体さ

まざまなようなでございますが、西予市ではこの

９月８日現在で問い合わせ１２件、それからうち

寄附者は４名で寄附総額は２４万円でございま

す。ここで提案型ふるさと納税はどうかというこ

とでございますが、このふるさと納税制度の寄附

金は指定寄附ではなく、あくまでも一般寄附であ

ります。そこで、指定寄附にならない範囲で寄附

申出書の中で希望があればということで使途の希

望を聞いておりますので、使途につきましては、

その希望を尊重していきたいと考えております

が、寄附金が幾ら集まるかも未知数のところでも

ありますので、現在のところは具体的に決めてい

ないのが現状でございます。今年度中には方向を

決めていきたいとこのように思っております。 

 また、どう周知をしていくかということでござ

いますが、決算後寄附金の使途について広報せい

よ、ホームページで公表するとともに、寄附者の

方にその使途について報告いたしまして、引き続

きの寄附のお願いをするよう考えております。 

 以上でございます。 

 

○議長 安藤産業建設部長。 

 

○安藤産業建設部長 兵頭議員の３点目、林道開

設事業における地元受益者負担金の見直しについ

てお答えをいたします。 

 西予市の林道開設事業の地元負担金につきまし

ては、西予市林道整備事業分担金徴収条例で定め

ております。本条例は、合併協議の受益者負担の

取り扱いの中で、新市の財政負担を考慮し、調整

したものでございます。それで内容は、事業に要

する経費のうち、国または県から交付を受ける補

助金の額を除いたものに対し３分の１を地元負担

金といたしております。議員お示しのとおり、事

業費の約１１％の地元負担率でありまして、県内

の市町平均が約３％に比較して、負担率が高いの

は十分承知しているところでございます。 

 西予市は県下では有数の森林資源を有する地域

で、林業振興には木材需要の大半を占める木造住

宅への利用促進をするために、西予市産材木造住

宅促進事業を初め、間伐材出荷促進対策事業、林

業技術者育成支援、さらには、林道を補完する簡

易な作業道等、県下に先駆け各種林業振興対策事

業により積極的に支援をしているところでござい

ます。市といたしましては、限られた財源の中で

効果的、総合的な森林・林業の振興を行うことが

重要であると考えており、当面は林道開設事業の

地元負担金の見直しは考えておりませんので、ご

理解いただきますようお願い申し上げます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○議長 森教育部長。 

 

○森教育部長 兵頭議員の４点目の質問にお答え

をしたいと存じます。 

 グラウンドの芝生化について、国は２０００年

にスポーツ振興基本計画を策定いたしておりま

す。県も２００３年に愛媛県スポーツ振興計画を

策定しております。西予市では、国及び県のスポ

ーツ振興計画を踏まえ、平成１７年度に教育委員

会から諮問を受け、愛媛大学の協力をいただきま

して、平成１８年４月に西予市スポーツ振興計画

審議委員会を設置いたしまして、昨年３月西予市

スポーツ振興計画を作成いたしました。 

 議員ご指摘の社会体育施設の整備については、

基本目標として掲げているところでございます。

市内のスポーツ施設は、合併に伴い、運動場１２

カ所、これは多目的広場、公園、グラウンド等で

ございます。体育館６カ所、プール３カ所、テニ

スコート４カ所、野球場２カ所、陸上競技場１カ

所、武道場１カ所、射撃場１カ所と多くの施設を

管理いたしております。整備してほしいスポーツ

施設の中では、行政への要望で多目的広場及び近
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所の広場や公園などの整備が１６．８％と第３位

の希望でございます。その中で今回グラウンドの

芝生化についてのご質問でありますが、運動公園

多目的グラウンドやクロッケー場を芝生化し、よ

い環境の中でサッカーなどを行うことは、スポー

ツ活動への参加人口の増加や実施率の向上に効果

があるものと考えております。議員もご心配いた

だいております整備費や維持管理費等、新たな経

費も確かに発生してまいりますが、芝生化による

メリットも大いにあることは、だれもが認めると

ころでございます。芝生化の工法等には、多種多

様な方法があり、ノシバやコウライシバといった

１平方メートル当たり数千円もかけて張るものか

らティフトンシバでポット苗を小学生や保護者が

田植えのように植えつける工法では、平米数百円

で張るものまでいろいろ工法がございます。例え

ば、ノシバやコウライシバで野村運動公園多目的

グラウンドの芝生化を行おうとした場合で、面積

が約９，５００平米あるといたしまして、平方メ

ートル当たり４，８００円かかるといたしますと

４，５６０万円、施工費と諸費用で約１．５倍か

かるとすれば、約６，８４０万円が必要となるわ

けでございます。これに年間の維持管理費が約５

００万円程度かかる見込みでございます。これは

大洲の平野陸上競技場を参考にさせていただいて

おります。今後スポーツ立市運営委員会等の意見

を参考にしながら、慎重に検討していかなければ

ならないと思います。教育委員会といたしまして

は、２０１７年に愛媛国体の招致種目なども想定

し、必要なものから順次取りかかりたいと考えて

いますので、グラウンドの芝生化の問題につきま

しては、今後の大きな検討課題とさせていただき

たいと考えています。 

 以上、兵頭議員への答弁とさせていただきま

す。 

 

○議長 兵頭竜君。 

 

○１番兵頭竜君 それでは、再質問をさせていた

だきます。 

 まず初めに、若者定住対策についてですが、企

業誘致に関する５社という報告がありましたが、

それはその５社のうちの内訳を少し教えていただ

きたいと思います。県内と県外で何社ずつなの

か、そういうことをちょっと教えていただければ

と思います。 

 それとふるさと納税について、若者定住対策と

連動するんですが、私が思うのに、企業誘致とふ

るさと納税、これはいろいろと市のほうでもいろ

んな動き、行政のほうでもされてますが、専門

職、専門の職員を設ける、そしてどんどんどんど

んアピールしていく、そういうことも必要なんじ

ゃないかなと思うのですが、特に企業誘致に関し

ては、先ほど市長が言われましたように、女性も

働ける環境をつくろうということも言われました

んで、企業誘致に関して、また女性の目も必要な

んではないかなと私は思うんですが、そこら辺の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○議長 安藤産業建設部長。 

 

○安藤産業建設部長 兵頭議員の再質問の５社で

ございますけれども、１８年度におきまして愛媛

南部ヤクルト販売株式会社、それから同じく１８

年度丸三産業の西予工場、それからスリーベルの

愛媛支店、これが１８年度の３社でございます。

２０年度今年度の２社でございますけれども、四

国コカ・コーラボトリング、それからカーディナ

ル株式会社、以上の５社でございます。 

 

○議長 清水総務企画部長。 

 

○清水総務企画部長 ちょっとご質問が難しいよ

うなことでありまして、お答えになるかどうかわ

かりませんが、とにかく先ほどもお答えいたしま

したとおり、今のこのふるさと納税の金額という

ものは、４件の２４万円程度しか入っておりませ

ん。それで、今の全国の自治体の状況も見てみま

すと、なかなかふるさと納税が完全に、どういい

ますか、その法律がうまくできてないんじゃない

かなという気がいたしております。それで、兵頭

議員さんは、そこで専門職を設けてどんどんとＰ

Ｒしなさいということであろうかと思いますが、

そこで一番は費用対効果というものをやっぱり考

えるべきじゃないかなという気がいたしておりま

す。先ほども言いましたように、使い道等々につ

いてはまだまだ決めておりませんので、そこら辺

は十分今後は検討してまいりたいとこのように思

っております。 
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○議長 兵頭竜君。 

 

○１番兵頭竜君 それでは、もう一点、林道のこ

とについて再質問させていただきたいんですが、

たくさんの林業支援事業をされておって、財政が

厳しいということで、その中でやっぱり１１％に

なるというお答えだったんですが、ここで当面は

下げるつもりはないということなんですが、工事

の本数を減らしたり、工事金額を少し削減しても

やっぱり林業の経済性を今考えると、今後林道開

設、基幹林道としたら、整備はやっぱり必要です

し、そこら辺はやっぱり考えていくべき、もう早

急に考えるのがやっぱり必要ではないかなと。林

業関係者のやっぱり経済性、先ほども言いました

ように、そこら辺が今後の見通し、また高齢化も

ありますんで、そこら辺をもっと検討していただ

ければと思うんですが、よろしくお願いします。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、兵頭議員の質問について

お答えしますが、私の林道に関する考え方ですけ

れども、私は基幹林道を今何ぼかつくっておりま

すが、集落間林道等々何ぼかやっております。そ

れはずっとやっていく必要があると思いますけれ

ども、ただ今一番延ばすのには、林内作業道を延

ばしていくのが、私は一番いいという発想を持っ

ておるんです。だから基幹林道として、県単林道

等々しますと、非常に莫大な金があってなかなか

延びない。それよりか林内作業道をどんどんつく

っていく、高知のある町はそれで総延長すごいキ

ロ数をやっておりますが、そういう方法論を講じ

るのは私は林家に対しても早くそういう支援がで

きるとそのように考えております。発想を変えて

いく必要があるとそのように思っておりますの

で、お答えをさせていただきます。 

 以上です。 

 

○議長 兵頭竜君。 

 

○１番兵頭竜君 済みません、最後に１点だけ、

グラウンドの芝生化についてなんですが、コウラ

イシバで費用が整備費にかかるというのはわかり

ますが、人工芝等も視野に入れて、またいろいろ

な多方面で考えていただきたいと思うんですが、

よろしくお願いいたします。 

 

○議長 森教育部長。 

 

○森教育部長 ご意見として承りたいと思いま

す。大変ありがとうございました。 

 

○議長 次に、４番明智祥勝君。 

 

○４番明智祥勝君 議長の許可を得ましたので、

通告に基づき質問をさせていただきます。 

 集落営農組織の実態と育成についてお伺いをい

たします。 

 市の基幹産業の一つであります農業は、農家数

及び農家人口の減少、また農業粗生産額におきま

しては、平成１４年に１２３億円ありましたもの

が、現在ではおよそ９０億円を割り込むような厳

しい状況下にあります。 

 さらに、高齢化また限界集落の増加の進む中、

あちこちで耕作放棄地も増加の傾向にあります。

全国的には東京都の面積に匹敵するとまで言われ

ております。そこで、地域農業の安定的継続のた

めの一つの方策として、集落営農組織の育成があ

ると考えております。愛媛県内では、２００８年

３月末で２６７組織あり、県内全体の農業集落の

約３割に当たる１，００７集落で活動している現

状があると聞いております。市の基本計画の中で

も集落を基盤とした農地の受け皿としての営農組

織の育成が、農地と基幹産業を守る重要な役割を

持ち、体制整備が急務であるとされております。 

 また、側面的には、農機具の過剰投資を抑える

効果も期待できるところであります。 

 そこで、まず１点目として、市内の各町ごとの

集落営農組織の数及び現在の活動状況、その地域

に対する波及効果等についてお伺いをいたしま

す。 

 次に、基本計画にもありますとおり、体制整備

につきまして、農協等の関係機関であります支援

センターの指導体制の現状と今後の人的体制整備

をどのように考えておられるか、お伺いいたしま

す。 

 先ほども申し上げましたように、このことを取

り組む中では、やはり人、これが一番重要になっ

てくるんではないかというように考えておりま

す。 
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 ３点目として、新たな組織設立につきまして

は、大型農業機械等の整備が必要になる場面も出

てくると思われますが、国、県の事業導入、ある

いは市単独の助成措置等が組織への支援が見込ま

れるのかどうか、非常に厳しい財政状況にありま

すが、農地を守り、また地域環境を守っていく上

でも営農組織の育成が必要と思われますので、こ

の点につきましてもお伺いをいたします。 

 以上、３点お伺いし、私の質問とさせていただ

きます。 

 

○議長 安藤産業建設部長。 

 

○安藤産業建設部長 明智議員の集落営農組織の

実態についてお答えをいたします。 

 西予市の農業は、海岸部では、温暖で日射量が

多い気象条件を生かしたかんきつを中心とする果

樹経営と内陸部の中山間地域では、水稲、畜産、

野菜、落葉果樹等の多様な農業経営が行われてお

ります。 

 しかし、社会経済情勢の変化の中で、新規就農

者の減少と農業従事者の高齢化から担い手不足が

進行しており、極めて厳しい状況にあります。こ

のような状況の中で、市では農業基本計画、農業

政策に沿った新たな経営安定対策に対応した効率

的かつ安定的な農業経営を目指し、経営改善に取

り組む認定農業者や集団営農組織に対し支援を集

中、重点化することにより農業改革を進め、地域

と連携した農業・農村の持ちます多面的機能の発

揮や農業の自然環境を生かした環境保全型農業の

推進を図るため、各機関及び団体と連携した活動

を展開しているところでございます。 

 それでは、まず市内の各町ごとの集落営農組織

数と活動状況についてお答えをいたします。 

 西予市の集落営農組織は、５７組織が活動して

おり、組織形態では、特定農業法人２組織、特定

農業団体２組織、農業生産法人１組織、その他任

意組合の農業機械の共同利用農作業受託組合が５

２組織でございます。 

 地区別では、明浜地区が農業生産法人１組織

で、かんきつ農家の農作業受託が主な活動を行っ

ております。宇和地区では、特定農業法人が２、

特定農業団体が２組織あり、米、麦、大豆の生産

と期間作業受託を通じた地域農業の担い手として

の活動を行っております。 

 また、そのほか米を主体とした機械共同利用農

作業受託組織２２を合わせて２６組織でございま

す。野村・城川地域では、ほとんどが米を主体と

した機械共同利用農作業受託活動であり、野村で

１９、城川で１１組織となっており、おのおの地

域リーダーが中心になって農業を支えているが現

状でございます。 

 今後の新たな組織成立の推進につきましては、

引き続き農業支援センターを中心に、各地域の支

部支援センター、関係機関及び関係団体とさらに

連携を図り、地域の特性を生かした小規模農家も

参加できる、また地域農業を支える組織育成への

指導及び推進をし、持続可能な体制整備を図って

まいりたいと考えております。 

 また、新たな組織設立におけます支援では、地

域の要請に応じ、経営規模に対応した効率化に必

要な大型農業機械化の整備が必要でありますの

で、各種の国及び県の補助事業を導入して組織の

支援をしてまいりたいと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○議長 明智祥勝君。 

 

○４番明智祥勝君 あわせて１点だけ。 

 今ほどありましたように回答いただきました

が、特に土地の集積につきましてもそれぞれ指導

体制を強化していただきながら各地域との話し合

いを進めて土地集積についても一定進めていかな

ければならないと考えておりますので、そういう

対策についてもぜひとも講じていただきたいと思

っております。 

 それからあわせまして、先ほど回答いただきま

したが、特定農業団体あるいは法人につきまして

積極的に数をふやしていくというか、法人化に向

けての指導につきましてもお願いといいますか、

積極的な対策をとっていただくよう望むものであ

ります。ありがとうございます。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、明智議員の再質問につい

てお答えをさせていただきます。 

 土地の集積関係の指導でございますが、ご案内

のとおり、国の今農業・農村基本的な考え方が土

地の大規模化あるいは認定農業者に対する集積等
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がありまして、その背景には、土地の集積をしな

さいよというのがあろうかと思います。特に農業

基盤強化法の中で、それを漸次私どももやってお

るところでありまして、そのことは農作業受委託

やあるいは圃場整備等々を含めながら土地利用集

積等も含めたり、さきにも言いました農業基盤強

化法に基づいてやっておった利用をするところで

ありまして、これも市の支援センターを中心とし

てやっていっておりますし、今後ともやっていく

つもりであります。 

 次の特定農業団体あるいは法人化についても、

これもやはり今の西予市においてはそういう方向

が大事だと思っておりますし、そうすることによ

って、いわゆる農業が企業的感覚を持った農業と

いいますか、そういうものが強化されるもんであ

ろうとこのように思っておりますので、指導体制

を今後ともやっていきたい、このように思っとる

ところでございます。 

 以上でございます。 

 

○議長 暫時休憩をいたします。１時１０分から

再開をいたします。（休憩 午前１１時４６分） 

○議長 再開をいたします。（再開 午後１時１

０分） 

 午前中に引き続き一般質問を行います。 

 ２番二宮一朗君。 

 

○２番二宮一朗君 公明党の二宮一朗でございま

す。 

 それでは、通告に従いまして、以下の３つの項

目について一般質問をさせていただきます。 

 まず最初に、放課後子どもプランについてお伺

いいたします。 

 平成１９年度からスタートしております放課後

子どもプランは、地域社会の中で放課後や週末な

どに子供たちが安全で安心して健やかにはぐくま

れるよう、文部科学省の放課後子ども教室推進事

業と厚生労働省の放課後児童健全育成事業を一体

的あるいは連携して実施をするものであります。 

 西予市においては、現在宇和町小学校区と三瓶

小学校区においては学童保育が開設され、保護者

の皆さんからも大変喜ばれております。 

 また、野村小学校校区においても、近い将来開

設予定と伺っており、大変喜ばしく思っておりま

す。 

 しかし、一方でほかの２４の小学校区につきま

しては、いまだ開設の見込みが立っていないのが

現実であります。最近子供が犠牲となる痛ましい

犯罪や凶悪事件が相次いで発生し、社会問題化し

ている上、子供たちを取り巻く環境や地域の教育

力低下も指摘されております。そうした中で放課

後対策は近年ますます重要になってきておりま

す。西予市においては、深刻な少子化の中で、今

後保護者の皆さんや将来家庭を築かれる若い世代

の人たちが安心して子供をつくり、安心して共働

きができる環境をつくることが行政に求められて

いる必要なことと考えます。 

 また、保育園のときには、５時、６時まで預か

ってもらっていたのが、小学校に入学すると下校

時間が早くなるため、子供の帰宅時間に合わせた

仕事に変えざるを得ないなどの状況も起こってき

ております。ことし行った学童保育に関するアン

ケートの調査結果でも、小規模校区の皆さんから

の要望も数多くありました。現在の学童保育のよ

うな規模以外でも、学校の教室や公民館などの既

存の施設を利用したり、地域やボランティアの

方々との連携や協力でできるような少人数の校区

に適した放課後子どもプランを立ち上げていただ

きたいと思いますが、行政としての今後の計画や

方針をお伺いいたします。 

 ２つ目に、教員住宅の再編計画についてお伺い

いたします。 

 教員住宅については、市民の皆様からもあいた

まましとくのはもったいないとか、市営住宅に転

用してもらったらいいのにとか、古いまま放置し

ておくのは危険だなど、以前から多くの声を耳に

しております。現在教育委員会におかれまして

は、教員住宅の再編計画を作成し、粛々と実施に

向けて遂行中だとお伺いをしております。その中

で老朽化のために取り壊しを予定の建物や修繕や

改修が必要な建物、また市営住宅として転用でき

る建物もあると思います。 

 そこで、次の２点についてお伺いいたします。 

 １つは、再編計画案の進捗状況と近い将来のめ

どが立っているところとその時期をお示しくださ

い。 

 ２つ目は、市営住宅に転用可能な戸数はどのく

らいあるのか、答弁を求めます。 

 最後に３点目、行政の市民サービスについてお

伺いいたします。 
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 行政が行う市民の皆様へのサービスは、インフ

ラの整備などのハードなものから、情報の発信な

どソフトなものまでいろいろあると思います。合

併して西予市がスタートしてから市のホームペー

ジや広報紙など行政として鋭意工夫、努力をされ

ていることには感謝を申し上げます。 

 ただ一方で、市民の皆様が市役所に来られたと

きの声として、どこに行って、だれに声をかけれ

ばいいのかわかりづらいとの声をよくお聞きいた

します。市民生活課や税務課のように日ごろから

来訪者の受け入れ態勢ができていて、しかも受付

カウンターになっている部署はいいのですが、そ

れ以外の部署で、特に市民の皆さんが申請や相談

に来られるところの受け入れ態勢には、工夫をし

なければならない余地があると思います。現在の

庁舎ではスペースに限りがあることは認識をして

おりますが、各部署において予想できる申請や相

談事については、目につく場所への案内の表示や

担当者がわかるようにしていただきたいと思いま

す。将来新庁舎が建設されれば、解消される問題

とは思いますが、一日でも早く改善することも市

民の皆様へのサービスだと認識をしております。

行政としてのお考えをお伺いいたします。 

 以上で私の一般質問を終わります。ありがとう

ございました。 

 

○議長 森教育長。 

 

○森教育長 二宮一朗議員の質問１点目、放課後

子どもプランの質問についてお答えをいたしま

す。 

 少子・高齢化とともに核家族化の増加や就労形

態の多様化により、子育てを取り巻く家庭環境は

大きく変化をいたしています。放課後等に子供が

安心して活動できる場の確保を図るため、平成１

８年度より生涯学習課と福祉事務所、現社会福祉

課で協議を重ねてまいりました。平成１９年度に

は生涯学習課が事務局となり、教育関係者、学識

経験者等を加え、県内でもいち早く西予市放課後

子どもプラン運営委員会を立ち上げ協議をいたし

ております。同年に実施いたしました厚生労働省

の放課後児童健全育成事業に関するアンケートで

は、多くの希望がございました。この結果につい

ては、運営委員会でも十分に希望に沿えるよう、

現在も協議をいたしております。 

 学童保育の対象児童は、保護者が労働等により

昼間家庭にいない小学校に就学している、おおむ

ね１０歳未満の児童に対し実施するものです。ア

ンケートでは、子供が帰宅の際、一人でないのに

かかわらず、学童保育を希望している人数の方が

多いという結果も出ております。つまりは対象者

でない保護者までもが学童保育を希望いたしてい

ます。これは学童保育があれば働きたいとの意向

があるものととらえることができますが、子育て

支援の観点と教育的観点とをうまく合致した学童

保育を進めたいと考えています。 

 また、今の西予市の財政状況を考えると、補助

対象を前提として実施に向けて話し合うことが不

可欠と考えますが、この事業は年間を通しまして

２５０日以上開設し、１日１０人以上の参加がな

ければ補助事業として認められず、小規模校では

かなりハードルが高いと考えております。ただい

まのご質問の中にあります学校の教室を利用する

少人数の開設につきましては、学校統廃合等も加

味しながら運営委員会で協議をしていきたいと思

いますが、まずは補助事業を受けた中での運営が

できることを前提にした学童保育を進めたいと考

えております。 

 続きまして、２点目の教員住宅の再編計画につ

いてお答えをいたします。 

 西予市内の教員住宅は、僻地にある学校の教職

員のため、宇和地区を除く４地区、明浜町１９

戸、野村町２０戸、城川町２９戸、三瓶町１３戸

で、合計８１戸整備をされております。 

 しかし、近年は道路網が整備され、遠距離地か

らの通勤が可能になったことや携帯電話の普及に

より、即座に連絡がとれるようになったこともあ

り、空き住宅が目立ってきている状況はご指摘の

とおりであります。 

 １点目の教員住宅再編の進捗状況と時期につい

てのご質問でございますが、平成１９年度から教

員住宅再編に向けて現地調査、関係各課との協議

を進めているところであります。このような中に

ありまして、八幡浜教育事務所の南予教育事務所

への統合により、教職員の人事異動が従来より広

範囲になることが予測されることで、教員住宅へ

の入居希望者への配慮、学校再編計画の推進によ

る小学校の統廃合による入居希望者の減少など社

会情勢の変化や教育行政を取り巻く環境の著しい

変化を考慮した上で教員住宅の再編が求められて
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おります。このことから、学校の統廃合を視野に

入れ、教員住宅として確保しておかなければなら

ないもの、一般住宅に転用すべきもの、老朽化に

より取り壊しが必要なものなど将来を見据えた上

での区分を行い、学校再編計画とあわせて教員住

宅として利用のない施設に関して順次整理を行

い、公共施設の有効活用を図らなければならない

と考えております。 

 次に、２点目、市営住宅に転用可能な戸数につ

いての質問でありますが、現時点では学校再編計

画の方針が決まっていない状況でありますので、

確定的なことは申せませんが、現地調査の結果を

踏まえ、立地条件、住宅の状況等から総合的に判

断いたしまして、現時点で市営住宅に転用可能な

戸数は、１１戸程度と考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○議長 清水総務企画部長。 

 

○清水総務企画部長 それでは、二宮議員の行政

の市民サービスについてのご質問にお答えをいた

します。 

 昭和３１年４月の完成で、その後公民館、図書

館、保健センターを建て増しをしておりますの

で、大変複雑な配置となっておりまして、市民の

皆様には大変ご不便をおかけいたしております。

そのため主要な箇所には案内板を設置し、また課

の出入り口付近には、配席図を設置しております

が、市民の皆様にはわかりにくいところがあろう

かと思っております。現状の庁舎では、これ以上

の詳細な案内板の設置は、スペース的にも困難と

思われますので、職員が積極的に市民へ声をか

け、案内することで対応していきたいと思ってお

ります。 

 なお、予想される申請及び相談等が開催される

ときには、担当課のほうで目につきやすい場所に

案内表示を設置してまいります。 

 新庁舎におきましては、市民の皆様に優しくわ

かりやすい案内表示を行いますとともに、関連の

ある部署を一つのフロアにまとめて配置するなど

利便性を考慮し、住民サービスの向上に努めてま

いりたいとこのように考えております。 

 以上でございます。 

 

○議長 二宮一朗君。 

○２番二宮一朗君 いただきました答弁に対し

て、何点か再質問をさせていただきます。 

 まず、放課後子どもプランでありますけれど

も、補助事業であることは承知もしております

し、財政に負担がかかるということも理解はして

おります。ただ先進地、この子どもプラン等の先

進地の状況を見てみますと、市の補助も入れたり

してではありますが、結構安い金額で利用できる

ような状況もあると聞いてお伺いをしておりま

す。そういう点を研究をしていただいて、今後に

生かせていただきたいなというようのが１つと、

今学校再編検討委員会の答申を受けて小学校の再

編の流れができ始めている今こそ、こういうこと

をやり始めるというか、事業としてスタートさせ

ていく必要があるのではないかと思っておりま

す。 

 また、学童保育が、今は現在あるような野村を

入れたら３つになろうかと思いますが、もしこう

いうところにしかなければ、今後家庭を持って子

育てをしていかれる若い世代の方が、やっぱりそ

の地域、学童保育のある校区にしか集まらなくな

ると。そうなってくると、現在も進んでおります

けれども、周辺地域の少子化であったり、限界集

落であったり、または行政区の運営すらなかなか

難しくなってくるという状況もあるのではないか

と。先ほど言いました再編計画をもとにで結構だ

と思いますけれども、その周りもそういう環境、

いい環境ができるようなご配慮をぜひ行政として

お願いしたいと思っております。 

 ２つ目に、教員住宅の再編計画の件であります

が、１つは、市営住宅に転用できる１１戸の地区

の内訳がわかれば教えていただきたいというのが

一つと、もう一点は、できるところから順次早く

スタートをしていただきたいと。また、取り壊し

というところもありましたけれども、今地元の業

者も不況で仕事がないというところもたくさんあ

ろうかと思います。悲鳴に似た声も聞こえてきま

す。少しでもそういう業者に仕事としてできれば

活力も生まれるんではないかということもあわせ

て考えておりますので、よろしくお願いを申し上

げます。 

 それと、３点目の行政の市民サービスについて

今ほどもご答弁のありましたように、新庁舎の中

にご配慮はいただくとは思いますけれども、市長

もきのうの議会冒頭でのごあいさつにおいて、安
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全で安心で人に優しいということをコンセプトに

取り組んでいくというごあいさつがございまし

た。やっぱりサービスというのは、もちろんそう

いうきれいになったとか、そういう仕組みも大事

ですけれども、やっぱり職員の皆さんの心が、市

民に届くかというところが一番大切なところだと

私自身は思っておりますので、そういうところも

踏まえて、市民の目線でしっかり考えていただい

てのサービスをぜひ今後ともよろしくお願いいた

します。 

 以上でございます。 

 

○議長 森教育長。 

 

○森教育長 それでは、再質問についてお答えを

させていただきたいと思います。 

 先進地、学童保育放課後子どもプランですか、

いろんなケースがあろうと思いますので、今後先

進地等を視察をしていく中で、西予市として取り

組めるようなケースがありましたら、また皆さん

のご希望も聞きながら検討をしていきたいと考え

ております。 

 それと、一般の住宅に変更可能な１１戸の内訳

でございますが、高山小学校の教員住宅が４戸、

土居教員宿舎４戸、高川教職員宿舎３戸、これが

現在あいておりまして、まだ使える、使用に耐え

るということではございますけれど、今後学校再

編によりまして、逆にまた使わなければならない

ような状況になったりとか、そのまま建設課のほ

うで一般公営住宅として受けていただけるかどう

か今後検討をして、なるべく早い時期にめどが立

ち次第進めていきたいと思います。 

 そして、取り壊しにつきましても、今後調査を

しまして、もう当面使えないと、取り壊すべきだ

という老朽化したものについても、できるだけ早

い段階で答えを出しまして進めていきたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、二宮議員の再質問の最後

の行政サービスの件についてお答えをさせていた

だきます。 

 今度の新庁舎についてもそうでありますが、先

ほど部長のほうが答えましたとおり、市民に利便

性が高いように、同じような絡みのあるものにつ

いては同じフロアにやっていくようなサービスを

していきたい、配置をしていきたいと話しました

とおりでございまして、それだけではなしに、今

議員のおっしゃるように、職員の心の大切さ、サ

ービスに対する心の大切さを今言いましたが、そ

れはごもっともなことだと思っております。した

がいまして、私どもも今新庁舎に関してのパブリ

ックコメント等々もいただいておりますが、その

中にもそういう問題もご指摘をされたりしており

ますし、あるいは先ほどの話とも同じであります

が、ワンストップサービス、ワンフロアサービス

等々の徹底もしながら職員をしっかり市民にサー

ビスできるような体制づくりをやって今後ともい

きたい、このように思っております。 

 以上でございます。 

 

○議長 二宮一朗君。 

 

○２番二宮一朗君 最後に１点だけ、答弁は結構

なんですけれども、今回の新庁舎建設に当たり、

見させていただいた基本設計の中で、一つ私自身

の要望としては、本当に総合案内というようなも

のを置いていただいて、そこで来られた方にご案

内をするというようなシステムがいいんじゃない

かなと私自身は考えております。 

 また、総合案内の場所においては、各課から当

番制というか、輪番制に出てきていただいて、職

員の人が、ある一定以上の市役所の中が理解され

ている方がやっていただければ、職員の皆さんの

勉強というか、にもなるし、意義もあることじゃ

ないのかなと私自身は考えておりますので、今か

ら基本設計をしっかりスタートすると思いますけ

れども、そういうところも視野に入れた設計をぜ

ひよろしくお願いをして、質問を終わりたいと思

います。ありがとうございました。 

 

○議長 次に、７番松山清君。 

 

○７番松山清君 平成２０年第３回定例議会にお

きまして、質問の機会を得ましたので、通告に基

づいて質問をいたします。 

 今世界はリーマン・ブラザーズの破綻やアメリ

カ最大手の生保であるＡＩＧへの公的資金注入な
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どアメリカの景気減速が物すごい勢いで進んでい

る結果、１世紀に一度起こるか起こらないかとい

う倒産と今の社会の景気に対する不安が渦巻いて

おります。日本は小泉内閣による地方切り捨ての

都市の論理と市場原理、自由競争という耳ざわり

のよい言葉に乗せられて、地方での社会と暮らし

が崩壊してきており、これからどう生活していく

のかという失望感が日に日に高まっております。

それにもかかわらずこのような危機感を全く感じ

ていないような総裁選に多大なる時間と労力を費

やしている現実が、全く腹立たしく思えておりま

す。日本の内閣は議院内閣制であり、アメリカの

ような大統領制ではないので、現職の総理大臣が

職を投げ出すような異常事態には、国会の責任に

おいて速やかに新しい総理大臣を決定し、国の今

の問題解決やこれからの日本のために打つ手を打

つという即断即決が必要なのではないかと痛感し

ております。政権闘争に明け暮れて、世界から取

り残されて日本のこれからは、希望も夢もなくな

ってしまうと言わざるを得ません。せめて西予市

においては、今何をすべきかしっかり考えて、誤

りのない道を歩んでいきたい、そう思うわけであ

ります。西予市にも課題は山積み、どれが重要だ

と順序づけることはできないかもしれませんが、

主要なものを５つ上げると、新庁舎建設、ＣＡＴ

Ｖ事業、宇和病院改築を含む西予市医療体制の改

革、学校再編、行財政改革が上げられます。その

中でも一番難しいのが、地域の感情や小学校がど

うあるべきかを問われる学校再編ではないでしょ

うか。いずれもこの４年間の後まで結論を持ち越

せない喫緊の課題であり、それらに関連した質問

をしたいと思います。 

 まず初めに、ふるさと納税の推進についてお伺

いいたします。 

 今年度からふるさと納税制度が導入されていま

すが、現在の西予市においての方針や見通し、行

政としての受けとめ方はどうなっているのでしょ

うか。ふるさと納税制度とは、自分のふるさとに

寄附をすることにより、都会で支払っている所得

税や住民税から一部が控除される仕組みとなって

いますが、それがまだ西予市出身で都市部で生活

している方々に対して、周知徹底できていないと

思います。西予市では、ホームページの広報はさ

れていますが、そのほかその対応としてどのよう

な方策を考えているのでしょうか。 

 ９月６日付愛媛新聞によりますと、都道府県単

位では、愛媛県が１２２件で６５１万７，０００

円となっていますが、制度開始前のことし１月か

らＰＲを始めた徳島県は１，７０１万１，０００

円と大差をあけられた結果でした。その取り組み

によってふるさと納税の成果は大きく違っている

わけです。まだまだ金額面は少額ですが、財政基

盤の弱い自治体では、このような制度も大いに活

用していかなければならないと考えます。私も首

都圏に住む弟が、ふるさと納税をしたいがどうし

たらよいかと問い合わせをしてきたことがありま

したが、そのときはホームページにも掲載されて

おらず、しかも自分自身もどうしたらよいのかわ

からず、的確に答えることができませんでした。

せっかくの制度ができたのでありますから、大い

にこれを活用して財源確保に努めるべきであると

思いますが、理事者の考えはどうでしょうか。 

 何もしないと応募者は増加しません。盆、暮れ

に西予宇和インターチェンジ付近やＪＲ卯之町駅

などに垂れ幕や目につく看板を出すとか、親が都

会の子供に頼んでもらうとか、もっと積極的な取

り組みをしてはどうでしょうか。西予市理事者、

職員、議員や関係者に家族や知人にＰＲをしても

らうようお願いしたり、西予市にかかわるホーム

ページなどにバナー広告を出すなど強力に推進で

きないものか、理事者の考えをお伺いいたしま

す。 

 次に、西予市版少子化対策について伺います。 

 ことしの夏以降、学校再編計画策定に向けての

校区別懇談会が実施されており、廃校が予定され

ている地区については、切実な存続の意見が出て

おります。地域が寂れることを考えると、学校が

その地区にあってほしいという気持ちはよくわか

ります。 

 しかし、子供の減少が著しく、学校が存続でき

ないというのも現実であります。子供がいなくな

れば、地域は荒廃するわけであり、抜本的な少子

化対策や子育て支援が求められる時代となってい

ますが、西予市独自の少子化対策はどうなってい

るのでしょうか。 

 人口がふえるためには、出生率が２．０７人必

要というデータもあり、３人以上の子供を産んで

育てなければなりません。しかし、１人や２人の

子供の家庭が圧倒的に多く、最近では３人兄弟と

いうのは珍しいくらいになっています。 
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 そこで、３人以上の子供を産んでもらう環境づ

くりが大切だと私は思うのですが、市として思い

切った対策をとらないと、西予市の人口は著しく

減少してしまいます。その対策としては、３人目

以降の子供に対して高校生までの医療費の免除や

保育料、給食費の免除、出産費用の支援など、こ

れまでになかったことまで踏み込んでこれからは

対応していかないと、それだけ子供をつくって育

てようという親がいなくなるのではないかとまで

私は心配しております。西予市全体でごみ処理費

削減に取り組んだ結果、一つの目標をクリアして

財源確保ができたわけですが、さらに次のハード

ルに向かって子供の減少を食いとめるためにも、

財源が厳しい中ではありますが、そのような西予

市独自の少子化対策に取り組んでいただきたいと

思うのですが、理事者はどう考えているのか、お

聞かせ願います。 

 次に、合併後１０年を経過したときの財政見通

しについて伺います。 

 西予市は合併後５年目を迎えますが、経常収支

比率などを見ると財政の硬直化が進んでいること

がうかがえます。退職勧奨制度を採用したことに

より、職員削減なども計画に近い数字と伺ってい

ますが、おおむね合併後１０年までは財政的に破

綻することは心配ないとしても、１０年を経過す

ると、地方交付税の額の算定の特例など、合併に

よる特例がなくなるものもあり、財源不足に陥る

ことがあるのじゃないかということが懸念されま

す。実質公債費率においても、１０年後あたりか

ら１６％を超えていく予測であり、地方債の発行

に国の許可が必要となる１８％に近づいていくた

め、西予市の懸案事項であるし尿処理場や宇和病

院の建てかえなどについての問題など、次世代へ

の政策投資を財源的にどうクリアしていけるのか

心配です。合併の際には、地方交付税に関して、

合併算定がえによる普通交付税の増額が１１年度

目以降段階的に縮減され、１５年度で増額分がな

くなるという説明を受けております。その影響が

どう出るのかも、今私は気になっているところで

す。平成１６年度の交付税が１１４億円であるの

が、平成２５年で１１２億円、平成３０年になり

ますと９５億円と、このラストの５年間で一気に

１７億円、１５％下がってしまうわけです。この

とき西予市で何がどうなるのか、ある程度予測さ

れる範囲で準備しておかなければならないと思う

わけです。特に合併後の大型事業の償還金の総額

はどれぐらいになるのか、それが一般会計に占め

る割合や交付税の変動と比較してどうなのかなど

お示し願いたいと存じます。 

 ちなみに、平成２０年度予算ベースでは、２３

２億円の歳出のうち公債費が３５億円で、１６．

９％を占めており、歳入のうち市債が２９億円と

いう状況で、借入金返済の４分の３相当を新たな

借り入れで賄っていることになるのですが、この

ような財政状態が合併後１０年経過した後にも健

全に継続できるのか、理事者の考えをお伺いいた

します。 

 次に、本庁・支所間の人事異動と勤務評定につ

いて伺います。 

 合併後人事異動が行われるようになり、旧５町

の特色がまざり合って、事務レベルも向上してき

ていると思われます。新庁舎建設に伴い、本庁支

所方式になるということですが、さらに事務事業

の効率化並びに本庁・支所間の格差を是正するた

めには、一人の人が同じ支所や職場に長く勤める

のではなく、西予市を広く学ぶことが重要である

と思われます。 

 そこで、本庁・支所間についてもっと人的交流

を推し進めていくことについて理事者はどう考え

るのか、また現在どのような方針と基準でそれに

対応しているのか、お伺いいたします。 

 また、勤務評定について西予市はどのように行

っているのでしょうか。 

 西予市の中には勤務評定に関する条例や規定が

ないため、市民の中には、職員は勤めてさえおれ

ば、上に自動的に上がっていくのよと話す人もい

ます。行政の職員といえども、能力評価や実績評

価は必要であると私は思いますし、それによって

働きがいも違ってきます。仕事を一生懸命やって

もやらなくても同じという組織ではいけないと思

うわけです。西予市職員の初任給、昇格、昇給等

に関する規則の中でも、勤務成績という言葉が出

てきますが、実際にはどのような形で勤務成績が

つけられたり、勤務評定がされたりしているので

しょうか。それらによって士気の向上を図るのが

組織であるはずですが、能力評価や実績評価がう

まく機能してないように感じます。今後の方針な

どもありましたらお聞かせ願います。 

 最後に、西予市の長期的まちづくりの方針につ

いて伺います。 
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 西予市のまちづくりについては、第１次西予市

総合計画の中で、その大まかな施策について表現

されており、昨日の進捗や財源、事務事業の状況

の評価についての報告書を見させていただいたと

ころであります。平成１８年度から１０年計画あ

るいはもっと短いスパンでの計画を途中で点検し

たものと私は受けとめており、そのような進捗状

況のチェックは、非常に重要なことであると思い

ます。これが今後のまちづくりに有効に役立って

ほしいものです。そのような意味では、もう少し

考察がほしかったように思います。それぞれの事

業での分析や把握はできていますが、もう一段高

い視点で何が問題なのか、そしてどうするのかな

ど、今の行政としてこのままでいいのか、何か欠

けていることがあるのかなどさまざまな角度から

西予市の分析をして、今後どう行動するのか、ど

う改革するのかなど、期中でこそ考えなければな

らない点もあるのではないでしょうか。ぜひこれ

を有効に活用していってもらいたいと思いまし

た。 

 マネジメントサイクルがＰＤＳとありますが、

理論によってはＰＤＣＳ、プラン・ドゥー・チェ

ック・アクションとも言っております。つまりチ

ェックをして次のアクションは重要であるという

ことを中間報告の場合よく考えていただきたい、

そう思うわけであります。 

 さて、最近富山市長のコンパクトなまちづくり

についてという話を聞く機会があり、限界集落対

策など大変興味深いものを感じました。富山市は

合併により面積が１，２４１平方キロメートルと

なって、西予市の約２．４倍でありますが、人口

は４２万人と約１０倍近くです。しかし、これま

でつくってきた市内各所の団地の高齢化が進むな

どして、そのような地域のケアができにくくなっ

ているという問題が生じており、それが富山市と

して大きな課題でありました。冬の除雪や道路改

良、公共交通の確保など広大な面積について全エ

リアを行政サービスでカバーができないというこ

とです。そこで、富山地方鉄道の駅を中心とした

エリアに、今後人口を集中しようという政策に切

りかえ、駅から半径５００メートル以内の地域に

家を建てる人には補助をするなどして、時間をか

けて分散している住民をある程度行政サービスが

行き届きやすいところに住んでもらおうという方

針を打ち出しているのだそうです。限界集落をど

うすべきか悩んでいる我々と逆の発想かとも思え

る政策を聞いて、そういう考え方もあるのかとも

思いはしましたが、富山市の場合、選択と集中を

していかなければ、もう財源がないというところ

まできているで、苦渋の決断だったとも言えま

す。 

 そこで、西予市について考えてみると、富山市

と比べて自然条件などもっと条件はよくないので

すが、長期ビジョンにおいてまちづくりのビジョ

ンを立て、よい条件、悪い条件をさまざま考慮し

て市民に示していくべきだと思います。この広い

西予市をどうしていくのか、交通の問題や地域づ

くり、周辺部について、どうまちづくりの中で位

置づけるのかなどなど、今から中・長期的視点で

考えておかなければならないことも多々ありま

す。厳しい時代が継続すると思われる中、これか

らの西予市のまちづくりに向けて三好市長の長期

的まちづくり方針を今どう考えているのか、お伺

いいたしたいと存じます。 

 以上で質問を終わります。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、私のほうから、西予市の

長期的なまちづくりの方針についての松山議員の

一般質問に回答をさせていただきます。 

 長期的なまちづくりの方針でございますが、西

予市も国の三位一体の改革を初めとする構造改革

のあおりを受け、大変厳しい行財政運営を強いら

れています。こうした厳しい時代において、行政

を健全に経営し、次世代に引き継ぐことは、行政

の責務であります。行政の総合的な経営指針とし

て、市民の皆さんのまちづくりの共通目標とし

て、西予市総合計画夢創造せいよ２１を策定して

います。この計画は、合併に当たり策定された西

予市まちづくり計画を包括する形で、本市の特

性、市民ニーズ、時代潮流、発展課題を明らかに

し、夢の持てるまちをつくろうとするものであり

ます。まちづくりの基本構想は、基本計画の概念

を記述したものであり、この概念をすべての分野

に位置づけながら、将来のまちづくりを進めてい

ることとなります。西予市のまちづくりの概念

は、自然と文化、交流と活力、協働と自立で、こ

の概念を念頭に事業の展開を図ってまいります。 

 なお、選択と集中、よい条件と悪い条件を考慮
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して市民に示していくべきとの考えは必要なこと

であると考えます。このことを考慮いたしまし

て、実施計画もご案内のとおり、前期と後期の５

カ年に分け策定をして、その進行管理を行い、ま

ちづくり報告書として市民に公表するため、本年

９月に作成をいたしたところでございます。 

 また、行政評価システムを活用し、計画的にま

ちづくりが進んでいるか、限られた財源が有効に

使われ成果が出ているか、自治体を取り巻く環境

変化に対応していくために事務事業のどこを見直

す必要があるかなどを評価し、見直しの必要性や

事務事業の新規展開を行う際の行政の意思決定の

判断材料として方向性に反映するように努めてま

いりたいと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○議長 別宮副市長。 

 

○別宮副市長 ４番目の本庁・支所間の人事異動

と勤務評定についてお答えをいたします。 

 ご質問の本庁・支所間の職員の人的交流の推進

がありますけれども、ご提案のとおり、行政事務

の効率化及び均等化には、職員が西予市全体を把

握し、多様化する住民ニーズに的確かつ迅速に対

応することが大変重要であるということは、深く

認識をいたしております。 

 人事異動につきましては、自己申告書等を参考

に、職員一人一人の資質、能力を把握し、職員が

幅広い視野や知識、技術を習得できるよう、３年

をめどに適材適所を基本に計画的な異動を実施を

いたしております。 

 また、本庁・支所間の異動も最低２年を基本に

計画的に実施しているところであります。職員の

適性を生かしながら、地域性の異なる部署に配置

をすることによりまして、職員の一体感の醸成、

さらには異なった地域での職務が経験でき、資質

の向上が図られるとともに、業務のマンネリ化等

が回避できるものと考え、平成１７年度より実施

をいたしております。今後も常に長期的な観点に

よる適正な人事を通じ、能率的で公正な行政サー

ビスが提供できるよう、職員間の交流と事務の効

率化を考慮した人事配置に取り組むとともに、職

員の資質、能力の向上と、ひいては行政能力全体

の向上を実現するため、積極的かつ効果的な人事

異動を進めたいとこのように考えておるわけでご

ざいます。 

 勤務成績の評定の件でございますけれども、ご

案内のように西予市は合併をいたしまして、平成

１６年度に合併をいたしまして、翌１７年度より

旧５町それぞれ給与が格差があるということでご

ざいますので、この給与調整を実施をいたしてお

るところでございます。このため人事評価は、国

の示します１４項目の基準に基づいた人事評価は

実施をしておりません。判定期間の勤務状況及び

懲戒処分等受けた職員の評定を中心に、総合的に

判断をし評価をいたしておるところでございま

す。今後住民サービスの向上のためには、公平、

客観的な評価基準を設定、国の基準を準用いたし

まして、職員の能力や実績を評価するとともに、

それを非評価者にフィードバックすることにより

まして、人材育成と効率的な組織が形成できます

よう今後とも進めてまいりたいとこのように考え

ておるわけでございます。 

 以上で答弁にかえさせていただきます。 

 

○議長 清水総務企画部長。 

 

○清水総務企画部長 それでは、松山議員の１点

目のご質問でありますが、西予市のふるさと納税

の推進、取り組み、また現在の実績等につきまし

ては、午前中の兵頭議員の一般質問への回答のと

おりでございます。 

 この制度は始まったばかりで、どの自治体も試

行錯誤の状態で、取り組み、実績に温度差がある

ようでございます。９月６日付の愛媛新聞でも掲

載されておりましたが、８月末現在で４３都道府

県に１，８８４件、約３億３，０００万円寄附が

あったとの報道がなされております。このうち

１，０００万円以上寄附のあった府県は４府県、

愛媛県は１２２件の６５１万円の寄附であるとい

うことでございました。ちなみに、愛媛県下２４

市町の８月１日現在の寄附金申し込み合計は１０

０件の３９８万６，０００円でございます。この

実績からしましても、この制度は財源確保という

より、むしろふるさとを離れ、ふるさとを思う人

たちがふるさとに目を向け、ふるさとのまちづく

りに参加して、そしてふるさとの町、人たちとの

交流を促進する制度であるようにも思います。こ

の制度はことし限りの制度ではありません。今ス

タートしたばかりでございます。一過性とならな
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い地道な呼びかけも必要でございます。 

 議員提案のバナー広告も有効なＰＲ手段である

と思いますが、これは費用対効果を考えたとき、

どのようなものかとも思っておりますが、そのほ

かＰＲ方法いろいろとある思いますので、いい案

がございましたら、どしどし提案をお願いいたし

ます。 

 また、企画調整課、財政課に宣伝のチラシを備

えておりますので、議員各位におかれましては、

西予市ふるさと納税についてのＰＲのご協力をお

願い申し上げます。 

 続きまして、３点目の合併後１０年を経過した

ときの財政見通しについてのご質問であります

が、市町村の合併の特例に関する法律によりまし

て、平成１７年３月３１日までに合併が行われた

関係市町村に対し財政支援が行われているところ

であります。 

 本市におきましても、この法律によりまして、

普通交付税で合併補正約５億９，０００万円、特

別交付税７億８，０００万円、合併特例債で借入

限度額２２６億５，０００万円、基金２９億円、

合併補助金で５億１，０００万円の財政支援を受

けることができております。普通交付税におきま

しては、合併後１０カ年度は合併がなかったと仮

定しまして、毎年算定した交付税の額を保証さ

れ、その後の５カ年間は激変緩和措置がなされる

こととなっております。平成２０年度の普通交付

税額は、旧５町が存在したものと積算した合併算

定がえと西予市全体で積算した一本算定との差額

は約２０億円となっておりまして、合併後１５年

で合併財政支援が完全になくなりますと、普通交

付税は大幅に減少し、自主財源が乏しく、財政力

の脆弱な本市にとりましては、極めて厳しい財政

運営を迫られることになります。この時点までに

行財政改革に積極的に取り組み、継続可能な財政

基盤を確立することが最重要課題であると考えて

おります。そのため平成１７年に策定いたしまし

た行政改革大綱、同集中改革プランや平成１８年

度から導入を始めた行政評価システムにより、事

務事業全般の徹底した見直しや各種施策の優先順

位についての厳しい選択を行いまして、限られた

財源の重点的配分と経費支出の効率化に努めてい

るところであります。 

 さて、本市におきましては、合併以来新市建設

計画や西予市総合計画に基づく普通建設事業や大

型事業の実施財源として、後年度に交付税措置が

される起債を有効に活用しまして、新市の社会イ

ンフラ整備の推進をしてまいりました。こうした

事業の実施に伴う起債残高と合併前の旧町の起債

残高を合わせ、平成１９年度末現在の普通会計に

おける地方債借入残高は約３３５億円となってお

りまして、合併当初と比較し、約２３億円増加し

ております。そのうち合併前に着工しました事業

を含めた平成１９年度末までの事業費２億円以上

の大型建設事業費に対する借入残高は約３８億円

となり、借入残高の１１％となっております。 

 また、平成１９年度一般会計決算では、起債の

償還に当たる公債費は約３９億円、歳出に占める

割合は約１６％で、そのうち事業費２億円以上の

大型建設事業に対する公債費の割合は０．５％と

なっております。今後合併前後の大型事業に対す

る償還が本格化することによりまして、償還額の

高どまりが続き、平成２２年度まで公債費は平成

１９年度と同じ３９億円程度、一般会計に占める

割合も１９年度と同じ１６％程度となり、ピーク

を迎える平成２２年度の大型建設事業に対する公

債費は１．５％程度と見込まれております。 

 さらに、新庁舎建設事業やＣＡＴＶ整備事業等

の大型建設事業の実施によりまして、公債費比率

や実質公債費比率の財政指標は、高水準で推移

し、合併後１０年経過時点でも３００億円を超え

る起債残高となることが予想される一方、地方交

付税が大きく減少してまいりますが、財政の硬直

化を避けるために、後年度に交付税措置のない起

債については発行しないことなど、市債の慎重な

発行や適切な管理による計画的かつ節度ある財政

運営に努めてまいりたいとこのように考えており

ます。 

 以上でございます。 

 

○議長 炭倉生活福祉部長。 

 

○炭倉生活福祉部長 最後になりましたが、松山

議員からの２点目の質問に対しましてお答えをさ

させていただきます。 

 議員のご指摘のように、子供の減少がもたらす

社会的影響は、地域のいろいろな分野にはかり知

れない負の連鎖をもたらし、近い将来において、

市政運営に著しい支障をもたらすと危惧しており

ます。 
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 さて、ご案内の人口増につながると言われる

２．０７人は、合計特殊出生率と言われているそ

うです。この率を西予市に当てはめ算出すること

は複雑で難しいとのことでありますので、過去１

０年間の本市の出生数の推移を見ますと、年間３

３１人をピークに平成１９年度の２７２人まで減

少をしております。このように出生率の低下をも

たらす原因を個人的主観を交えて分析しますと、

大きく２つの理由があろうかと推測いたします。 

 １つは、出生前における両親の心理的状況によ

るところがあろうかと思います。つまり子供をつ

くった後、将来にわたって養っていけるであろう

かという経済的基盤への不安感がこれに大きくか

かわっていると考えます。 

 ２つ目は、議員ご指摘の地域における出世後の

子育て支援環境の状況がどうかによるものと考え

ております。このほか若者を定着させる町の魅力

や住環境、医療水準等も無視できない要素として

これにかかわってくるものと思われます。 

 それでは、本市における主な子育て支援策の内

容についてご説明を申し上げます。 

 施策のよりどころとしましては、平成１７年３

月策定の西予市次世代育成支援行動計画に基づ

き、実現可能なものから諸事業に取り組んでおり

ます。 

 まず、保育関係では、多様化する保育ニーズや

就労形態の多様化に対応するため、一時保育や病

児・病後児の保育、延長保育、土曜保育を実施し

ております。 

 次に、保育料関係ですが、１９年度に国徴収基

準の８７％とし、２０年度には約８０％までに軽

減しております。今後につきましても、市長マニ

フェストに掲げておりますとおり、７０％水準を

目標にしてまいりたいと考えております。また、

５割９割の軽減措置があります。 

 未就園児に対しましては、２カ所の子育て支援

センターを開設し、年間約１万２，０００人の利

用があり、育児不安や孤立感の解消に努めてまい

っております。 

 児童保育では、現在２カ所の放課後児童クラブ

に対する補助を行い、児童の健全育成や保護者の

就労支援に努めているところでございます。 

 また、２１年４月をめどに、野村地区でのクラ

ブ開設の準備も保護者会との連携をとりながら現

在進めているところでございます。 

 このほかマニフェストどおり零歳から就学前の

乳幼児に係る通院・入院医療費について、保護者

負担の無料化等、各種の子育て支援を実施してお

ります。ここで議員の答弁となりますが、正直申

し上げまして、現在の本市における厳しい財政状

況を踏まえて熟慮するとき、処方せんに基づく新

たな財政投資を伴う特効薬的な施策は現実的には

困難かと判断しております。 

 しかしながら、ただ手をこまねいて現状に甘ん

じることはできないと考えております。国におき

ましても、この子育て支援については、重要な施

策の一つとして位置づけており、今後とも手厚い

施策が打ち出されるものと期待をしております。

本市といたしましても、現行の限定的な縦割りの

施策に加え、子供が生まれる前後にわたっての横

断的な施策、つまり子育てに直接・間接的につな

がる関係課や関係機関との情報共有や総合的な見

地に立った施策を展開していく施策手法の見直し

の必要があろうかと考えております。したがいま

して、これまでの子育ての支援施策の拡充、強化

に努め、限られた予算のパイの中で、議員が提案

された垣根を超えた、これまでにない新たな支援

等の可能性を探る幅広の検討を加え、安心して産

め、安心して育てられる子育て支援に結びつく西

予市ならではの施策構築に向けた取り組みを今後

してまいりたいと思います。 

 以上、答弁とささせていただきます。 

 

○議長 松山清君。 

 

○７番松山清君 多岐にわたる質問にまでご答弁

いただきましたが、２点だけちょっと追加質問を

させていただきたいと思います。 

 まず１点目は、人事評定についてなんですけど

も、先ほど答弁の中で１４項目については評価し

てないというような現実であるというような答弁

でありましたが、いろいろ見てみますと、条例の

中でそういう勤務評定しとるところは、定めてお

ったりとかというところも随所にありますし、そ

れでなぜそれがされてないのか、私それがちょっ

と疑問なんですけども、やはり適材適所とかいろ

んなことを把握していくためには、そういう仕組

みがどうしても組織には必要なんじゃないかとい

うのが私の考えですが、それについて１点伺いま

す。 
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 それともう一点は、少子化対策なんですけど

も、財政上厳しいというのはもうわかっておるわ

けですが、最初の４年間でごみ削減１億円という

ような一つのテーマ、それをクリアしてきたわけ

ですけども、今度やろうという、きょう言った施

策というのは、次のそういう財源確保した上でや

ったらどうかというのが私の言いたいことで、昨

日でしたか、例えば東京の日の出町で７５歳以上

の方の医療費は無料にするとかというような報道

がありまして、それはそういう町の特殊性といい

ますか、そういう財源確保ができたからできたん

じゃないかというふうに思いながら受け取って、

これは西予市には無理だなあというふうに思った

んですけども、僕の言った子育て支援というのの

類似例は、山陰だったか、福井県だったか忘れま

したけども、それは県として取り組んで、そうい

う第３子に対する支援策を独自に打ち出して、そ

ういう人口が増加に転じておるといったような例

もあります。ですので、そういったことを、財源

がないからだめだってあきらめるんではなくて、

そういう中で財源を捻出してやっていくというそ

ういう姿勢というのも必要じゃないかと、行政が

リーダーとなってやっていく姿勢が必要でないか

と思うんですけども、その点について追加で質問

をいたします。 

 

○議長 別宮副市長。 

 

○別宮副市長 勤務成績の評定についてでありま

すが、先ほど答弁させていただきましたように、

合併して５年目ということで、５年をめどに給与

調整を現在行っておるわけであります。平成２１

年度でほぼ完了するものというように思っておる

わけであります。そういう状況の中でございます

ので、一応国の示しております基準としては、業

績、執務態度、事務能力、大きく分けて３点がご

ざいます。したがいまして、区分として１４項目

あるわけであります。平成２１年度に給与調整が

完了いたしましたら、これらの基準を参考にして

勤務評定を実施をするような方向で検討をすると

いうことに現在考えておるわけでございます。 

 以上でございます。 

 

○議長 炭倉生活福祉部長。 

 

○炭倉生活福祉部長 松山議員さんの再質問であ

りますが、財源を確保してから行動に移していく

べきだと、現在昨年度ごみ１億円削減で零歳児か

ら就学前までを無料にしたというような経緯もご

ざいます。そういった中で、何らかの財源を確保

しながら、いろいろな分野に各課を飛び越えた政

策的に財源を確保できるようにして、保護者に負

担がかからない制度的なものをつくり上げていき

たいというように考えております。今現在では、

保育料に関しましては、今１人目に１０割という

ような形でいきますが、２人目の子供に対しては

５割、３人目が９割の恩典をつくっております。

そういった中で順次いろいろな財源が確保できれ

ば方向性をつくっていきたいというように考えま

す。 

 

○議長 松山清君。 

 

○７番松山清君 それとあと一点、市長への西予

市長期的なまちづくりについての質問をもう一点

させていただきたいんですが、私がちょっと質問

したかった趣旨というのが、非常に西予市はゼロ

メーターから１，４００メーターという、大変広

い面積を有しておるということでありまして、そ

ういう中で例に挙げた話としては、同様なという

か、私は同様なと思ったんですが、そういう悩み

を抱えているなという一つの西予市と共通のもの

があるなというふうに思いました。それは観点か

らすると、限界集落という、これから西予市は、

とにかく今もたくさんそういうことになるんじゃ

ないかという心配をされておりますけども、そう

いった観点において今後それらをどう長期的に考

えていくのか。今はとにかく限界集落であっても

やっぱり交通の足を確保しようとか、いろんなも

のがこのままやっていけるようにというのが本心

かと思うんですけれども、そういう本心がずっと

やっていけるのか、あるいはまた別の施策を考え

なくちゃいけないのかとかというこの広い西予市

の中で、将来的に今のままで安心して住めるのか

どうかというようなところに対して、ちょっと特

に市長の考えをお伺いしたいと思うんですけども

いかがでしょうか。 

 

○議長 三好市長。 
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○三好市長 それでは、松山議員の再質問につい

てお答えをいたします。 

 長期的視点に対してご質問だと私は最初思って

おりましたので、一小さな分野だけのビジョンで

申し上げんかったわけでありますが、例えば、今

限界集落という一つの観点から見ますと、限界集

落、非常に重要な西予市の今後の政策になってく

るという位置づけをさせていただいております。

したがって、やっぱりことしの段階ではいろいろ

研究をしながら、次にどういう施策をしていく

か、あるいは財源等とも含めてどういうものが要

るか、あるいは国・県の施策にどのようなものが

あるか等々を含めたり、あるいは国のほうに対し

てどれだけのことを訴えていけるかということも

含めながら今その検討に入っておるところでござ

います。それを含めて来年度から一歩ずつ具体的

なものをやっていくようにしていきたい、このよ

うに思います。 

 これは将来的にできるのかではなしに、しなか

ったら西予市の地域が輝けるようにならないとい

うところでありまして、地域に細やかに配慮する

最高の制度であろうと、私は今後西予市に大事な

施策であるとこのような思いの中で今後やらせて

いただいたらとこのように思っているところであ

ります。 

 以上です。 

 

○議長 以上で一般質問を終結といたします。 

 暫時休憩をいたします。（休憩 午後２時２０

分） 

○議長 再開をいたします。（再開 午後２時３

５分） 

 次に、日程順に質疑を行います。 

  （日程２） 

○議長 日程第２、議案第１０３号「西予市認可

地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例制定につ

いて」から議案第１０８号「西予市みかめ海の駅

条例の一部を改正する条例制定について」までの

６件を一括議題といたします。 

 これより本案に対する一括質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

 嶋川武文君。 

 

○１１番嶋川武文君 議案第１０７号につきまし

て、実はこの件につきましては、私は安藤産業建

設部長のもとに参りまして説明は受けて、それな

りの納得はしておるんでございますが、ここでは

あえて政治的判断で市長にお伺いいたしたいと思

いますが、きょうも一般質問にございましたよう

に、大竹議員にありましたように、原油の高騰に

よる原材料の上昇のいわゆる不況なんですね、今

は。この中で、真ん中ぐらいに第１０条の２の下

の２、緊急経営資金の融資対象云々というのがご

ざいます。間近の３カ月間の平均の売り上げが

５％減のところを該当にすると。これはいわゆる

愛媛県信用保証協会とのすり合わせの結果そうな

っておるんでしょうけれども、先ほども申しまし

たように、安藤部長から説明を受けてそれなりに

納得はしておるんですが、いわゆる役所的な文言

ですね、これは。現実に非常に合ってないと。今

回の場合は原材料の上昇による不況なんですね。

まず、それをぜひともできるかできなかわかりま

せんが、市長の政治的判断でぜひそれをやってい

ただきたい。具体的に申しますと、簡単に申しま

すと、例えば売り上げが１００ありまして、今ま

でですと、費用とか仕入れとか人件費が９５あっ

て５％が利益だったと。最近の不況といいますの

が、その９５％のとこが上昇して利益が飛んでや

やもすると赤字になるというのが現状なんであり

ます。この文言を見る限り、そこがまず入ってな

いというのが役所的な文言だなとつくづく感じる

ところでございます。 

 それと私も個別な話は余りよくないかもしれま

せんが、この議会の前に市長と懇談の場があった

ときに、中小企業を１，０００万円にふやしてお

りますよというようなことで、あっさすが市長だ

なと、私も非常に感銘を受けたわけでございます

が、中身をいざ開いてみますと、１０倍が１４倍

になっているだけで、ということは４割枠をふや

しているというだけです。しかも５００万円が

１，０００万円にふえてはおりますが、裏を返せ

ば、件数が単純に減るんですね。今まで例えば５

０件融資の申し込みがあったとすると、その方た

ちがほどなく１，０００万円に引き上げた場合

は、減るんですね、その件数は。だからここらを

三好市長は非常に立派な政治家でございますの

で、ぜひここは――ですから、枠が２億円とする

と、４割ふえただけですので、件数が逆行して減

るという、非常に何といいますか、うまく言えま

せんが、現実に合ってないということでございま
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す。もしできるのであれば、私たち民間人が納得

できる、ＰＲができるような内容にしていただき

たいと。できなければ結構でございますが、ぜひ

お願いしたいと思います。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 今ほどの嶋川議員のご質問でござい

ますが、条例の中の１０条の２項の緊急経営資金

の第２項のことだと、ご指摘のことだとまずは思

いますが、確かに今ほど原油高騰等々によって前

年度の差ちゅうのは、ご指摘のことが確かにあり

ます。それは私らもちょっと今気づいてなかった

とこでありまして、これについては、その判定基

準について、私どもの融資を決めます委員会に検

討をさせてみようと思います。 

 それと枠の問題でございますけれども、実は今

これ十分枠を利用されておらんのです。したがい

まして、枠が減るという感覚ではなしに、それだ

け上がったら、十分効果があるもんだと私はその

ようには判断をしておったわけでありますが、そ

の判断がちょっと行き違いがあるんかもしれませ

んけれども、そういう判断をしておるところでご

ざいます。 

 以上です。 

 

○議長 嶋川武文君。 

 

○１１番嶋川武文君 枠の問題は、多分私も聞い

たんですが、およそ五、六十％しか利用してない

ということでございますが、ご案内のとおり、正

月から非常に原油が上がっております。最近は原

油は１００ドル割って少しは安くなっております

が、一時は１４０ドルいって、原材料が物すごく

上がった状態で下がるときはなかなか下がらない

んです。個人的に言うと、うちもそうですが、う

ちはまだ融資は受けてないですが、じゃあそろそ

ろここで受けようかというのが多分出てくると思

います。そういう受け皿としてぜひ検討していた

だきたいと思うわけでございます。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 せっかくつくった条例で十分なこと

ができなかったらこれいけないわけであります

し、今のご指摘については、ちょっと私どもも予

想外のご質問でございまして、まだそこまで至っ

てない側面もあったということは十分認識をいた

しました。それを受けて今後の判断材料にしよう

とこのように思うわけであります。 

 以上です。 

 

○議長 ほかに質疑はございませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

  （日程３） 

○議長 次に、日程第３、議案第１０９号「辺地

に係る公共的施設総合整備計画の策定について」

を議題といたします。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

  （日程４） 

○議長 次に、日程第４、議案第１１０号「平成

２０年度西予市一般会計補正予算（第２号）」に

ついてを議題といたします。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

 兵頭勇君。 

 

○１８番兵頭勇君 今回の補正につきまして１点

だけお伺いをいたしたいというふうに思います。 

 ちょうど総務関係でありますが、新庁舎の建設

についての意見を述べさせていただいたらという

ふうに思います。と申しますのは、ちょうど総建

設事業費についてでありますが、昨年の１１月の

議会全員協議会の中で、議員に理事者から初めて

建設の事業費が示されました。そのときにその額

が建設については２１億円以内ということでご理

解願いたいということであったと思います。それ

がちょうど今回の本会議の前に全員協議会の中で

庁舎建設につきましての再び説明があった際に、

約２６億円になるのではなかろうかというような

過程説明がございました。そのようになります

と、ちょうど私どもも地方でございますので、こ

の庁舎建設につきましては、いろいろと苦情とい

いますか、意見を聞いております。 

 しかしながら、この建設については、合併の時

点で向こう１０年間以内に宇和町に建設をすると

いうことが決定をしておりましたが、しかしその
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建物がどの程度のものが建つのかということは、

今までに協議されたことというふうに思います。

しかしながら、今言いましたように、昨年の１１

月からここまで来るまでに１年たたずうちに２６

億円、５億円の事業費のオーバーになっておると

思います。それはやはり私どももそれぞれの地域

に説明義務がありますので、２１億円以内ででき

ますよということを昨年の暮れには地域に報告を

しご理解をいただいております。そのような過程

がありますことと、余りにも大きなやはり立派な

といいますか、庁舎は私個人も要らないのではな

いかという考えを持っております。というのは、

きょうの一般質問にも出ておりましたように、向

こう１０年以内には道州制も敷かれるのではなか

ろうかというような機運があります。また、西予

市においては、人口の減少も目に見えておる、職

員も削減しなければならない、そのようなとき

に、次々にこの際にということで事業費がかさみ

大きくなることは、私はいかがなものであるのか

ということを不信に思います。そういうことで、

やはりこれでやるんだったら、これで押すんだと

いうやはりしっかりした信念といいますか、予算

化をしておっていただきたいということは申し上

げておったらというふうに思います。 

 以上です。 

 

○議長 清水総務企画部長。 

 

○清水総務企画部長 今ほど兵頭議員がおっしゃ

られました以前は２１億円というような説明をし

てまいりました。これは本体工事が２１億円とい

うふうに説明してきたかと思っております。それ

で、そのほかの附帯工事等々については、そうい

ったお話はしてなかったかとこのように私は思っ

ております。それで、本体工事費が、要するに原

油高いわゆる諸材料の高騰こういったことで約１

割相当は伸びるだろうというような一つの考え方

を持っております。そういったことで、２１億円

の１割増しの２３億円を現在想定しているところ

であります。 

 それで、今ほどの２６億円の内容を申します

と、本体工事が２３億円、それから外構、駐車場

工事、これらを約３，０００万円見込んでおりま

す。それから、家具それから備品、こういったも

ろもろのものを約９，０００万円見込んでおると

ころであります。こういったところで本体工事、

外構、家具、備品で約２４億３，０００万円とい

うふうに試算をいたしているところであります。 

 それから、設計監理、これも予算もいただいて

おりますが、これが約７，０００万円程度見込ん

でおるところであります。 

 それからもう一つ、現庁舎の撤去費、それから

公民館撤去費、それから既存の施設の改修費、そ

ういったものが合わせて約１億１，０００万円相

当を見込んでいるのが現状であります。これらを

合わせまして約２６億円というような想定をいた

しておるところであります。したがいまして、今

まで申し上げてきました２１億円はあくまでも庁

舎のみの工事費を訴えてまいったと私は思ってお

ります。 

 以上でございます。 

 

○議長 酒井宇之吉君。 

 

○１７番酒井宇之吉君 今回の補正で学校の耐震

の費用が計上されております。これにつきまして

お尋ねをいたします。 

 事業内容につきましては、昭和５６年度以前に

建築された旧耐震基準の学校施設について、平成

１７年度に実施した耐震化優先度調査に基づき耐

震診断を行う経費を計上するものということにな

っております。これも２カ年間で実施するという

説明がございましたが、今教育委員会のほうで、

学校の統廃合の問題を出してるときに、５６年度

以前の分については、耐震がないからという形で

地区説明もされてるような節がございます。もし

耐震がないところでも非常に耐震強度の、もう取

り壊してしまわなければならないところ、もう少

し手を入れれば耐震強度がすぐに保てるとそうい

う結果が出たときに、非常に現在の統廃合の基準

に合わない、結果が出てからそういうものをすべ

きでないかという考え方があります。例えば、三

瓶小学校が現在古くて後は全部新しいと。狩江小

学校は新しくて俵津小学校は５６年以前と、こう

いういろんな問題が絡みがあって、教育委員会の

答申がなされております。耐震につきましては、

理事者教育委員会ではなしに、市行政の理事者側

が判断すると。ある程度一緒のもんで考えない

と、統廃合の考え方が市民に徹底しないんじゃな

いかということがまず１点、それについて今後ど



 

－79－ 

のような考え方してるか。 

 もう一点につきましては、２カ年でやります耐

震の計画は、学校がどのような順番になってるの

か。２カ年でございますので、本年度の補正で間

に合うとこ、結果が出るところもある、早く出る

とこと遅く出るとこがあるわけでございますの

で、それのご説明をお願いしたいと思うわけでご

ざいます。それによって耐震の結果が、もう壊し

てしまわないとなかなかできないと、新築したほ

うがいいというぐらいに傷んどるところもあるで

しょう。また、少し手を加えれば何とかそのまま

できるんじゃないかというような結果が出るやも

わかりません。このあたりについての加味した部

分がどういうようになるのか、お教え願ったらと

かように思います。 

 

○議長 森教育部長。 

 

○森教育部長 今の酒井議員のご質問にお答えを

いたします。 

 耐震強度の問題とそれから耐震調査の関係でご

ざいますが、これは今回上程しておりますのは、

先般平成１７年度から実施しました優先度調査に

基づきましてランク１から３までの分についてを

２０年度に耐震調査を行います。それから、２１

年度来年度残りの分を調査をする考えにおりま

す。ご承知のように統廃合と絡めて考えておるの

かというご質問でございますが、当然限られた財

源の中で考えていかなければなりませんけれど

も、示されました答申を初案として持ってまいっ

ておる段階では、このまだ予算化ないものについ

て逐次ご説明もしかねておりましたので、ちょっ

とぼやけた説明になっておるかと思いますが、事

務局としましては、随時計画を立てております。 

 それで、詳細については、学校を年度に分けて

それぞれ考えておりますが、小学校が今回補正で

お願いしておりますのが、９月補正の分が学校数

が１５校、棟数が２８棟でございます。それか

ら、来年度予定しておりますのが１８校、学校数

ですね、それから学校の棟数が１８棟ございま

す。これは幼稚園、保育園、小学校、中学校含め

たものでございます。 

 以上でございます。 

 

○議長 酒井宇之吉君。 

○１７番酒井宇之吉君 今の本年度と来年度にや

る学校の校名を書面で後で提出していただいたら

と、かように思います。 

 それから、先ほど言いました統廃合とは関係な

しにちょうどダブった形になりますので、そのあ

たりが非常に市民のほうというか、いろんな形で

統廃合の説明会の中にも少し出ておりますので、

そのあたり非常に微妙なところがあるなというこ

とを危惧して心配しているところでございます。

それで、この問題が出てからという考え方もあり

ますし、そしてやはり最終的には、統廃合の問題

の建物を地域として廃校にする場合の跡地の問

題、廃校の壊し賃の予算の問題、いろんな問題が

出てまいってこようかと思いますので、この耐震

につきましての結果が早く出ますようにひとつお

願いをいたしまして、質問を終わります。 

 

○議長 森教育部長。 

 

○森教育部長 ただいまの酒井議員のご質問でご

ざいますけれども、書面でということでございま

したが、書面ではちょっとまだお渡しするのには

時期尚早かなというふうに考えております。その

点ご了解をいただいて、お見せすることは構わな

いと思いますが、ひとつその点ご理解をいただい

たらと思います。 

 

○議長 酒井宇之吉君。 

 

○１７番酒井宇之吉君 １５校と１８校につい

て、現在のところちょうど今のタイミングではな

いということでございますので、後ほど閲覧をさ

せていただきますようにお願い申し上げます。 

 以上で終わります。 

 

○議長 ほかに質疑はありませんか。 

 松山清君。 

 

○７番松山清君 ２点お伺いします。 

 １点目は２５ページの林道事業費なんですが、

これが竜王線で先ごろ溝ぶたが盗まれたのの復旧

というふうに、修復というふうにご説明ありまし

たが、そういう盗まれるであろう予測されるとこ

ろっていうのは、ほかにもあろうかと思うんです

けども、今後またそういうことがならないような
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やり方をしてもらわないと、またこう修復、修復

というふうなことではいけないと思うんですけど

も、それをどう考えられているのか、どういうや

り方をされるのか、それをお伺いしたいと思いま

す。 

 それと、今ほどの酒井議員の質問でもう一つお

伺いしたいんですけど、２９ページに小学校の施

設耐震化事業と中学校の施設耐震化事業というの

が計上されておりまして、全く私も酒井議員と同

じような疑問というか、それを持っておりまし

た。私がちょっと聞きたいのは、これは平成１７

年度に実施された耐震優先度調査であったわけで

すけども、その後これをどうやって実施するんで

すかと、いつからやるんですかということを私は

再三これは聞いてきたんです。そのときに統廃合

の検討をしておるから、統廃合によって今後使っ

ていくところをやるんですという答弁を私は聞い

ておるんですけども、これは教育部の今の説明と

ちょっと違うんじゃないかと思うんですが、そこ

はなぜそうなったのかという点についてお伺いし

たい。 

 それともう一点、中学校の耐震化事業というの

がありまして、宇和中と三瓶中というようにお伺

いしましたが、現在体育館の検討が進められてお

る、建設委員会の中で進められておるというよう

にお伺いしておりますが、やはりその地域の声と

いうのをやはりしっかりと受けとめていただい

て、委員会の中でやっぱり議論されということ

は、そこに出た議論によってある程度計画も修正

される必要があるだろうし、地域が求めるような

ものにしなくてはいけない。それがやっぱり地域

の方々から、じゃあそこら辺を全然意見聞いても

らわんのよというような声が私のところへ届いて

おります。これは午前中の一般質問の中で、学校

再編の問題についての質問か何かであったと思い

ますけども、やはり教育部の姿勢として、市民の

声を聞くスタンスがちょっと間違ってるんじゃな

いかというふうに私は感じておりますが、ちょっ

と教育部のばかりの質問になるわけですけども、

そこの点についてもやはりちょっと改善を願いた

いというようなことでございます。 

 以上、質問は２点ですが。 

 

○議長 安藤産業建設部長。 

 

○安藤産業建設部長 松山議員の林道のグレーチ

ングぶたの盗難による補修の件についてでござい

ますが、以前は普通のグレーチングをそのまま置

いとるという格好でいつもの施工方法ですけれど

も、それで盗難に遭いましたので、今回はボルト

締めで固定をしてからグレーチングを敷くという

方式をとっておりますので、了解願いたいと思い

ます。 

 

○議長 森教育長。 

 

○森教育長 今まで教育部が説明してきたこと

と、今回耐震化の調査の取り組み等がちょっと違

うと言われる件ですけれど、皆さんご存じのよう

に、中国で学校が崩壊するような地震が起きまし

て、その後補強ないし改築して対する補助率が時

限立法で補助率のアップが示されまして、それに

合わすためには、耐震診断もしてないと補助の対

象にならないところから、今回今までの説明とは

変わってきましたが、２年間でやるようなことに

なりました。 

 それと、宇和中学校の体育館につきましては、

いろいろ市民の方からご心配する意見もいただき

ましたけれど、あくまでも学校の義務教育の施設

でありますので、財源が許せば、いろんなことを

この際にやっておけば問題はないかとは思います

けれど、宇和中学校での体育館としては、あれで

私たちは十分といいますか、学校教育の上でコー

トをふやしたりとかしなくても、やっていけると

いう学校側にも相談しまして、先生たちもこれで

いいですというようなこともありましたし、市長

とも打ち合わせもしておりまして、話は聞かせて

いただきましたけれど、今回はこれでやらせてく

ださいというようなことで、内容を聞いてあげれ

なかったことは事実ですけれど、再度教育長とし

ても話をさせていただきました。 

 以上です。 

 

○議長 松山清君。 

 

○７番松山清君 最後の話についてですが、私も

内容を見てないので、何がどんなのかということ

はわかりません。ただ先ほどの学校統廃合の問題

と絡めて、やっぱり聞く姿勢といいますか、そう

いったものをしっかり聞いて議論して相手を納得
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していただくというか、そこはしっかり深めてや

っていただきたいと思うんです。後はもうその委

員会に任せておるわけですから、そん中で皆さん

の合意が得られれば、それはそれでいいと思うん

ですが、その中でやはりいろんなもので、やっぱ

り議員協議会でもそうですけど、これできまし

た、これどうですかみたいな印象を私らは持って

おります。ですので、これどうしましょうかとい

う段階でしっかりと意見を吸収するというような

ことは、非常にやはり大事なことだと思いますの

で、そういう消化不良といいますか、それは残ら

ないようにお願いしたいというわけでございま

す。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 今の再質問についてお答えいたしま

すが、例えばここの議会の場でいろいろ議論をし

て、通らなかったからいけんというようなこと

を、声を聞いてないちゅうことでは私はないと思

います。同じようなことが今の教育長の言うた中

にあろうと思います。委員の方が言われたことが

通らなかったから声を聞いてないという結論は、

私はおかしいと思うわけであります。やはりそれ

なりをつくるためにいろいろな議論をされる。反

対もあり、賛成もある。そして最終的に結論を出

たものについては、それから外に出て、その委員

会からで聞いてないから、わしの声聞いてないと

いうような結論を言われてこういう場にそれを松

山議員が聞かれてご提案をされるのは、私は何だ

おかしいかなとこのような気であります。あくま

でも委員会の中でいろいろ議論をされることは正

しいことであって、すべてそん中が通ったらおか

しいわけでありまして、いいことは結論を導く過

程の中で、最終的にこういう方向にいくのだった

ら、そこの中の過程で、いわゆる残念ながら通ら

ないこともあるんだということで私はご理解をす

べきじゃなかろうかとこのように思っておるとこ

ろであります。 

 以上です。 

 

○議長 ほかにご質問ございますか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

  （日程５） 

○議長 次に、日程第５、議案第１１１号「平成

２０年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補正

予算（第１号）」から議案第１２０号「平成２０

年度西予市上水道事業会計補正予算（第２号）」

についてまでの１０件を一括議題といたします。 

 これより本案に対する一括質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

 元親孝志君。 

 

○１０番元親孝志君 議案第１１３号「西予市国

民健康保険特別会計補正予算（第２号）」につい

てお伺いしたいと思います。 

 私はかねて厚生常任委員の折からこちらの会

計、大変心配をしておったわけでございますが、

改めてまず心配が現実になってきておるなという

ことを感じておるわけですが、昨日の１９年度の

決算報告、そしてまた今回の補正分を見ますと、

歳入の分で、国民健康保険財政調整基金の取り崩

しが前年度１億５，０００万円、９月補正までで

１億２，２００万円という金額が計上されており

ますけれども、まず１点として、国民健康保険財

政調整基金の現在の残高が幾らあるのかというこ

と、これが１点、それから、当然この会計という

のは、国保税あるいは国の国庫支出金、交付金等

で運営していく代物でありまして、基金取り崩し

っていうのは特別な措置になるわけですが、これ

を本来の保険税で賄うと考えた場合に、単純にど

れぐらいな保険税を増額すればやっていけるのか

ということが２点目質問したいと思います。 

 それから、３点目として、当然基金がどれぐら

いあるか聞いてみなければわかりませんが、基金

も打ち出の小づちじゃないんで、やがて底を尽き

ると思います。それをかんがみたときに、西予市

としてこの保険税をいつごろ値上げする予定なの

かということを３点目としてお伺いしたいと思い

ます。 

 それから、４点目でございますが、国保税の未

済額、滞納額ですが、きのうの報告では１億４，

０００万円という金額になっとります。国保税収

は単年度で見ますと１２億９，０００万円でござ

いますから、単年度の１割以上が今滞納をしてお

るということになるわけですけども、これの徴収

方法として、きのう監査委員のほうから法的手段

とか、あるいは職員を増員して徴収をしてはどう

かという提案がありましたが、しかしこの提案

は、あくまでも滞納者が払う能力があって払って
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ないという前提であればこれは成り立つわけです

けども、今全国で言われております格差社会の中

で、非常にやはり払えない人が現実出てるんじゃ

ないかというふうな心配もいたしております。そ

ういったことを考慮したときにこういう方法だけ

でこの滞納問題が解決できるとは私は思えない。

ましてやさらに、保険税は上げなければいけない

ということになりますと、当然前提として滞納者

はふえるということになります。そういった場合

に、行政として考えなければいけないのは、お金

がこれだけ要ったからこれだけ集めるという発想

も当然ありますが、やはり一つには、保険を使わ

ない社会をどう構築するかという視点も僕は要る

んじゃないかなというふうに思っております。西

予市の国保会計って総額で５９億９，０００万

円、約６０億円ですから、６０億円で１億浮かす

ためにどうしたらええかっていうのは、利用者を

０．何％減らせば済む問題ですので、やはり元気

で病院に行かなくて済むような健康者をどうつく

っていくかという視点も並行してないと、ただ要

るから保険税を払ってください、払えませんとい

う繰り返しでは、これからのこの会計っていうの

はやっていけないんじゃないかというふうに思い

ますので、行政として市民の健康づくりという視

点でどういった取り組みを今実際やられておるの

か。 

 また、今後この滞納者に対して監査委員の意見

はきのう出ましたけども、行政として１億４，０

００万円の未済額をどう徴収していかれるおつも

りなのか、お伺いをしたいと思います。 

 

○議長 炭倉生活福祉部長。 

 

○炭倉生活福祉部長 元親議員のご質問でありま

すが、基金の残高は幾らかということであります

が、現在２億５，８０６万７，０００円基金に積

み立てております。 

 保険税は幾らあればその年度ができるのかとい

うことでありますが、勉強不足でそこら調べ上げ

ておりませんので、次回に答弁をせらせていただ

くようなことでご了承を願えませんでしょうか。 

 保険税の値上げについてでありますが、この部

分につきましては、現在基金も大分取り崩してま

いりました。合併以来保険税は上げずにここまで

やってきましたが、来年度ぐらいから見直しの方

向で保険税をアップせざるを得ない状況になって

きております。 

 滞納世帯の徴収方法でありますが、悪意の者に

関しましては、滞納整理などをしながら徴収に励

んでまいりたいと思います。低所得者の方もおい

でますんで、そこらは分割して入れていただくと

か、いろいろな方法で徴収方法をとっていきた

い、このように考えております。 

 健康づくりの対策にいたしましては、今要する

に国保のほうで健診をやっております。その健診

に基づいてメタボというような方がございました

ら、保健指導をしながら健康に維持していただく

という方向で進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 以上、答弁とせらせていただきます。 

 

○議長 元親孝志君。 

 

○１０番元親孝志君 滞納者の徴収の方法等につ

いてですが、例えば前年度決算で滞納者に対して

どれぐらい実績上げてるんですか。昨年度は滞納

額っていうのは、これ単年度で１億４，０００万

円できたもんじゃない。ずっと積み上げて１億

４，０００万円であろうと思いますが、毎年そう

いう努力をされてどれぐらい問題を解決されてお

るのかということを再質問したいのと、それから

もう一点ですが、今言う保険を使わない社会とい

うものを考えたらどうかという話ですけども、今

の三瓶町を除く各旧町には、４カ所にそれぞれ温

浴施設というものがあります。これは言えば健康

促進施設というとらえ方もしておるわけですが、

こういったものをもう少し、相手側の経営も考え

て積極的に活用して、実績の上がる活用方法って

いうのも考えていくのも施設の経営とそれから健

康管理の二面性から見て非常に有効な手段ではな

いかなというふうに思うわけですが、その辺のお

考えはいかがでしょうか。 

 

○議長 炭倉生活福祉部長。 

 

○炭倉生活福祉部長 再質問でありますが、実績

につきましても、現在ちょっとどういう方向でと

いうことが答弁しづらいので、次回に答弁をせら

せていただきたいと思います。 

 それから、保険を使わない社会というようなこ



 

－83－ 

とで、言われるとおり、そういう方向も一応考え

ながら進めるべきだというように、議員ご指摘の

とおりだと思っておりますんで、施設そういうも

のもあわせてやっていきたいというように考えま

す。 

 

○議長 ほかにご質疑ございませんか。 

 嶋川武文君。 

 

○１１番嶋川武文君 議案第１１３号の関連する

ことでございますが、診療所会計についてでござ

いますが、非常に問題は奥が深くて、ましてドク

ターということが関連いたしますので、非常に難

しい答弁になるとは思いますが、合併して５年

目、ずっと三瓶の二及と周木以外は、およそ１億

数千万円ずっと赤字ですね。これはもうずっと変

わってないんです。これは先ほど申しましたよう

に、ドクターの関連がございますので、非常にド

クターとの今、はれもんにさわるようなことでご

ざいますので、難しいとは思いますが、さりとて

何もしないというのもいかがなものかと。私も議

会の議席を得ている以上、これも嫌々質問しなけ

ればならないという側面もございます。まして明

浜あるいは城川が対象になるんでしょうか。明浜

は酒井議員もおいでますし、我らの同朋の松島さ

んもおいでますし、非常に心苦しいんですが、生

活福祉部長の基本的な姿勢、これからどういうふ

うに持っていくという姿勢を一度お聞かせ願いた

いと思いますが、非常に難しい答弁になると思い

ますが、よろしくお願いいたします。 

○議長 炭倉生活福祉部長。 

○炭倉生活福祉部長 嶋川議員さんのご質問にお

答えをせらせていただきますが、嶋川議員さんが

おいでます三瓶診療所関係につきましては、黒字

経営でやっていただいております。後の８の診療

所につきましては、赤字経営といった形で、また

施設等の老朽化も見えてきておりますんで、そこ

らもあわせて病院と診療所の関係、そういうもの

も考えながら今後は診療所の再編統合に向けて進

めるべきだと私は考えております。 

○議長 ほかにございませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

  （日程６） 

○議長 次に、日程第６、認定第１号「平成１９

年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定につい

て」を議題といたします。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

  （日程７） 

○議長 次に、日程第７、認定第２号「平成１９

年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて」から認定第１４号「平成１９年度西予市

野村介護老人保健施設事業会計決算の認定につい

て」までの１３件を一括議題といたします。 

 これより本案に対する一括質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

 酒井宇之吉君。 

 

○１７番酒井宇之吉君 市長、非常に財源的に難

しくなっている中で、監査委員さんの意見書が今

回非常に厳しい面が私出てるというように感じて

おります。何点か指摘があるわけでございますけ

れども、監査委員さんの意見書につきまして、市

長の所見だけをお聞かせ願えたらと、かように思

います。 

 

○議長 三好市長。 

 

○三好市長 非常に漠然とした質問でございます

が、非常に今回ご案内のとおり、監査委員さんお

二人、議会のほうからも松山議員が出られます

し、私どもの議決をいただいたあれの中では、専

門の方を今回はお願いをして、監査委員さんも程

度が高くなったのかな、このような気がいたして

おるところでありまして、そういう意味では、厳

しいご意見もいただいて、すごい監査をいただい

たとこのように思っております。 

 ご指摘のことにつきましては、一つ一つ昨日も

聞きながら、こういうこともしなくてはいけない

かなと思いながらやっておったのも現実でござい

ますが、ただ今ほどお話しされるように、財源的

な問題も含めていろいろあります。あるいは、先

ほどのご質問等々もありましたそれぞれの滞納の

問題からも含めて時代背景が経済的な状況もあっ

たりもいたしますし、そういうことを勘案しなが

らこの意見書っていうのは非常に大事な意見でご

ざいますし、住民にも公表する意見でございま

す。それをしっかり受けて私どもも、あるいは議

会の議員の方々もしっかり受けとめてやっていく
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のが私たちの責務である、このように思っており

ますので、各議員の皆さんもよろしくお願いを申

し上げますとともに、私もしっかりやっていこう

とこのような思いであります。 

 以上です。 

○議長 ほかに質疑はございませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 ただいま議題となっております議案３２件につ

きましては、お手元に配付をしてあります各常任

委員会付託表のとおり、各常任委員会に付託いた

したいと思います。各常任委員会においては、十

分に審査を行い、最終日の本会議において、委員

会の審査の経過と結果について、各常任委員長の

報告を求めることといたします。 

 以上をもって本日の日程は全部終了いたしまし

た。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 次回は９月２６日午後１時３０分から会議を開

きます。 

 本日はご苦労さまでございました。 

  散会 午後３時２２分 
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   事 務 局 長  岩 本 明 定 

   議 事 係 長  井 上 千 浪 

１．議 事 日 程  別紙のとおり 

１．会議に付した事件  別紙のとおり 

１．会 議 の 経 過  別紙のとおり 

        

 

      議  事  日  程 

 

 １ 議案第１０３号 西予市認可地縁団体印鑑 

           条例の一部を改正する条 

           例制定について 

   議案第１０４号 西予市公益法人等への職 

           員の派遣等に関する条例 

           の一部を改正する条例制 

           定について 

   議案第１０５号 西予市立学校及び幼稚園 

           設置条例の一部を改正す 

           る条例制定について 

   議案第１０６号 西予市立学校給食センタ 

           ー及び学校給食調理場条 

           例の一部を改正する条例 

           制定について 

   議案第１０７号 西予市中小企業振興資金 

           融資条例の一部を改正す 

           る条例制定について 

   議案第１０８号 西予市みかめ海の駅条例 

           の一部を改正する条例制 

           定について 

   議案第１０９号 辺地に係る公共的施設総 

           合整備計画の策定につい 

           て 
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   議案第１１０号 平成２０年度西予市一般 

           会計補正予算（第２号） 

   議案第１１１号 平成２０年度西予市育英 

           会奨学資金貸付特別会計 

           補正予算（第１号） 

   議案第１１２号 平成２０年度西予市住宅 

           新築資金等貸付事業特別 

           会計補正予算（第１号） 

   議案第１１３号 平成２０年度西予市国民 

           健康保険特別会計補正予 

           算（第２号） 

   議案第１１４号 平成２０年度西予市老人 

           保健特別会計補正予算 

           （第２号） 

   議案第１１５号 平成２０年度西予市後期 

           高齢者医療特別会計補正 

           予算（第２号） 

   議案第１１６号 平成２０年度西予市介護 

           保険特別会計補正予算 

           （第２号） 

   議案第１１７号 平成２０年度西予市農業 

           集落排水事業特別会計補 

           正予算（第２号） 

   議案第１１８号 平成２０年度西予市公共 

           下水道事業特別会計補正 

           予算（第２号） 

   議案第１１９号 平成２０年度西予市簡易 

           水道事業特別会計補正予 

           算（第２号） 

   議案第１２０号 平成２０年度西予市上水 

           道事業会計補正予算（第 

           ２号） 

   認定第  １号 平成１９年度西予市一般 

           会計歳入歳出決算の認定 

           について 

   認定第  ２号 平成１９年度西予市授産 

           場特別会計歳入歳出決算 

           の認定について 

   認定第  ３号 平成１９年度西予市住宅 

           新築資金等貸付事業特別 

           会計歳入歳出決算の認定 

           について 

   認定第  ４号 平成１９年度西予市育英 

           会奨学資金貸付特別会計 

           歳入歳出決算の認定につ 

           いて 

   認定第  ５号 平成１９年度西予市国民 

           健康保険特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第  ６号 平成１９年度西予市老人 

           保健特別会計歳入歳出決 

           算の認定について 

   認定第  ７号 平成１９年度西予市介護 

           保険特別会計歳入歳出決 

           算の認定について 

   認定第  ８号 平成１９年度西予市港湾 

           整備事業特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第  ９号 平成１９年度西予市簡易 

           水道事業特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第 １０号 平成１９年度西予市農業 

           集落排水事業特別会計歳 

           入歳出決算の認定につい 

           て 

   認定第 １１号 平成１９年度西予市公共 

           下水道事業特別会計歳入 

           歳出決算の認定について 

   認定第 １２号 平成１９年度西予市上水 

           道事業会計決算の認定に 

           ついて 

   認定第 １３号 平成１９年度西予市病院 

           事業会計決算の認定につ 

           いて 

   認定第 １４号 平成１９年度西予市野村 

           介護老人保健施設事業会 

           計決算の認定について 

追加 発議第  ３号 西予市議会会議規則の一 

           部を改正する規則制定に 

           ついて 

   意見書案第５号 新たな過疎対策法の制定 

           に関する意見書（案）の 

           提出について 

   議員派遣の件について 

 

本日の会議に付した事件 

  

１ 議案第１０３号 西予市認可地縁団体印鑑 

           条例の一部を改正する条 

           例制定について 
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   議案第１０４号 西予市公益法人等への職 

           員の派遣等に関する条例 

           の一部を改正する条例制 

           定について 

   議案第１０５号 西予市立学校及び幼稚園 

           設置条例の一部を改正す 

           る条例制定について 

   議案第１０６号 西予市立学校給食センタ 

           ー及び学校給食調理場条 

           例の一部を改正する条例 

           制定について 

   議案第１０７号 西予市中小企業振興資金 

           融資条例の一部を改正す 

           る条例制定について 

   議案第１０８号 西予市みかめ海の駅条例 

           の一部を改正する条例制 

           定について 

  議案第１０９号 辺地に係る公共的施設総合

整備計画の策定について 

   議案第１１０号 平成２０年度西予市一般 

           会計補正予算（第２号） 

   議案第１１１号 平成２０年度西予市育英 

           会奨学資金貸付特別会計 

           補正予算（第１号） 

   議案第１１２号 平成２０年度西予市住宅 

           新築資金等貸付事業特別 

           会計補正予算（第１号） 

   議案第１１３号 平成２０年度西予市国民 

           健康保険特別会計補正予 

           算（第２号） 

   議案第１１４号 平成２０年度西予市老人 

           保健特別会計補正予算 

           （第２号） 

   議案第１１５号 平成２０年度西予市後期 

           高齢者医療特別会計補正 

           予算（第２号） 

   議案第１１６号 平成２０年度西予市介護 

           保険特別会計補正予算 

           （第２号） 

   議案第１１７号 平成２０年度西予市農業 

           集落排水事業特別会計補 

           正予算（第２号） 

   議案第１１８号 平成２０年度西予市公共 

           下水道事業特別会計補正 

           予算（第２号） 

   議案第１１９号 平成２０年度西予市簡易 

           水道事業特別会計補正予 

           算（第２号） 

   議案第１２０号 平成２０年度西予市上水 

           道事業会計補正予算（第 

           ２号） 

   認定第  １号 平成１９年度西予市一般 

           会計歳入歳出決算の認定 

           について 

   認定第  ２号 平成１９年度西予市授産 

           場特別会計歳入歳出決算 

           の認定について 

   認定第  ３号 平成１９年度西予市住宅 

           新築資金等貸付事業特別 

           会計歳入歳出決算の認定 

           について 

   認定第  ４号 平成１９年度西予市育英 

           会奨学資金貸付特別会計 

           歳入歳出決算の認定につ 

           いて 

   認定第  ５号 平成１９年度西予市国民 

           健康保険特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第  ６号 平成１９年度西予市老人 

           保健特別会計歳入歳出決 

           算の認定について 

   認定第  ７号 平成１９年度西予市介護 

           保険特別会計歳入歳出決 

           算の認定について 

   認定第  ８号 平成１９年度西予市港湾 

           整備事業特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第  ９号 平成１９年度西予市簡易 

           水道事業特別会計歳入歳 

           出決算の認定について 

   認定第 １０号 平成１９年度西予市農業 

           集落排水事業特別会計歳 

           入歳出決算の認定につい 

           て 

   認定第 １１号 平成１９年度西予市公共 

           下水道事業特別会計歳入 

           歳出決算の認定について 

   認定第 １２号 平成１９年度西予市上水 

           道事業会計決算の認定に 

           ついて 
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   認定第 １３号 平成１９年度西予市病院 

           事業会計決算の認定につ 

           いて 

   認定第 １４号 平成１９年度西予市野村 

           介護老人保健施設事業会 

           計決算の認定について 

追加 発議第  ３号 西予市議会会議規則の一 

           部を改正する規則制定に 

           ついて 

   意見書案第５号 新たな過疎対策法の制定 

           に関する意見書（案）の 

           提出について 

   議員派遣の件について 

 

  開議 午後１時３０分 

 

○議長 ただいまの出席議員は２４名でありま

す。これより本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付してあるとお

りであります。 

 ここで暫時休憩をいたしたいと思います。（休

憩 午後１時３１分） 

○議長 再開をいたします。（再開 午後２時０

３分） 

 炭倉生活福祉部長。 

 

○炭倉生活福祉部長 ９月１８日の本会議におき

ましてご質問のありました元親議員の国民健康保

険特別会計につきまして、答弁を保留としており

ました件につきましてお答えをさせていただきま

す。 

 まず、２０年度予算の基金繰入金を税に賦課し

た場合どうなるかでありますが、基金繰入金が１

億２，２０１万１，０００円で、８月末国保世帯

数が８，６２６世帯ですので、１世帯当たり約１

万４，０００円の負担増になります。これはあく

までも本年度途中の概算ですので、医療費の状況

や補助金の額等の変動により基金繰入金の額は大

きく変わる可能性があります。 

 次に、滞納整理の状況についてですが、一般の

滞納繰り越しの決算状況で言いますと、１８年度

８０５万３，８６１円で、収納率が２９．４

６％、１９年度が１，６３４万７，３０９円で、

収納率が３９．４７％であり、滞納整理について

は、成果が上がっている状況であります。これ

は、滞納整理機構への移管、差し押さえ等の実施

によるものであります。西予市の国保税の収納率

は９６．２１％で、滞納に関する収納率は３３．

９１％となっております。県内の徴収実績で言い

ますと、国民健康保険税の現年分及び滞納繰越分

の収納率は、県下でトップとなっております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

  （日程１） 

 

○議長 次に、日程第１、議案第１０３号「西予

市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例制

定について」から認定第１４号「平成１９年度西

予市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定に

ついて」まで３２件を一括議題といたします。 

 各委員会における審査の経過と結果について各

常任委員長の報告を求めます。 

 まず、宇都宮総務常任委員長の報告を求めま

す。 

 宇都宮明宏君。 

 

○宇都宮明宏総務常任委員長 総務常任委員会の

報告を申し上げます。 

 去る９月１８日の本会議におきまして、当常任

委員会に付託されました議案７件、認定２件に対

し、９月１９日から委員会審査並びに所管事務調

査を行いました。 

 審査の結果は、お手元に配付の委員会審査報告

書のとおり、全議案を原案のとおり全会一致で原

案可決また認定いたしました。 

 なお、当委員会では、付託されました議案を総

括するため、市長との懇談会を行いました。 

 議案審査と所管事務調査並びに懇談会の中で、

委員より出された特徴的な意見、それに対する回

答について概要を抜粋してご報告申し上げます。 

 初めに、議案第１１０号「平成２０年度西予市

一般会計補正予算（第２号）」の新庁舎建設に関

連して、宇和町内で予定されている郵便事業の進

捗状況の説明を求めたところ、郵便事業計画につ

いては、本社で承認される見込みであり、コスト

面については、今後協議していくとの説明があり

ました。 

 また、将来の郵便局舎利用について、事務所の

スペースやセキュリティーの問題に対しての考え

を聞いたところ、現段階では企業誘致の考えで進

めており、事務所の利用方法やセキュリティー面



 

－89－ 

は、今後の状況で検討していくとの説明がありま

した。 

 続いて、ケーブルテレビ事業に関連して、工事

完了後の光ケーブルの維持管理費について、ＩＲ

Ｕ契約の仕方により、後年度の持ち出しが増加す

るので、持ち出しのないよう研究し対応されたい

との意見に対し、経費が少しでも少なく済むよう

対応したいということでありました。 

 学校再編問題関連では、地元説明会の中で計画

案作成を急ぐように見受けられるが、住民の意見

をしっかり聞いて進めるべきではないかとの意見

に対し、地元説明会は意見、要望を聞く会であ

り、これらを集約し、取り入れていきたいとの説

明がありました。 

 また、この再編については、保護者と子供たち

の不安を取り除くための説明会の開催を検討すべ

きではないかとの意見に対し、この対応につい

て、教育委員会を交えて委員会で検討するとのこ

とでありました。 

 以上、今定例会で付託されました議案の審査概

要について申し上げましたが、適切なご審議、ご

決定を賜りますようお願い申し上げ、総務常任委

員会の報告を終わります。 

 平成２０年９月２６日、総務常任委員会委員長

宇都宮明宏。 

 

○議長 次に、酒井厚生常任委員長の報告を求め

ます。 

 酒井宇之吉君。 

 

○酒井宇之吉厚生常任委員長 厚生常任委員会の

報告を申し上げます。 

 当委員会に審査を付託されました議案８件及び

認定１０件につきまして、９月１９日と２２日の

両日、担当部課長の出席を得て委員会を開催し審

査を行いました。 

 審査の結果は、いずれも原案可決及び認定をし

た次第でございます。 

 以下、審査の過程におきまして質疑がありまし

た事項についてその概要を申し上げます。 

 議案第１１０号「平成２０年度西予市一般会計

補正予算（第２号）」のうち、当委員会に付託と

なりました予算を議題とし、審査を行いました。 

 各課とも原油高騰による燃料費が計上されてい

るが、その起算月、単価の質問があり、ガソリ

ン、軽油、灯油、重油、混合油の値上がり差額が

説明されました。 

 寿楽苑の管理運営費３６６万５，０００円の詳

細と負担率の質疑があり、７人から８人乗り程度

で車いすで乗りおりできる車を予定しており、指

定管理者の場合の負担率は、施設の修繕、備品等

に関する負担割合（内規でございますが）により

総額から３０万円を引いた額の７割が市負担、３

割が指定管理者の負担であるとの答弁がありまし

た。 

 ピュアサポート強化事業の備品購入について説

明を求め、保健師が出先、集会所等で障害者の健

康相談等においてスライド等の映写に必要な持ち

運びできる携帯用のスクリーン８０インチの購入

で全額県補助となっているとの答弁でした。 

 平成２０年度から西予市が３市２町の２次救急

医療体制の事務局となる病院群輪番制病院運営事

業負担金事業についての経緯、予算についての質

疑があり、６病院１診療所による救急医療を応援

することと、３市２町の４月１日現在人口確定に

より負担割合の見直しとの答弁がありました。 

 議案第１１３号「平成２０年度西予市国民健康

保険特別会計補正予算（第２号）」の土居診療所

のリース料の質疑があり、医師が診療所の経過を

記入した紙のカルテを電子的なシステムに置きか

え、電子情報として編集、管理する電子カルテの

リース代との答弁がありました。 

 次に、議案第１１６号「平成２０年度西予市介

護保険特別会計補正予算（第２号）」の明浜特別

養護老人ホーム基金積立金１億５，０００万円に

ついて、今後民営化された場合、基金の使途はど

うなるのか。また、今後の民営化のスケジュール

説明を求めました。 

 今後の作業の進捗状況にもよるが、１２月定例

会には案を提出する予定の答弁でした。 

 次に、認定第１号「平成１９年度西予市一般会

計歳入歳出決算の認定について」、特老入所対象

者の現実について要介護１以上との説明があった

が、要介護３以上の方が入所されているようであ

る。要介護１以上の制限に無理があるように思う

が、現実に応じた対応を願いたいとの指摘があ

り、入所基準については、法の規定に基づき全国

統一されておりますので、ご理解していただきた

いとの答弁でした。 

 保育所民営化が検討されているが、経過内容等
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の説明を求めました。 

 ７月から西予市児童福祉施設民営化検討委員会

を立ち上げ、民営化する場合の適切な時期、その

手法、配慮すべき事項について検討しています。

アンケート調査やパブリックコメントを募集し、

保護者への配慮を考え、民営化した場合でも公立

と同様の保育指針を使い、保育料や保育申込手続

についても変わらず行いたいとの答弁でした。 

 宇和光浄苑の火葬業務委託者変更の経緯の質疑

があり、前任者が高齢により変更し、市内の３業

者に業務説明を行い、現在委託している業者のみ

希望があり委託したとの答弁がありました。 

 野村光浄苑の老朽化が著しいが、改修計画の質

疑に対して、平成２２年度において設備の全面改

修を考えているとの答弁でございました。 

 生活交通路線巡回バス運営事業に関して、福祉

バス、温泉バスなど現在のバス運行の実態等の質

疑があり、現状の答弁の後、市内全域で配慮、統

一運用できるように対策を求めました。市民にと

って不公平感があり、一本化について企画課と連

携し、交通会議を進める努力をするという答弁が

ありました。 

 福祉センター管理事業について、旧５町におい

て管理評価、器具等について質疑があり、器具に

ついては、財政的なこともあるが、新しい器具も

考慮したいとの答弁でした。 

 次に、認定第５号「平成１９年度西予市国民健

康保険特別会計歳入歳出決算の認定につきまし

て」、国保の不納欠損額、未納額について説明を

求めました。 

 税務署所管ではありますがということで、収納

率は県下トップで９６．２１％であり、県下平

均、全国平均の滞納収納率の答弁がありました。 

 次に、認定第９号「平成１９年度西予市簡易水

道事業特別会計歳入歳出決算の認定について」、

西予市には上水道４、簡易水道４０、県条例水道

１８、共同水道５２、専用水道施設１、飲料水供

給施設１の１１６の水道施設がありますが、それ

ぞれ料金など異なる中、標準化は今後どのように

対応をしていくのかという質疑があり、大変難し

いことだと感じていますが、国の指導により地域

水道ビジョン、簡易水道事業統合計画書の作成を

平成２１年度までに提出しなければなりません。

この計画は、平成２８年度までに事業統合する計

画となり、統合しない簡易水道には補助しなくな

り、これらを踏まえ平成２１年度に水道料金のシ

ミュレーション等の資料を作成して展開していき

たいとの答弁がございました。 

 次に、認定第１２号「平成１９年度西予市上水

道事業会計決算の認定について」、企業債のすべ

てを対象とした繰上償還を計画すれば、財政的に

楽になるのではないかとの質疑に対して、昭和、

平成初期に借り入れた公的資金が、現状と比べて

高金利であるため、地方公共団体からの要望も踏

まえ、繰上償還を求める臨時特別処理ができるよ

うになりましたが、経営健全計画等の規制等の要

件をクリアしていますので、平成１９年度７％以

上、平成２０年度６％以上の金利に対して繰上償

還の対象となる見込みですので、今後該当企業債

は申請していく方針の答弁がありました。 

 次に、認定第１３号「平成１９年度西予市病院

事業会計決算の認定について」、オービーシステ

ム委託を平成１９年度末廃止後の対応について質

疑があり、個人との契約になっているとの答弁

後、前年度との経費比較についての質疑があり、

年度途中でもあるので、はっきりしたことは言え

ないが、差異はないとの答弁がありました。 

 以上、慎重に審査いたしましたので、報告とい

たします。 

 平成２０年９月２６日、厚生常任委員会委員長

酒井宇之吉。 

 

○議長 次に、元親産業建設常任委員長の報告を

求めます。 

 元親孝志君。 

 

○元親孝志産業建設常任委員長 それでは、産業

建設常任委員会審査報告を申し上げたいと思いま

す。 

 産業建設常任委員会の審査結果報告を申し上げ

ます。 

 産業建設常任委員会では、９月１９日と２２日

の両日、本会議において当委員会に付託されまし

た議案５件と平成１９年度決算の認定４件につい

て審査をいたしました。 

 審査の結果は、お手元に配付のとおりでありま

す。 

 初めに、議案審査について報告をいたします。 

 議案の主なものは、平成２０年度一般会計補正

予算（第２号）は、所管別で４件、平成２０年度
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特別会計補正予算が同じく２件、条例の一部改正

が２件でありました。 

 一般会計補正予算について、特に委員より意見

のあったものについて抜粋して報告申し上げま

す。 

 ６款農林水産業費のうち３目農業振興費につい

て、現地調査を踏まえて可決決定いたしました。

この事業は、農作物生産振興対策事業費補助金

２，４６６万１，０００円を西予市がＪＡひがし

うわに補助するもので、宇和町多田地区で多田営

農飲雑用水事業を実施しており、補助要綱として

附帯事業がセットになっている事業であります。

これを平成１９年度からは３カ年をかけてＪＡひ

がしうわが事業主体となって現在実施しているも

のであり、既に土地の造成とショウガ栽培用のハ

ウス６，０００平方が完成しており、今年度はシ

ョウガを洗浄しパック詰めにするための機械設備

と農業用水確保のためのボーリング調査費に対し

て補助するものであります。次年度はイチゴ栽培

用のハウス５，０００平方メートルと高床施設事

業が実施される計画であります。資材等の変動も

ありますが、概算総額で２億５，０００万円程度

の事業になります。事業に当たっては、事業費を

抑制するために中古のビニールハウスを譲り受け

るなどして経費削減の努力がなされておりまし

た。事業に問題はなく原案可決決定いたしまし

た。 

 次に、条例の一部改正について報告をいたしま

す。 

 議案第１０７号「西予市中小企業振興資金融資

条例の一部を改正する条例制定について」、改正

の趣旨は本会議での説明のとおりでありますが、

審査の過程では、昨今の景気の低迷はかって経験

したことがないほど企業の経営内容は悪く、年末

には相当の資金不足が発生して、今回の改正によ

る預託金の１４倍の融資枠では足りないのではな

いかという意見がありました。十分議論いたしま

したが、不確定要素が多分にあり、西予市が独自

に決定できないという理由もあり、原案可決と決

定いたしました。現時点での１４倍融資可能枠は

３億１３６万７，０００円であります。 

 次に、平成１９年度決算の認定について報告を

いたします。 

 認定の方法は、昨年に引き続き決算における主

要な施策の成果報告書に基づいて実施をいたしま

した。 

 初めに、成果報告書についてでありますが、各

事業には事業評価という項目があります。この評

価を見て気づいたことでありますが、事業実施に

当たっては、当然結果において当初の目的を十分

達成した事業もあれば、期待したほどの効果が上

がっていない事業もあったと思います。こうした

内容は、担当者が一番よく理解されているはずで

あり、はっきりと意見を書かれるほうが、次年度

の予算査定に有効なのではないかと感じました。 

 今回の認定で主な意見として、農業集落排水事

業については、事業の発生が住民側から要望が出

ていることもあって加入率も高く、現時点では収

支のバランスも全施設を合計すれば、わずかでは

ありますが、黒字決算となっております。 

 しかし、維持管理の収支報告の中には、当然施

設の減価償却が含まれておりません。将来施設が

老朽化したり、地震等による大幅な修繕が必要に

なった場合、当初のように国・県の補助はなく、

市の単独事業となることが想定されます。そのこ

とを念頭に置いて積立金等を検討しておかなくて

いいのかという意見がありました。 

 また、公共下水については、行政主導の事業で

あり、依然として加入率が伸び悩んでいる傾向に

あります。野村処理区においては、推進員を雇っ

て戸別訪問をして加入率アップに努力していると

報告がありました。また、宇和処理区について

も、加入奨励金が１年目加入者には４万円、２年

目３万円、３年目２万円を補助して加入率アップ

に努力されておりますが、思ったほどの効果があ

らわれていないのも事実であります。今後におい

ても気を緩めることなく引き続き加入率アップに

向けて鋭意努力をしていただきたいとの要望があ

りました。 

 また、加入者の立場で考えれば、上水道代金と

処理費用とで往復の費用が必要になるわけですの

で、処理施設の管理委託費の軽減にも努力された

いとの意見がありました。 

 最後に、９月２４日に城川総合支所建設課、産

業課、そして城川開発公社について所管事務事業

の調査を実施いたしましたので、その内容につい

て報告いたします。 

 初めに、産業課についてでありますが、基幹産

業である農家所得が、１農家当たり平均所得が１

００万円にも満たらず、依然として低位で推移し
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ております。このような状態で後継者を育成する

ことは極めて困難であり、食料自給率の向上を目

指すのであれば、何らかの対応が必要であるとの

ことでありました。 

 また、高齢化、過疎化によって今後一層の耕作

放棄地ができるが、それに対する方策は検討して

いるのかという質問に対しまして、現在牛、ヤギ

等による放牧を調査研究しているということであ

りました。 

 また、城川町における交通網の課題として、福

祉バス、宇和島バス等の公共交通によってタクシ

ー業者が経営に影響が出ているので、今後の小学

校の統廃合によるスクールバス等の運行も含め検

討をしていただきたいとの要望がありました。 

 次に、建設課についてでありますが、県発注工

事がピーク時の２割程度まで減少し、建設業者の

廃業、倒産が発生しております。城川町における

道路網の整備は、未改良区域が全体では５０％弱

残っており、依然として公共投資は必要である。 

 また、生活の安全を確保するがけ防災対策事業

も既に四十数件の受け付け箇所があり、国・県に

対して積極的に働きかけをお願いしたいというこ

とでありました。 

 また、高齢化、過疎化によって生活道路、農林

道の維持管理が極めて困難になってきているの

で、早急な対応を検討していただきたいとの要望

がありました。 

 最後に、城川開発公社について報告をいたしま

す。 

 公社は連結決算で黒字を確保し、経営理念、経

営努力が大変しっかりしているのに感心をいたし

ました。 

 また、雇用の面でも８０人程度を雇用し、給与

面でも１億円以上を支払っており、地場産業とし

ての役割を大きく担っておりました。 

 また、地産地消に積極に取り組んでおられ、全

体の半分以上の食材を西予市産で賄っているとの

ことでありました。今後懸念されることは、高齢

化によって生産が追いつかなくなるのではないか

と心配をされておりました。総合支所全体とし

て、現状に危機感を感じ、積極的に対応をしてい

こうとする姿勢が庁舎内で感じることができまし

た。 

 以上、報告とさせていただきます。 

 平成２０年９月２６日、産業建設常任委員会委

員長元親孝志。 

 

○議長 以上で各委員長の報告は終わりました。 

 これより各常任委員長報告に対する質疑を行い

ます。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 これより討論を行います。 

 討論はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 討論を終結といたします。 

 これより採決を行います。 

 まず、議案第１０３号「西予市認可地縁団体印

鑑条例の一部を改正する条例制定について」から

議案第１０８号「西予市みかめ海の駅条例の一部

を改正する条例制定について」までの６件を一括

採決いたします。 

 ただいまの委員長報告のとおり決定することに

ご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認めます。よって、議案第

１０３号から議案第１０８号までの６件は原案の

とおり決定いたしました。 

 次に、議案第１０９号「辺地に係る公共的施設

総合整備計画の策定について」を採決いたしま

す。 

 ただいまの委員長報告のとおり決定することに

賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員です。よって、議案第１０９号は原案

のとおり決定いたしました。 

 次に、議案第１１０号「平成２０年度西予市一

般会計補正予算（第２号）」についてを採決いた

します。 

 ただいまの委員長報告のとおり決定することに

賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員です。よって、議案第１１０号は原案

のとおり決定いたしました。 

 次に、議案第１１１号「平成２０年度西予市育

英会奨学資金貸付特別会計補正予算（第１号）」

から議案第１２０号「平成２０年度西予市上水道
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事業会計補正予算（第２号）」についてまでの１

０件を一括採決いたします。 

 ただいまの委員長報告のとおり決定することに

賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員です。よって、議案第１１１号から議

案第１２０号までの１０件は原案のとおり決定い

たしました。 

 次に、認定第１号「平成１９年度西予市一般会

計歳入歳出決算の認定について」を採決いたしま

す。 

 ただいまの委員長の報告のとおり認定すること

に賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員です。よって、認定第１号は原案のと

おり認定することに決定いたしました。 

 次に、認定第２号「平成１９年度西予市授産場

特別会計歳入歳出決算の認定について」から認定

第１４号「平成１９年度西予市野村介護老人保健

施設事業会計決算の認定について」までの１３件

を一括採決いたします。 

 ただいまの委員長の報告のとおり認定すること

に賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員です。よって、認定第２号から認定第

１４号までの１３件は原案のとおり認定すること

に決定いたしました。 

 暫時休憩をいたします。（休憩 午後２時３７

分） 

○議長 再開をいたします。（再開 午後２時３

８分） 

 お諮りいたします。 

 発議第３号から議員派遣までの３件を本日の日

程に追加し、議題といたしたいと思います。これ

にご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認めます。よって、本案を

本日の日程に追加し、議題とすることに決定いた

しました。 

  （追加） 

○議長 まず、追加日程第１、発議第３号「西予

市議会会議規則の一部を改正する規則制定につい

て」を議題といたします。 

 提出者の説明を求めます。 

 宇都宮明宏君。 

 

○８番宇都宮明宏君 発議第３号「西予市議会会

議規則の一部を改正する規則制定について」提案

理由のご説明を申し上げます。 

 地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴

い、議会活動の範囲を明確化する規定が新たに設

けられたことにより、議員派遣の根拠となる地方

自治法上の引用規定が繰り下がったため、西予市

議会会議規則の一部を改正するものであります。 

 以上、よろしくご審議の上、ご賛同くださいま

すようお願い申し上げます。 

 

○議長 提出者の説明は終わりました。 

 これより質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 お諮りいたします。 

 発議第３号については、会議規則第３７条第３

項の規定により委員会付託を省略したいと思いま

す。これにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認め、そのように決定いた

しました。 

 これより討論を行います。 

 討論はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 討論を終結とします。 

 これより採決を行います。 

 お諮りいたします。 

 発議第３号「西予市議会会議規則の一部を改正

する規則制定について」は原案のとおり決定する

ことに賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、発議第３号は原

案のとおり決定いたしました。 

  （追加） 

○議長 次に、追加日程第２、意見書案第５号

「新たな過疎対策法の制定に関する意見書（案）

の提出について」を議題といたします。 

 事務局長に朗読いたさせます。 
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○岩本事務局長 新たな過疎対策法の制定に関す

る意見書（案）。 

 過疎対策については、昭和４５年に過疎地域対

策緊急措置法制定以来３次にわたる特別措置法の

制定により、総合的な過疎対策事業が実施され、

過疎地域における生活環境の整備や産業の振興な

ど一定の成果を上げたところである。 

 しかしながら、人口減少と高齢化は、特に過疎

地域において顕著であり、路線バスなど公共交通

機関の廃止、医師及び看護師等の不足、耕作放棄

地の増加、森林の荒廃など生活生産基盤の弱体化

が進む中で、多くの集落が消滅の危機に瀕するな

ど過疎地域は極めて深刻な状況に直面している。 

 過疎地域は、我が国の豊かな自然や歴史、文化

を有するふるさとの地域であり、また都市に対し

て食料の供給、水資源の供給、自然環境の保全等

いやしの場を提供するとともに、森林による地球

温暖化の防止に貢献するなどの多目的、公共的機

能を担っている。 

 過疎地域は、国民共通の財産であり、国民の心

のよりどころとなる美しい国土と豊かな環境を未

来の世代に引き継ぐ努力をしている地域である。 

 現行の過疎地域自立促進特別措置法は、平成２

２年３月末をもって失効することとなるが、過疎

地域が果たしている多目的、公共的機能を今後も

維持していくためには、引き続き過疎地域の振興

を図り、そこに暮らす人々の生活を支えていくこ

とが重要である。過疎地域がそこに住み続ける住

民にとって安心・安全に暮らせる地域として健全

に維持されることは、同時に都市をも含めた国民

全体の安全・安心な生活に寄与するものであるこ

とから、引き続き総合的な過疎対策を充実強化さ

せることが必要である。よって、新たな過疎対策

法の制定を強く要望する。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書

を提出する。 

 平成２０年９月２６日、愛媛県西予市議会。 

 提出先、内閣総理大臣麻生太郎、総務大臣鳩山

邦男、財務大臣中川昭一、農林水産大臣石破茂、

国土交通大臣中山成彬。 以上です。 

 

○議長 ただいま議題となっております本案は、

会議規則第３７条第２項の規定により提案理由の

説明を省略することにいたしたいと思います。こ

れにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認め、そのように決定いた

しました。 

 これより質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 お諮りいたします。 

 本件については、会議規則第３７条第３項の規

定により委員会付託を省略したいと思います。こ

れにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認め、そのように決定いた

しました。 

 これより討論を行います。 

 討論はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 討論を終結といたします。 

 これより採決を行います。 

 お諮りいたします。 

 意見書案第５号「新たな過疎対策法の制定に関

する意見書（案）の提出について」を決定するこ

とに賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員です。よって、意見書案第５号は原案

のとおり決定いたしました。 

  （追加） 

○議長 次に、追加日程第３、議員派遣の件につ

いてを議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 お手元に配付いたしております本件を承認する

ことにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認めます。よって、議員派

遣の件については本件のとおり承認することに決

定いたしました。 

 この際、お諮りをいたします。 

 ただいま決定をいただきました議員派遣の内容

につきましては、諸般の事情により変更が生じる

場合には議長にご一任をお願いしたいと思います

が、これにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認め、そのように決定いた

しました。 
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 暫時休憩をさせていただきます。（休憩 午後

２時４７分） 

○議長 ご迷惑をかけましたけども再開をいたし

たいと思います。（再開 午後４時２５分） 

 以上で全日程を終了いたしました。 

 三好市長から定例会閉会のあいさつがありま

す。 

 三好市長。 

 

○三好市長 平成２０年第３回西予市議会定例会

の閉会に当たりまして、一言ごあいさつを申し上

げます。 

 本定例会は９月１７日から９月２６日の１０日

間にわたり、提案した議案のご審議をいただきま

すとともに７人の議員の方から一般質問をいただ

きました。承認案件及び事務組合の規約の一部変

更の即日承認決定を得たほか、条例改正、一般会

計外他会計の補正予算並びに１９年度の各会計の

決算の承認をいただくについては、各委員会に付

託をされ、慎重にご審議をいただきました。まこ

とにありがとうございました。本日の最終日にお

いてすべて原案可決決定及び認定をいただきまし

たことをまことにありがとうございました。ご決

定いただきましたことには、市民の福祉の向上を

旨として執行していきますので、ご理解のほどよ

ろしくお願いを申し上げます。 

 国政も風雲急を告げ、一昨日麻生首相が誕生し

ましたが、今の情勢では近いうちに衆議院の解散

と総選挙の運びになるものと報道をされておられ

ます。西予市政も今後の流れを見きわめて市政運

営に当たらなければならないと思っております。 

 いよいよ秋本番となり、各議員も諸行事に出席

される機会も多いものと思いますけれども、お体

をご自愛いただきまして、ますますご活躍をいた

だきますことを祈念申しております。 

 以上をもちまして第３回西予市議会定例会の閉

会のあいさつとさせていただきます。 

 長い間ありがとうございました。 

 

○議長 これをもって平成２０年第３回西予市議

会定例会を閉会といたします。 

 ご苦労さまでございました。 

  閉会 午後４時２８分 

 

 

 地方自治法第１２３条第２項の規定によりここ

に署名する。 

 

  西予市議会議長 

 

   同   議員 

 

   同   議員 
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平成２０年第３回西予市議会定例会議決結果表 

 

議案番号 件          名 議決年月日 議決結果 

承認第  ５号 

専決処分第５号の承認を求めることについて（西予

市国民健康保険税条例の一部を改正する条例制定に

ついて） 

20.９.17 原案承認 

承認第  ６号 

専決処分第６号の承認を求めることについて（地方

自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整備に関する条例制定について） 

20.９.17 原案承認 

議案第１０１号 愛媛地方税滞納整理機構規約の一部変更について 20.９.17 原案可決 

議案第１０２号 愛媛県市町総合事務組合規約の一部変更について 20.９.17 原案可決 

議案第１０３号 
西予市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例

制定について 
20.９.26 原案可決 

議案第１０４号 
西予市公益法人等への職員の派遣等に関する条例の

一部を改正する条例制定について 
20.９.26 原案可決 

議案第１０５号 
西予市立学校及び幼稚園設置条例の一部を改正する

条例制定について 
20.９.26 原案可決 

議案第１０６号 
西予市立学校給食センター及び学校給食調理場条例

の一部を改正する条例制定について 
20.９.26 原案可決 

議案第１０７号 
西予市中小企業振興資金融資条例の一部を改正する

条例制定について 
20.９.26 原案可決 

議案第１０８号 
西予市みかめ海の駅条例の一部を改正する条例制定

について 
20.９.26 原案可決 

議案第１０９号 辺地に係る公共的施設総合整備計画の策定について 20.９.26 原案可決 

議案第１１０号 平成２０年度西予市一般会計補正予算（第２号） 20.９.26 原案可決 

議案第１１１号 
平成２０年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補

正予算（第１号） 
20.９.26 原案可決 

議案第１１２号 
平成２０年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会

計補正予算（第１号） 
20.９.26 原案可決 

議案第１１３号 
平成２０年度西予市国民健康保険特別会計補正予算

（第２号） 
20.９.26 原案可決 

議案第１１４号 
平成２０年度西予市老人保健特別会計補正予算（第

２号） 
20.９.26 原案可決 

議案第１１５号 
平成２０年度西予市後期高齢者医療特別会計補正予

算（第２号） 
20.９.26 原案可決 

議案第１１６号 
平成２０年度西予市介護保険特別会計補正予算（第

２号） 
20.９.26 原案可決 

議案第１１７号 
平成２０年度西予市農業集落排水事業特別会計補正

予算（第２号） 
20.９.26 原案可決 

議案第１１８号 
平成２０年度西予市公共下水道事業特別会計補正予

算（第２号） 
20.９.26 原案可決 

議案第１１９号 
平成２０年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算

（第２号） 
20.９.26 原案可決 

議案第１２０号 
平成２０年度西予市上水道事業会計補正予算（第２

号） 
20.９.26 原案可決 



－100－ 

議案番号 件          名 議決年月日 議決結果 

認定第  １号 
平成１９年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定に

ついて 
20.９.26 認  定 

認定第  ２号 
平成１９年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の

認定について 
20.９.26 認  定 

認定第  ３号 
平成１９年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会

計歳入歳出決算の認定について 
20.９.26 認  定 

認定第  ４号 
平成１９年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計歳

入歳出決算の認定について 
20.９.26 認  定 

認定第  ５号 
平成１９年度西予市国民健康保険特別会計歳入歳出

決算の認定について 
20.９.26 認  定 

認定第  ６号 
平成１９年度西予市老人保健特別会計歳入歳出決算

の認定について 
20.９.26 認  定 

認定第  ７号 
平成１９年度西予市介護保険特別会計歳入歳出決算

の認定について 
20.９.26 認  定 

認定第  ８号 
平成１９年度西予市港湾整備事業特別会計歳入歳出

決算の認定について 
20.９.26 認  定 

認定第  ９号 
平成１９年度西予市簡易水道事業特別会計歳入歳出

決算の認定について 
20.９.26 認  定 

認定第 １０号 
平成１９年度西予市農業集落排水事業特別会計歳入

歳出決算の認定について 
20.９.26 認  定 

認定第 １１号 
平成１９年度西予市公共下水道事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 
20.９.26 認  定 

認定第 １２号 
平成１９年度西予市上水道事業会計決算の認定につ

いて 
20.９.26 認  定 

認定第 １３号 
平成１９年度西予市病院事業会計決算の認定につい

て 
20.９.26 認  定 

認定第 １４号 
平成１９年度西予市野村介護老人保健施設事業会計

決算の認定について 
20.９.26 認  定 

報告第  ５号 平成１９年度健全化判断比率の報告について 20.９.17 報  告 

報告第  ６号 平成１９年度資金不足比率の報告について 20.９.17 報  告 

報告第  ７号 財団法人宇和町住宅協会の経営状況について 20.９.17 報  告 

報告第  ８号 西予市土地開発公社の経営状況について 20.９.17 報  告 

報告第  ９号 
株式会社野村町地域振興センターの経営状況につい

て 
20.９.17 報  告 

報告第 １０号 株式会社エフシーの経営状況について 20.９.17 報  告 

報告第 １１号 株式会社城川開発公社の経営状況について 20.９.17 報  告 

報告第 １２号 株式会社どんぶり館の経営状況について 20.９.17 報  告 

報告第 １３号 
あけはまシーサイドサンパーク株式会社の経営状況

について 
20.９.17 報  告 

報告第 １４号 株式会社グリーンヒルの経営状況について 20.９.17 報  告 

報告第 １５号 財団法人宇和文化会館の経営状況について 20.９.17 報  告 

報告第 １６号 有限会社宇和オービーシステムの経営状況について 20.９.17 報  告 

報告第 １７号 西予ＣＡＴＶ（株）の経営状況について 20.９.17 報  告 
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議案番号 件          名 議決年月日 議決結果 

発議第  ３号 
西予市議会会議規則の一部を改正する規則制定につ

いて 
20.９.26 原案可決 

意見書案第５号 
新たな過疎対策法の制定に関する意見書（案）の提

出について 
20.９.26 原案可決 

議会報告第１号 各委員会の視察研修報告について 20.９.17 報  告 

 議員派遣の件について 20.９.26 承  認 

 


